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令 和 ４ 年 第 ４ 回 上 士 幌 町 議 会 定 例 会 

 

議 事 日 程（第１号） 

 

令和４年６月７日（火曜日） 

 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 

日程第 ２ 会期の決定について 

日程第 ３ 諸般の報告 

日程第 ４ 意見書案第３０号 ２０２２年度北海道最低賃金改正等に関する意見書の提 

出について 

日程第 ５ 意見書案第３１号 義務教育費国庫負担制度堅持・負担率１/２への復元、 

「３０人以下学級」など教育予算確保・拡充と就学保 

障の実現に向けた意見書の提出について 

日程第 ６ 意見書案第３２号 ２０２３年度地方財政の充実・強化を求める意見書の提 

出について 

日程第 ７ 意見書案第３３号 森林・林業・木材産業によるグリーン成長に向けた施策 

の充実・強化を求める意見書の提出について 

日程第 ８ 意見書案第３４号 食料安全保障の強化を図る新たな国の予算確保と国民へ 

の理解醸成を図る要望意見書の提出について 

日程第 ９ 一般質問 

日程第１０ 報 告 第 １号 令和３年度上士幌町一般会計繰越明許費繰越計算書の報 

告について 

日程第１１ 議 案 第３０号 上士幌町課設置条例の一部を改正する条例の制定につい 

               て 

日程第１２ 議 案 第３１号 上士幌町税条例等の一部を改正する条例の制定について 

日程第１３ 議 案 第３２号 上士幌町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制 

定について 

日程第１４ 議 案 第３３号 上士幌町介護保険条例の一部を改正する条例の制定につ 

いて 

日程第１５ 議 案 第３４号 北海道町村議会議員公務災害補償等組合規約の変更につ 

いて 



－3－ 
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 ────────────────────────────────────── 

◎開会の宣告 

○議長（杉山幸昭議長） ただいまより、令和４年第４回上士幌町議会定例会を開会いた

します。 

  本日の議案説明のため、地方自治法第121条の規定により、関係説明員の出席を求め

ております。 

（午前１０時００分） 

 ────────────────────────────────────── 

◎開議の宣告 

○議長（杉山幸昭議長） これより本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

 ────────────────────────────────────── 

◎議会運営委員会の報告 

○議長（杉山幸昭議長） 議会運営委員会より、本日の議事運営について発言を求めます。 

  議会運営委員長、２番、山本和子議員。 

○議会運営委員長（山本和子議員） 議会運営委員長よりご報告申し上げます。 

  議会運営委員会は、６月２日午前９時より委員会室において、議会運営委員全員の出

席をいただき、説明員に副町長の出席を求めて委員会を開催し、議事運営及び議案の審

議方法等について審議いたしました。 

  議会運営委員会の審議の結果、本日の議事日程及び議案の審議方法については、既に

お手元に配付のとおり決定いたしましたので、ご報告申し上げます。 

  この際、議会運営委員会において協議されたことについてご報告申し上げます。 

  １点目は、日程第15、議案第34号から日程第17、議案第36号は関連がありますので、

３件を一括上程及び質疑を行い、議案ごとに討論、採決を行うことといたします。 

  ２点目は、日程第19、議案第38号から日程第21、議案第40号までの令和４年度上士幌

町一般会計一般会計補正予算（第１号）並びに２特別会計補正予算は関連がありますの

で、３会計を一括で提案を受け、一般会計は款ごとに、２特別会計は会計ごとに一括し

て質疑を行い、議案ごとに討論、採決を行うことといたします。 

  以上をもって議会運営委員会の議事運営報告を終わります。 

 ────────────────────────────────────── 

◎会議録署名議員の指名 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 
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  会議録署名議員は、会議規則第126条の規定により、議長において、２番、山本和子

議員、３番、伊東久子議員を指名いたします。 

 ────────────────────────────────────── 

◎会期の決定 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第２、会期の決定についてを議題といたします。 

  お諮りいたします。 

  本定例会の会期は、本日から６月24日までの18日間といたしたいと思いますが、これ

にご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、会期は本日から６月24日までの18日間と決定いたしました。 

  なお、会期中の会議予定については、お手元に予定表を配付しておりますので、ご承

知願います。 

 ────────────────────────────────────── 

◎諸般の報告 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第３、諸般の報告を行います。 

  お手元に、令和４年３月１日から令和４年５月31日までの議会の諸会議等について報

告書を配付しております。内容等の朗読は省略いたします。 

  以上が諸般の報告であります。 

  諸般の報告に対する質疑は、議会運用例第58条の１第１項の規定により、これを省略

いたします。 

  これをもって諸般の報告を終わります。 

 ────────────────────────────────────── 

◎意見書案第３０号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第４、意見書案第30号2022年度北海道最低賃金改正等に関

する意見書の提出についてを議題といたします。 

  意見書案の朗読を省略し、直ちに提案者である10番、馬場敏美議員から提案理由の説

明を求めます。 

  10番、馬場敏美議員。 

○１０番（馬場敏美議員） ただいま上程されました意見書案第30号につきまして、提案

理由と内容についてご説明申し上げます。 

  この意見書案については、さきに開催されました議会運営委員会におきまして議会運
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営委員全員のご賛同をいただき、私が提案者となった次第であります。 

  我が国では、多くの労働者が最低賃金周辺の賃金で働いており、最低賃金の低さや地

域間格差は、貧困や経済的格差を招く直接的要因となっております。 

  貧困や経済的格差の解消のためには、最低賃金の迅速、かつ大幅な引上げが必要不可

欠であります。 

  以下、意見書案を読み上げて提案説明とさせていただきます。 

  2022年度北海道最低賃金改正等に関する意見書（案）。 

  北海道最低賃金の引き上げは、ワーキングプア（働く貧困層）解消のための「セーフ

ティネット」の一つとして最も重要なものです。 

  道内で働く者の暮らしはコロナ禍で一層厳しく、特に、年収200万円以下の所謂ワー

キングプアと呼ばれる労働者は、道内でも45.1万人と、給与所得者の27.3％に達してい

ます。また、道内の全労働者216万人（内パート労働者64.7万人）の内、39万人を超え

る労働者が最低賃金近傍に張り付いている実態にあります。 

  労働基準法第２条では、「労働条件の決定は労使が対等な立場で行うもの」と定めて

いますが、現状では最低賃金の影響を受けるこれら多くの非正規労働者は、労働条件決

定にほとんど関与することができません。 

  経済財政運営と改革の基本方針2021において「より早期に全国加重平均が1000円にな

ることを目指す」ことが堅持され、令和３年度北海道地方最低賃金審議会の答申書にお

いても、同様の内容を表記しました。 

  最低賃金が上がらなければ、その近傍で働く多くの方の生活はより一層厳しいものと

なり、新型コロナウイルス感染症が収束した際の個人消費にも影響を与え、北海道経済

の停滞を招くことにつながりかねません。 

  つきましては、北海道労働局及び北海道地方最低賃金審議会においては、令和４年度

の北海道最低賃金の改正に当たって、以下の措置を講ずるよう強く要望します。 

  記。 

  １ 「地域間格差にも配慮しながら、より早期に全国加重平均1,000円になることを

目指す」ことが堅持された「経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）」を十分尊重

し、経済の自律的成長の実現に向けて、最低賃金を大幅に引き上げること。 

  ２ 設定する最低賃金は、経験豊富な労働者の時間額が、道内高卒初任給（時間額

1,042円）を下回らない水準に改善すること。 

  ３ 厚生労働省の業務改善助成金など各種助成金を有効活用した最低賃金の引き上げ

を図ること。同時に、中小企業に対する賃上げしやすい環境整備、支援の充実と安定し
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た経営を可能とする実効ある対策をはかるよう国に対し要請すること。 

  以上をもって、意見書案第30号の提案理由の説明とさせていただきます。 

  議員各位の満場のご賛同を賜り、この意見書案をご可決いただき、関係者各位に送付

いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案理由の説明が終わりましたので、これより質疑を行います。

質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、意見書案第30号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより意見書案第30号の採決を行い

ます。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、意見書案第30号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎意見書案第３１号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第５、意見書案第31号義務教育費国庫負担制度堅持・負担

率1/2への復元、「30人以下学級」など教育予算確保・拡充と就学保障の実現に向けた

意見書の提出についてを議題といたします。 

  意見書案の朗読を省略し、直ちに提案者である５番、早坂清光議員から提案理由の説

明を求めます。 

  ５番、早坂清光議員。 

○５番（早坂清光議員） ただいま上程されました意見書案第31号の提案理由とその内容

についてご説明申し上げます。 

  この意見書案は、連合北海道並びに地区連合組合員の皆さんからの要請を受けたもの

であり、昨年も同趣旨の意見書案を採択いただいているところでございます。 

  さきの議会運営委員会におきまして議会運営委員全員のご賛同をいただき、私が提案

者となった次第であります。 

  本町におきましては、国が示した小学校全学年の35人学級の方針は、ふるさと納税を

財源とし、小学校教育充実事業として国に先行し、町単独で30人学級を進めてきており、
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本年度から全ての学年で実現するとともに、教育内容の充実に向けた取組が図られてい

ます。また、保護者への様々な財政的支援にも努めているところであります。 

  しかし、本来は、国の教育予算の確保・充実により実現されるべきものであります。 

  以下、意見書案を読み上げて提案といたします。 

  義務教育費国庫負担制度堅持・負担率1/2への復元、「30人以下学級」など教育予算

確保・拡充と就学保障の実現に向けた意見書（案）。 

  義務教育費国庫負担制度は、地方自治体の財源状況に左右されずに教職員を安定的に

確保するために、教職員の給与の一部を国が負担する制度です。この制度における国の

負担率が2006年に1/2から1/3に変更されました。教育の機会均等を確保するためにも、

国の責任において義務教育費国庫負担制度を堅持し、国の負担率を1/2へと復元するこ

とが重要です。 

  また、子どもたちへのきめ細やかな教育を実現するためには、教職員定数を抜本的に

改善することによる少人数学級の実現と教職員の超勤・多忙化解消は不可欠です。「公

立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部を改正する法律」

が成立し、小学校において段階的に35人以下学級が実現することとなりました。しかし、

中学・高校については依然として「検討」にとどまっています。 

  さらに、小学校高学年の教科担任制および小学校における35人学級実現のための教職

員定数改善が4,690人であるのに対し、自然減や配置の見直しなどにより6,912人の減少

となっており、教職員増とはなっていません。早急に「30人以下学級」を実現し、実質

的な教職員増としていく必要があります。 

  21年12月に文科省が発表した「就学援助実施状況調査」では、要保護・準要保護率は、

全国で14.52％（７人に１人）、北海道においては全国で８番目に高い18.30％（５人に

１人）となっており、依然として厳しい実態にあります。また、教育現場では給食費・

修学旅行費などの私費負担が減少せず、地方交付税措置されている教材費や図書費につ

いても自治体によってその措置に格差が生じています。 

  さらに、「奨学金制度」を利用せざるを得ない子どもたちや経済的な理由で進学・就

学を断念する子どもが増加しており、その解消に向けて、就学援助制度・奨学金制度・

高校授業料無償化制度を拡大させていく必要があります。 

  こうしたことから、国においては、義務教育費無償、義務教育費国庫負担制度の堅持、

当面負担率1/2への復元、早急に実効性のある教職員の超勤・多忙化解消、「30人以下

学級」の実現など、以下の項目について、教育予算の確保・拡充、就学保障の充実をは

かるよう要請します。 
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  記。 

  １ 国の責務である教育の機会均等・水準の最低保障を担保するため、義務教育費を

無償とするよう求めます。少なくとも、義務教育費国庫負担制度を堅持し、当面、義務

教育費国庫負担金の負担率を1/2に復元されるよう要請します。 

  ２ 「30人以下学級」の早期実現にむけて、小学校１年生～中学校３年生の学級編制

標準を順次改定するよう求めます。当面、中学・高校への「35人以下学級」拡大を求め

ます。また、地域の特性にあった教育環境整備・教育活動の推進、住む地域に関係なく

子どもたちの教育を保障するため、計画的な教職員定数改善による実質的な教職員増の

早期実現、教頭・養護教諭・事務職員の全校配置の実現のため、必要な予算の確保・拡

充を図るよう要請します。 

  ３ 給食費、修学旅行費、教材費など保護者負担の解消や、図書費などについて国に

おいて十分な確保、拡充を行うよう要請します。 

  ４ 就学援助制度・奨学金制度の更なる拡大、高校授業料無償化に対する所得制限の

撤廃など、就学保障の充実に向け、国の責任において予算の十分な確保、拡充を図るよ

う要請します。 

  以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 

  という内容のものでございます。 

  議員各位のご賛同を賜り、採択、提出くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案理由の説明が終わりましたので、これより質疑を行います。

質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、意見書案第31号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより意見書案第31号の採決を行い

ます。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、意見書案第31号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎意見書案第３２号の上程、説明、質疑、討論、採決 



－10－ 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第６、意見書案第32号2023年度地方財政の充実・強化を求

める意見書の提出についてを議題といたします。 

  意見書案の朗読を省略し、直ちに提案者である９番、斉藤明宏議員から提案理由の説

明を求めます。 

  ９番、斉藤明宏議員。 

○９番（斉藤明宏議員） ただいま上程されました意見書案第32号2023年度地方財政の充

実・強化を求める意見書案について、提案理由と内容についてご説明申し上げます。 

  この意見書案については、さきに開催されました議会運営委員会におきまして議会運

営委員全員のご賛同をいただき、私が提案者となった次第であります。 

  昨年６月の町議会定例会におきましても、国の2022年度予算編成に向けて同趣旨の意

見書を提案し、ご可決いただいたところであります。 

  さて、新型コロナウイルス感染症の対策について、各職場、地域でご奮闘されている

関係各位に心から敬意を表します。新型コロナウイルス感染症に対して、各自治体で感

染拡大防止対策や地域経済対策、雇用対策など、様々な対策が取られています。 

  しかし、これら住民の命と生活を守る施策に対して、国が措置する新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金や新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金は、

活用の自由度や自治体の財政需要を満たすものとはなっておらず、各自治体から財政不

安が危惧されています。 

  このことから、新型コロナウイルス感染症対策予算を確保すること、自治体要望を十

分反映させること、2023年度予算では、新たな政策課題や住民ニーズに対応し得る一般

財源の総額確保と社会保障関連予算の充実を求めるため、本意見書を提出しようとする

ものです。 

  以下、意見書案を読み上げて提案といたします。 

  現在、地方公共団体には、急激な少子・高齢化の進展にともなう子育て、医療・介護

など社会保障制度の整備、また人口減少下における地域活性化対策、脱炭素化をめざし

た環境対策、あるいは行政のデジタル化推進など、より新しく、かつ極めて多岐にわた

る役割が求められています。 

  しかし、現実に地域公共サービスを担う人材は不足しており、疲弊する職場実態にあ

る中、新型コロナウイルス、また近年多発している大規模災害への対応も迫られていま

す。これらに対応するための地方財政について、政府は「骨太方針2021」において、

2021年度の地方一般財源水準を2024年度まで確保するとしていますが、それをもって増

大する行政需要に十分対応し得るのか、大きな不安が残されています。 
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  このため、2023年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、コロナ禍への対応も

勘案しながら、歳入・歳出を的確に見積り、地方財政の確立をめざすよう、以下の事項

の実現を求めます。 

  記。 

  １ 社会保障の維持・確保、防災・減災また脱炭素化対策、地域活性化にむけた取り

組みや、デジタル化対策など、増大する地方公共団体の財政需要を的確に把握し、それ

を支える人件費も含めて、十分な地方一般財源総額の確保をはかること。 

  ２ 新型コロナウイルスワクチン接種の体制確保、感染症対応業務のみに限定しない

保健所体制・機能の全体的な強化、その他の新型コロナウイルス対応事業や地域経済の

活性化までを見据えた十分な財源措置をはかること。 

  ３ 子育て、地域医療の確保、介護や児童虐待防止、生活困窮者自立支援など、急増

する社会保障ニーズが自治体の一般行政経費を圧迫していることから、地方単独事業分

も含めた十分な社会保障経費の拡充をはかること。また、これらの分野を支える人材確

保にむけた自治体の取り組みを十分に支える財政措置を講じること。 

  ４ 2021年11月に閣議決定された「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」にお

ける看護、介護、保育など新型コロナ感染症対応と少子高齢化への対応が重なる職種の

処遇改善事業について、2021年度補正予算で補助金が創設されたが、より多くの職場で

改善がはかられるよう、対象職種の拡大や事業の継続・拡大に向け、必要な予算確保や

制度改善を行うこと。 

  ５ デジタル・ガバメント化における自治体業務システムの標準化に向け、地域デジ

タル社会推進費に相当する財源を継続して確保するなど、十分な財源を保障すること。

また、デジタル化が定着化していく過渡期において生じる得る行政需要についても、人

材・財源を含めた対応を行うこと。 

  ６ 「まち・ひと・しごと創生事業費」として確保されている１兆円については持続

可能な地域社会の維持・発展にむけて恒久的な財源とすること。また、同規模の財源確

保はもとより、その拡充を含めて検討すること。 

  ７ 会計年度任用職員制度の運用においては、今後も当該職員の処遇改善が求められ

ることから、引き続き所要額の調査を行うなどし、さらなる財政需要を十分に満たすこ

と。 

  ８ 特別交付税の配分にあたり、諸手当等の支給水準が国の基準を超えている自治体

に対して、その取り扱いを理由とした特別交付税の減額措置を行わないこと。 

  ９ 森林環境譲与税については、より林業需要を見込める地方公共団体への譲与額を
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増大させるよう、その譲与基準を見直すこと。 

  10 地方交付税の法定率を引き上げるなどし、臨時財政対策債に頼らない、より自律

的な地方財政の確立に取り組むこと。あわせて、地方の安定的な財源確保にむけて、偏

在性の小さい所得税・消費税を対象に国税から地方税への税源移譲を行うなど、より抜

本的な改善を行うこと。また、今後、国の施策の一環として、各種税制の廃止や変更、

また減税等を検討する際は、地方の財政運営における予見性を損なわないよう、十分に

地方団体等の意見を反映し、慎重に検討すること。 

  11 地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化をはかり、小規模自治体に配慮

した段階補正の強化など対策を講じること。 

  以上をもって、意見書案第32号の提案理由の説明とさせていただきます。 

  議員各位の満場のご賛同を賜り、この意見書案をご可決いただき、関係各位に送付い

ただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案理由の説明が終わりましたので、これより質疑を行います。

質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、意見書案第32号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより意見書案第32号の採決を行い

ます。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、意見書案第32号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎意見書案第３３号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第７、意見書案第33号森林・林業・木材産業によるグリー

ン成長に向けた施策の充実・強化を求める意見書の提出についてを議題といたします。 

  意見書案の朗読を省略し、直ちに提案者である５番、早坂清光議員から提案理由の説

明を求めます。 

  ５番、早坂清光議員。 

○５番（早坂清光議員） ただいま上程されました意見書案第33号森林・林業・木材産業
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によるグリーン成長に向けた施策の充実・強化を求める意見書の提出について、その提

案理由と内容についてご説明申し上げます。 

  この意見書案は、北海道森林・林業・林産業活性化促進議員連盟連絡会から、各市町

村の林活議連に対し、各議会での意見書採択、提出についての要請を受けたものであり

ます。 

  本町議会におきましては、令和４年度林活議連総会において意見書案のご確認をいた

だき、さきの議会運営委員会におきまして、その取扱いの協議により委員全員の賛同を

得て、私が提案者となった次第であります。 

  意見書案を読み上げて提案といたします。 

  森林・林業・木材産業によるグリーン成長に向けた施策の充実・強化を求める意見書

（案）。 

  本道の森林は全国の森林面積の約４分の１を占め、国土保全、地球温暖化防止、林産

物の供給等の多面的機能の発揮が期待されており、これらの機能を十分に発揮させるた

めには、森林資源の循環利用を進める必要がある。全国一の森林資源を有する北海道が

2050年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロとする国の目標の達成に向けて、伐採後

の着実な植林による森林の若返りや長期間炭素を固定する木材利用の促進、化石燃料の

代替となる木質バイオマスのエネルギー利用の促進などの森林吸収源対策を積極的に推

進する責務を担うことが必要である。 

  道では、森林の公益的機能の維持増進と森林資源の循環利用の実現に向け、森林整備

事業や治山事業など国の事業を活用し、植林・間伐や路網の整備、山地災害の防止、木

造公共施設の整備、林業事業体の育成など、様々な取組を進めてきたところである。 

  本道の森林を将来の世代に引き継いでいくため、活力ある森林づくりや防災・減災対

策をさらに進め、森林・林業・木材産業によるグリーン成長が実現できるよう、施策の

充実・強化を図ることが必要である。 

  よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。 

  記。 

  １ 森林の多面的機能を持続的に発揮し、ゼロカーボン北海道の実現に貢献するため、

適切な間伐と伐採後の着実な植林の推進に必要な森林整備事業予算や、防災・減災対策

の推進に必要な治山事業予算を十分に確保すること。 

  ２ 森林資源の循環利用を一層推進するため、ＩＣＴ等の活用によるスマート林業の

推進、木材生産・流通体制の強化、建築物の木造・木質化、木質バイオマスのエネルギ

ー利用の促進などによる道産木材の需要拡大、森林づくりを担う人材の育成・確保など
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に必要な支援を充実・強化すること。 

  以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。 

  以上の内容のものでございます。 

  議員各位のご賛同をいただき、採択、提出をしていただきますようよろしくお願いい

たします。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案理由の説明が終わりましたので、これより質疑を行います。

質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、意見書案第33号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより意見書案第33号の採決を行い

ます。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、意見書案第33号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎意見書案第３４号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第８、意見書案第34号食料安全保障の強化を図る新たな国

の予算確保と国民への理解醸成を図る要望意見書の提出についてを議題といたします。 

  意見書案の朗読を省略し、直ちに提案者である１番、渡部信一議員から提案理由の説

明を求めます。 

  １番、渡部信一議員。 

○１番（渡部信一議員） ただいま上程されました意見書案第34号食料安全保障の強化を

図る新たな国の予算確保と国民への理解醸成を図る要望意見書の提出について、この意

見書につきましては、上士幌農民同盟より提出の依頼がありまして、さきの議会運営委

員会において委員全員の賛同を得まして、私が提案者になった次第であります。 

  以下、読み上げて提案理由の説明に代えさせていただきます。 

  食料安全保障の強化を図る新たな国の予算確保と国民への理解醸成を図る要望意見書

（案）。 

  世界をめぐる情勢では、新型コロナウイルス終息後の需要回復を見込んだ原油等の価
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格上昇やロシアによるウクライナ侵攻の長期化などにより、原油・生産資材や穀物相場

の高騰が続いており、各国では国民生活に必要不可欠な食料の安定供給を図る食料安全

保障を最重要課題として自国の食料生産の施策を強化しています。 

  一方、我が国においては、2020年3月に新たな「食料・農業・農村基本計画」を策定

し、2030年度までに食料自給率を45％に引き上げる目標を掲げていますが、2020年の自

給率は37％と依然として低い状態にあります。また、第１次産業を主体とする農村地域

においては、高齢化と人口減少等が加速化し続け、担い手の確保や耕作放棄地の増加な

どの課題を抱えるなかで、近年多発する自然災害などにより食料生産の基盤が脆弱化し

ています。 

  加えて、コロナ禍による農畜産物の需要減退と在庫が増大し、農畜産物価格が低下す

る一方、食料生産に欠かせない燃油や飼料・肥料など生産資材価格等が歴史的な高騰を

続け、農業経営を圧迫させる危機的状況にあります。また、我が国においては、食料と

エネルギーを輸入に依存しているため、食料品等の値上げが相次ぎ、国民生活への影響

が懸念され、特に有事の際の食料をいかに確保するのか、食料安全保障の観点から、食

料自給率向上を図る国内生産の基盤強化、所得補償政策の充実や燃油・資材高騰対策、

備蓄制度の見直しなど新たな施策と予算の確保が不可欠となっています。 

  つきましては、食料の安定供給と農業の持続的発展のため、我が国の食料安全保障の

強化と国民への理解醸成が図られますよう要望致します。 

  記。 

  １ 世界情勢の不安定化が今後も続くことが懸念されることから、政府が４月に示し

た「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」の速やかな実施とともに、現場の経営悪化の

状況も踏まえ、継続的な対策として拡充・強化すること。 

  ２ 食料安全保障の強化に向けて、自国の食料は自国で生産・消費するという考えを

広く国民に理解醸成を図るとともに、食料の安定供給の確保は国の基本的な責務として、

将来を見据えた大胆な施策と新たな予算の確保を図ること。 

  以上をもって、提案理由の説明を終わります。 

  議員各位の満場の賛同を得まして、ご可決いただきますようお願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案理由の説明が終わりましたので、これより質疑を行います。

質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、意見書案第34号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 
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（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより意見書案第34号の採決を行い

ます。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、意見書案第34号は原案のとおり可決されました。 

  ここで暫時休憩いたします。 

（午前１０時４１分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午前１０時４２分） 

 ────────────────────────────────────── 

◎一般質問 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第９、一般質問を行います。 

  一般質問は、６名の議員から、お手元に配付のとおり通告を受けております。 

  一般質問の時間制限など留意事項については、既にご承知のことと思いますので省略

いたします。 

 ────────────────────────────────────── 

◇ 江波戸   明 議員 

○議長（杉山幸昭議長） それでは、順次発言を許します。 

  ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸 明議員） ＳＤＧｓ・脱炭素を推進するため森林や樹木等の持つ魅力を

生かし、景観を大切にした美しい町づくりについて。 

  本町は、今後におけるＳＤＧｓや脱炭素の推進を課題とし、先進的に取り組み、その

背景として、先には「ＳＤＧｓ未来都市」、「自治体ＳＤＧｓモデル事業」及び「脱炭

素先行地域」として選定されることにより、2030年度までにＳＤＧｓの目標の達成と脱

炭素に係る先行地域としての役割を進めることとしています。 

  このことにより、本町の課題の解消と住民の暮らしの質の向上を実現し、「持続可能

な開発目標」の対応と、「脱炭素」に向かう取組を見える化すべき体制の整備を図ると

ころです。 

  これらの取組を推進するためには、その取組の内容の具体的内容と今後の町財政状況
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を見据えることが必要であります。その上において、町民がしっかりこれらの取組内容

と方向性を理解しなければなりません。 

  一方、「人間・社会・地球環境の持続可能な発展」のためには、本町の5,000人の自

治体規模を意識し、今後を見据えた上で、我が町だからできる政策の独自性と地域特性

を見出した取組が必要です。 

  その一つとして、国立公園区域が多くを占める町として、町全体の森林等が持つＣＯ２

のゼロカーボンの機能と緑景観の維持と、その活用を見据えたまちづくりが必要です。 

  このことから、次について質問をいたします。 

  先に行った一般質問に対し回答された森林・樹木等の活用に係る現在の町の取組につ

いて。 

  １、ふるさと納税を活用したナイタイ高原道路における道路並木事業の状況について。 

  環境省が、国立公園計画に利用施設として指定した十勝三股園地を拠点としたひがし

大雪山地域の特性を生かすべき対応について。 

  ２、町有林等を地域活性化の場として、その活用を検討することについて。 

  町有林の管理を林産資源の生産部門として位置づけ、その部門に経済性を持たせるこ

とについて。 

  黒石平旧電源開発跡地（町有地）を木育体験等の教育の場としての活用について。 

  ウタリの森及び周辺森林帯、植物群の活用について。 

  ３、森林、並木、緑地を基本とした、町民が誇れる潤いのある景観による美しいまち

づくりについて。 

  高齢化などで、多くの方々が愛着を持って育てた庭木などの樹木が、余儀なく処分さ

れ始めています。これらを活用する対応として、町が場所の確保と管理を行い、「メモ

リアルの森」として整備することについて。 

  今日の気象変動による大雨や日照り、大風の発生は、農業経営における課題の一つと

なっております。 

  近年、耕作地における耕作防風林の減少が見受けられ、春先などに強風の影響が見受

けられます。今後における耕作防風林の在り方とその対応について。 

  商店街や国道、道道、町道に見られる並木は、それぞれ潤いがある景観を形成してい

ると思いますが、今後における商店街及び町道等の並木道の在り方について。 

  ２点目の課題であります。 

  町の適宜で迅速な情報の提供と積極的な広聴活動について。 

  最近、適宜な情報の提供がなされている他町村の事例を多く見る機会があります。そ
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れらの情報提供の迅速化と充実の要因は、行政や住民において、情報通信技術の環境整

備が整い始めたことです。 

  そのことにより、各自治体の担当部署等が、その自治体に関わる情報を適宜把握し、

適時に情報の提供を行っているものであり、住民においては、自治体の状況や対応が非

常に見やすくなっているところです。 

  本町においても、情報通信技術を活用した先進的な機能がありますが、適時に町から

町民に対する情報提供については、まだ不十分のような気がします。 

  特に今後においては、町が政策の中核として進める「ＳＤＧｓ、脱炭素」には、町民

の理解と協力体制により目標に向かい、進むものであり、町から都度の適時な情報提供

により協働して推進されるものです。 

  その意味で、町民と一体化して取り組むために、適宜な情報提供と積極的な広聴によ

る相互理解が不可欠なことは当然のことです。 

  このことについて、次により質問いたします。 

  １、高齢者等を意識し、片仮名やローマ字による難解な表記を、より分かりやすい表

記として提示することについて。 

  ２、町民との定期的な「懇談会・意見交換会」等の定着による情報提供の場と積極的

な広聴活動について 

  ３、通信情報技術等を活用したフェイスブック、ＬＩＮＥの活用による適宜な情報提

供について。 

  ４、緊急防災情報提供の未整備の完全解消と、迅速な防災情報を提供する「防災に係

る独自」の情報機能の整備について。 

  以上、質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中貢町長。 

○竹中 貢町長 ＳＤＧｓ・脱炭素を推進するため森林や樹木等の持つ魅力を生かし、景

観を大切にした美しい町づくりについて、江波戸議員のご質問にお答えいたします。 

  １点目の森林・樹木等の活用に係る現在の町の取組についてであります。 

  ナイタイ高原牧場道路の植樹につきましては、牧場における作業に支障を来すことの

懸念や、現状、広大な牧草地が一望できるスケールが最大の魅力となっていることから、

植樹によって視界を妨げる恐れがあります。観光客には、北海道を象徴する広々とした

景観を楽しんでもらいたいと考えていることから、ふるさと納税の活用につきましては、

検討を行っておりません。 

  なお、樹木は、脱炭素の観点からＣＯ２の吸収源として大きな役割を果たしており、
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森林の育成等に係る事業を推進するに当たっては、一般及び企業版ふるさと納税の活用

は有効と考えております。 

  次に、環境省が、国立公園計画に利用施設として指定した十勝三股園地を拠点とした

ひがし大雪山地域の特性を生かすべき対応についてであります。 

  ひがし大雪山地域の特性としては、石狩連邦、ニペソツ山、西クマネシリ山等に囲ま

れた十勝三股地区を中心とする巨大なカルデラに広がる雄大な樹海が、他に例を見ない

特色であることから、様々なところで評価されており、文化庁による日本遺産、日本森

林学会の林業遺産、シーニックバイウェイ北海道推進協議会の秀逸な道、ナショナルサ

イクルルート等に認定されているところであります。 

  また、本年３月の総務文教厚生常任委員会でも報告させていただいたとおり、景観の

維持とさらなる観光振興への寄与を期待し、「十勝三股の大樹海」として、地域の生態

系や歴史・文化の視点から、北海道遺産への登録申請中であり、現在、選定審査が行わ

れているところであります。 

  さらに、三国峠の松見大橋などの景観に人気が高まっている中、特に紅葉時期には、

歩道がないことから車道へ観光客が出てしまうなど、安全対策が課題となっております。

その対応につきましては、道路管理者である帯広開発建設部や林野庁、環境省など関係

機関と連携し、安全対策を進めてまいります。 

  ２点目の町有林等を地域の活性化の場として、その活用を検討することについてであ

ります。 

  町有林等を活用した地域の活性化の検討に当たっては、本町の森林の持つ価値や機能

を最大限に発揮することが重要であると考えております。 

  そこで、町有林が持つ機能を大きく３つに分けてみると、「木材生産機能」、「公益

的機能」、「教育的機能」で構成されるものと認識しており、それぞれの機能が相互に

絡み合うことにより、森林の価値は増大するものと考えております。 

  そのような中で、町有林の管理を林産資源の生産部門と位置づけ、単に経済性のみ、

例えば、植栽から下刈り、間伐等の立木販売までに要する費用と、立木販売額から算出

する「造林投資利回り」で評価してしまうと、一般的には、補助金がない場合はマイナ

ス、補助金がある場合でも非常に厳しい数値になると言われております。 

  一方で、造林の価値を「効用」の観点から評価した場合、経済的評価に加え、国土保

全や地球温暖化防止などの公益的機能を加味することができ、特にＣＯ２吸収源として

の森林の価値は、今後ますます高まるものと考えております。 

  また、森林環境教育や身近な森林を活用した木育活動は、ＳＤＧｓの考え方や地球環
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境問題への関心が高まる現在において、持続可能な社会の構築に向けた取組として、国

内外で重要な位置づけになっていることや、森林の持つ様々な機能を融合させることで、

本町の森林の持つ価値は、計り知れないものになると確信しております。 

  このような状況下、今後の施策の推進につきましては、第６期上士幌町総合計画に位

置づけているとおり、本町の豊かな森林資源を子や孫の世代に引き継げるよう、持続可

能な森林整備と利用を中核に据え、森林の持つ多面的機能や教育の場としての活用を進

めてまいります。 

  また、木育活動の実施につきましては、まずは、身近な町有林を利用した取組を検討

しております。 

  黒石平旧電源開発跡地につきましては、木育など、特化した計画は持ち合わせており

ませんが、今春、映画撮影でロケ候補地として現地調査が行われるなど、関心を寄せら

れた地域でもあります。それに合わせて、企業支援のドローンにより、12ヘクタールを

超える敷地の区画調査を実施していただきました。 

  今後も、大切な資源の一つとして、中長期の視点で検討すべきと考えております。 

  ウタリの森及び周辺森林帯・植物群につきましては、学校における総合的な学習の時

間や散策路を活用した町民の健康づくり運動を通して、森林・樹木等の魅力や美しい景

観を残すための学習機会の提供を計画しております。 

  ３点目の森林、並木、緑地を基本とした、町民が誇れる潤いのある景観による美しい

まちづくりについてであります。 

  引っ越しや建て替えなどのほか、様々な事情で愛着のある庭木を処分しなければなら

ないのは、大変つらく寂しい気持ちになると推察されます。 

  ご家族とともに成長し、家族の思い出がたくさん詰まった庭木ではありますが、樹木

の健全な状況での植え替えや維持管理の難しさなどから、「メモリアルの森」を町が整

備することについては、難しいと認識しております。 

  １つの方法としては、里親制度のような考え方の下で、困り事に対応している「まち

づくり会社」、または、町が庭木を整理したいと思っている方と受け入れてくれる方の

マッチングを行い、庭木の命をつなぐ方策の検討余地はあると考えております。 

  次に、耕地防風林の在り方についてであります。 

  耕地防風林につきましては、農地を守る観点から、農業者が自らの畑の縁に所有して

いるものがほとんどであります。耕作防風林の効果は、作物を風害から守り、圃場の地

温や水温を上昇させ、農作物の増収や品質向上に役立つほか、本町の美しい農村景観の

形成にも寄与していると認識しております。 
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  一方で、トラクターの自動操舵技術が進歩している現在において、耕地防風林の影響

でＧＰＳの精度が低下する。あるいは、農作業機械の大型化に伴い、枝葉が障害になる

など、農作業に支障を来しているという声も聞いております。 

  耕地防風林のメリット、デメリットは、農業者自身で判断するものでありますが、Ｓ

ＤＧｓの取組を推進している本町においては、緑の景観を向上させることや生物の多様

性を守る観点からも、耕地防風林の維持は重要であると認識しております。 

  このため、単に耕地防風林の効果、必要性をアピールするだけではなく、デメリット

を少しでも軽減する方策などの検討も進め、農業者の理解と協力を得ながら、本町の耕

地防風林の保全に努めてまいります。 

  次に、商店街や町道等の並木道の在り方についてであります。 

  道路における街路樹は、景観形成のほか、自動車と歩行者を分離することによる安全

性の確保、寒暖差の緩和やランドマーク機能による快適性の向上、大気・騒音からの影

響の軽減など様々な機能があり、状況に応じた整備がされているところであります。 

  これまでも、町内の複数の道路に植樹が行われているところであり、商店街につきま

しては、美しく潤いのある景観の形成を目指し、商店街近代化事業において、商店街の

皆さんや商工会、道路管理者である北海道と連携し、植樹が行われたところであります。

その植樹から約20年が経過し、枯れてしまった箇所もありましたが、令和２年には、北

海道の協力の下、商工会において捕植が行われ、景観の維持が図られていると認識して

おります。 

  一方、近年、樹形が大きくなり過ぎたものや根の成長により歩道上に不陸が生じてし

まうなど、交通安全や維持管理上の課題もあることから、引き続き、捕植や植え替えに

ついて関係機関と連携を図り、持続的な景観の維持に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

  また、町道や道道の街路樹につきましては、一定の景観形成が図られている一方で、

歩行者からは散在する木の実、農業者からは、農作業の支障になることや落ち葉の問題

など、あまり喜ばれていない状況もあります。 

  このような状況下において、新たに街路樹を整備していくことについては、場所や沿

線の方々の理解を得ることなど、慎重であるべきと考えております。 

  最後になりますが、昨年12月には、上士幌町ゼロカーボンシティ宣言もさせていただ

き、４月には、脱炭素先行地域にも選定されたところであります。 

  今後は、本町を起点とした「脱炭素ドミノ」を起こすべく、森林や樹木等の持つ魅力

を生かしつつ、産業や暮らし、交通など、あらゆる分野で本町の強みを生かした様々な
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施策を有機的に結合させ、脱炭素社会の実現に向けた取組を推進してまいりたいと考え

ております。 

  続いて、町の適宜で迅速な情報の提供と積極的な広聴活動についてであります。 

  １点目の高齢者等を意識し、片仮名やローマ字による難解な表記を、より分かりやす

い表記として提供することについてであります。 

  文書、資料、印刷物などの情報発信に当たっては、分かりやすく伝えることは、発信

者として留意すべきことでありますが、国際化や社会情勢の変化に伴う外国語の大量流

入、我々自身がつくり出す片仮名造語の増加など、いわゆる横文字を抜きにして表記す

ることが難しい現状にあります。 

  町の広報紙においては、できるだけ分かりやすい表記となるよう努めておりますが、

ｅスポーツやＶＲ（バーチャル・リアリティ、仮想現実）など、やむを得ず新しい言葉

を用いる際は、言葉の意味を分かりやすくするよう、説明を併記するなど工夫をしてお

ります。 

  また、本年３月に策定しました第６期上士幌町総合計画におきましては、片仮名やロ

ーマ字による分かりづらい単語には注釈をつけ、幅広い世代の理解が得られるよう、配

慮しながら編集したところであります。 

  今度とも、行政の情報発信においては、様々な世代の町民がいることを念頭に置き、

分かりやすい表現で発信できるよう努めてまいります。 

  ２点目の町民との定期的な「懇談会・意見交換会」等の定着による情報提供の場と積

極的な広聴活動についてであります。 

  住民への周知や意見要望の把握につきましては、関係団体との間で日常的に情報交換

を行うとともに、各地域においては、課題に応じた懇談会等を開催してきております。

また、大型事業等につきましては、講演会や町民説明会、ワークショップのほか、パブ

リックコメントによる意見募集等を行い、施策の情報提供に努め、皆様の意見を政策に

反映してきております。 

  さらに、情報提供の場として、平成15年からは出前講座を実施し、今年度も各領域に

76講座を用意したほか、メニュー以外の要望にも柔軟に対応しており、積極的に活用し

ていただきたいと考えております。 

  次に、積極的な広聴活動についてですが、常設の広聴窓口として広報紙の裏表紙で周

知しているとおり、「町長との対話」並びに「教育長との対話」を実施しているほか、

行政相談員による行政相談所も開設しております。 

  今後とも行政に対する相談、広聴の窓口として、出前講座や行政相談所など、周知を
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図ってまいります。 

  情報の提供や収集につきましては、デジタル化の進展やコミュニティーの変化でより

多様化していることから、それらに柔軟に対応し、住民と協働するまちづくりを進めて

まいります。 

  ３点目の通信情報技術等を活用したフェイスブック、ＬＩＮＥの活用による適宜な情

報提供についてであります。 

  近年、ツイッターやインスタグラムなど、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・

サービス）の普及は著しいものがあります。 

  本町では、公式ツイッター及びフェイスブックを運用しており、特に町公式ツイッタ

ーでは登録者数が6,500人を超え、自治体としては高い発信力を持っております。その

ため、バルーンフェスティバルなどのイベントや様々なお知らせの情報発信源として、

積極的に活用してまいります。 

  ４点目の緊急防災情報提供の未整備の完全解消と迅速な防災情報を提供する「防災に

係る独自」の情報機能の整備についてであります。 

  インフォカナルを活用した情報提供につきましては、より多くの方々に配信情報を見

てもらえるように、まずは、利用者の増加を目指した対策を実施してまいります。 

  インフォカナルは、個人のスマホやタブレットにアプリをインストールし、設定を行

うことで、配信情報を自動受信できる環境となります。しかし、これらの設定をご自身

で行うことが難しい方も多くおりますので、先月、「ｈａｒｅｔａ」に開設したスマホ

相談窓口の利用を促進するなどして、幅広い世代の方の利用を進めてまいります。 

  また、一例でありますが、町から毎週決まった曜日、時間に、週１回以上の定期配信

を行うことで、インフォカナルの定着化を図っていくことを検討しております。 

  次に、登録者が情報を確認しているかどうかの把握についてでありますが、機種の設

定によっては、新規受信時に、アプリを起動しなくても内容が画面に自動表示されるた

め、集計上は「既読」とならない情報が確認されているケースもあります。 

  また、スマホ等の機種変更などをした際に、古い登録情報にも配信されてしまうため、

「未達」が増えていく状況にあります。このため、古い登録情報については、契約上の

上限数を確認しながら適宜削除を実施していくこととしておりますが、まずは、総利用

者数を増やしていく施策が必要と考えており、利用促進の動機づけとなる普及活動を進

めてまいります。 

  また、情報機能の整備についてでありますが、町内で局地的に発生した断水や停電な

どの周知や獣害情報などを配信し、様々な災害から町民を守る情報機能として大変有益
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であると考えております。 

  今後も、必要な方に必要な情報が届くよう配慮するとともに、情報内容が察知しやす

い文章にするなどの工夫を行いながら、的確かつ迅速な情報提供に努めてまいります。 

  以上でございます。 

○議長（杉山幸昭議長） ここで15分間休憩といたします。 

  再開は５分後の予鈴をもってお知らせいたします。 

（午前１１時０８分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午前１１時２０分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸 明議員） 2030、2050に向けた持続可能な取組目標として、先ほどＳＤ

Ｇｓなり、ゼロカーボンなり、新たな食料システムの課題など、たくさんの課題が本町

にはあるのかなと思いますし、その先行として、まちづくりをしていきたいという部分

で回答があったと思います。 

  非常に、親切丁寧にたくさん回答いただきましたので、それについては全部割愛させ

ていただきたいと思いますけれども、今年度のゼロカーボンの先行地域への取組として

の計画、申請内容、非常に早急な対応の中で提案していただいたり、そして、申請を受

けて選定になったのかなと思っています。 

  特に、その中でもちょっと気になった部分については、今回、民生部門の業務、その

他の取組がある程度優先されていました。また、重要な民生・家庭部門、これはまだま

だ形が見えていないなというふうに思っております。 

  今後、町民とこれらの協働を進めるために、先ほども質問にありましたように、丁寧

な説明とか、地域でのいろんな町民との意見交換とか、そんなことが必要ではないかと

思います。 

  そんな意味で、この町の特性であります森林や樹木、これを生かした景観も含めて、

まちづくりの機能について改めて質問をしたいと思います。 

  まず、本町の部分で、人工的につくられた緑、高原、緑の一つは、ナイタイ高原かな

と思いますし、自然については、十勝三股の大自然かなと認識しております。 

  この段階で、ふるさと納税という部分で、あえて前に質問したんですけれども、これ

からふるさと納税についても、かなりいろんな多様で、本町の特色を持ったふるさとづ
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くりの返礼品といいますか、そういう部分が必要になってくると思います。 

  一方では、ふるさと納税してくれた方については、本町とどうつながりを持つかとか、

そういう意味で、何らかのメモリアル的な部分を含めて、継続して本町のことをなかな

か忘れないとか、長く記憶に残すとか、そういう物語づくりのふるさと返礼ということ

も、僕はこれから必要ではないかなと思います。 

  そんな意味では、今後のふるさと納税についても、ナイタイ高原の緑化は別にしまし

ても、並木に自分たちが参加したとか、植林に参加したとか、そういう部分は非常に大

切なまちづくりと、それから納税者とのうまくしたリンクと、記憶に残って、次々と年

代を超えながらでもそのつながりは残るのかなと、そういうふうに思ってこの部分につ

いて確認させていただきました。 

  ただ、先ほどナイタイ高原牧場については1,700ヘクタール、うち当町の部分では

1,200ヘクタールを草地化していますけれども、おおむね700ヘクタールについては森林

であります。 

  それで、本町で一番災害の多いのがナイタイ高原牧場です。ということは、やっぱり

雨の影響、急勾配とかあります。そういう意味では、緑地をきちっと整備しながら、そ

の一つとして並木も必要ではないかと思いますし、観光客に対して対応するとしたら、

僕は今道路、計画から約20年ぐらいたちますから、そういう道路の在り方についての、

支障木とかそういう部分についてしっかり対応していくと。 

  僕は、機械とかそういう部分については、ほとんど並木については影響ないと思って

いますけれども、少しでもナイタイ高原牧場の浸食防止のために植林、その一つのシン

ボルとして並木もあってもいいのかなと思っています。 

  そんなことを含めて、ふるさと納税含めて、これからの在り方について、また町とし

て十分検討していただければと思います。 

  併せまして、国立公園のうちの町の広さ、これらについての一つ象徴的な部分は、さ

きに北海道遺産として登録申請しています三股盆地のカルデラ含めて、あの在り方とい

うふうに認識していますけれども、僕は、ずっと北十勝の端の大雪山に入った中でのこ

の景観という部分と財産、これは非常に大事なものだと思っています。 

  ただ、その拠点がなかなか、僕は三股にあってもいいのかなと思っています。三股は、

かねて前に、環境省の集団施設地区として整備計画がありました。残念ながら、その整

備計画については挫折しましたけれども、最終的には自然館という形で一つは残ったの

かなと思いますけれども、まだ、あそこは、十勝三股地区の環境省の所有地については

園地という形で残っていますので、ぜひこの園地計画の中に拠点づくりもあってもいい
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かなと。大げさなものでなくても、三股、それから大雪山の歴史、それから、特に木に

係る衰退等含めて変移、こんなことがあそこの中にあってもいいのかと思っていますし、

幸い、幌加の除雪センターに一部、展示場ありますけれども、今は使われていません。 

  ああいうことも並行しながら、本町の森林のすごさといいますか、景観のすごさとい

いますか、十勝、併せて自然館と連携を含めて、そういう部分も整備する必要があるか

というふうに認識しております。 

  そんなことで、１点目については、ふるさと納税の関係と十勝三股の拠点づくり、こ

れについて、町の考え方について再度確認したいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中貢町長。 

○竹中 貢町長 ふるさと納税は、本町、先駆けて取り組んできておりまして、今も一定

の応援をしていただいていると。町の財源にとっても極めて大きな意味を持っていて、

今日の町の活性化にも、非常に寄与していただいているということであります。 

  様々な工夫を重ねて、返礼品なんかもさせていただいておりますけれども、ふるさと

納税と森林、いわゆる上士幌町に、より関心を持ってもらうという意味での一つの提案

だと、そんなふうに思います。 

  具体的に、じゃ、どんなふうにしてやるのかという、それは決して否定するものでは

ないと、そんなふうに思います。 

  それを有効な形で、実効性のある形でどんな形でできるんだろうかなと、こういった

ところについては、より、またいろいろと様々な意見、議員がそういった提案をしてい

ただけるということであればその背景、そういったところ、どんなところで、どんなふ

うにして実際動けるのかなというのは、十分意見交換でもさせていただければなと、そ

んなふうに思います。 

  ただ、ナイタイのほうの森林については、お話しされたように、大雨になったときに

は草地の流出だとか、そういった被害も起きているということも現実でございます。 

  そこで、これまでもバルーンスタンプ会の中で、ボランティア活動として森林関係者、

それから町民の参加を募って、町でも一定の支援をさせていただいてきたところでもあ

りますけれども、植樹をしてきていたという事実はございます。 

  コロナの関係で、実は今年度も中止にせざるを得ないということでありますけれども、

牧場のそういった緑地帯の維持という視点からも、そのような植樹については、関係者

の協力も得ながらしていくことは必要だろうなと、そんなふうに思います。 

  そんなときに、ふるさと納税をそのたびにしていただいて、そこに場合によっては来

ていただくという、そういった提案の一つになる可能性あるかなと、そんなふうに思い
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ますが、この辺については検討させていただきたいと思います。 

  ただ、植樹はふるさと納税というだけではなくて、今、シェアオフィスだとか企業型

滞在のそういったオフィスもあって、関係人口のそういった事業も取り組んでいるとこ

ろでもございますので、こういった方々にも、上士幌町に来た思い出づくりだとか、縁

をつないでいくといった意味で、協力を得られるものであれば一定の場所を提供して、

この後も関係をつないでいくというような取組なんかも、可能性としては考えられるこ

との一つだなと、そんなふうに今印象として感じたところでございます。 

  それから、国立公園の大雪山の三股を中心にした利活用については、あの自然であり

ますから、自然を生かして、それを評価していただく、観光として見ていただくという

のが、最も基本的なスタイルだろうと、そんなふうに思います。 

  三股の拠点づくりについても、一定の計画で進んできたという背景がありますけれど

も、なかなか構造物を造るといったことについては、相当やっぱりいろんな人方の意見

の中では、慎重にすべきだというような意見があって、今お話しされたように、糠平の

ほうに、ビジターセンターと博物館と共存するような形での機能を持つことができたと

いうことでございます。 

  今も残っているのが、鉄道跡の廃屋になっていますけれども、それについてもいろい

ろと意見が出てきておりますけれども、なかなかこれまでの関係者、観光関係者等々の

協議の中では、それを整備保存して残していくと、そこまではいかがなものかなという

ような、こういった見解がなされてきたというのが現実でございます。 

  議員も関わってきた宝さがしの会、そういったところにも関心を持たれたというふう

に思っておりますし、環境省に対しても、そういう要望調査等の話もされているという

ことであります。 

  町が独自に、あそこに積極的に町の財源を投資してやるにはちょっと荷が重すぎるな

と、こんなふうに考えております。 

  環境省としても、今、北海道遺産なり、あるいは、ナショナルサイクルルートの中の

一つになるだとか、そういったいろんなところでの評価が高まってきておりますから、

その一連の中でさらに付加価値を高めるという意味で、整備についても必要に応じて、

その動向について、あるいは地域の理解を得てできるものであれば、何とか整備のほう

もいかがなものかと、このようなお話はこれからもさせていただきたいなと、そう考え

ています。 

○議長（杉山幸昭議長） ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸 明議員） 町長からあったように、ふるさと納税、これからきっと、僕
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はかなり変容していくのかなと。 

  我々についても、望みについてはその活用。我々については、ふるさと納税の恩をど

ういうふうに活用していくかとか、そういうまちづくりに変化しながら、地域の活性化

なり、地域の在り方なりに結びつくような方向性も出てくるのが、これからのふるさと

納税になるんじゃないかなと認識しています。 

  そんな意味では、１つは、この地域産業にどう絡まっていくか。その一つが、ゼロカ

ーボンに向けた森林なり樹木、これをいかしたまちづくり。結果的に美しいまちづくり

ということにつながっていくかというふうに認識していますので、こういう一つの例と

して、地元とどういうふうに結びついたふるさと納税がいいのか、一つの考え方の中で、

皆さん方で、町民こぞって、こういうことで披露していただければありがたいかと思い

ます。 

  今、町長、三股の関係ですけれども、林鉄の修理工場跡、これについては、もう、き

っとあの状況では、時を逸しているなと思います。 

  ただ、園地の中に、１つはあそこの園地の散歩、それから沿道を含めて、それから、

あそこにはちょっとした簡単なインフォメーションの施設といいますか、そういう部分

があれば、僕はいいなというふうに思っています。それで、やはり自然館とつながって

いく。先ほど、どうでもいいような話で、松見大橋の景観という部分ありますけれども、

１つは人工的な景観もあの中にあるのが松見大橋かなと思っています。 

  そんなことを含めて何らかの形の歴史を、三股の森林に囲まれた時代から、１回伐採

した後、それから、また町も、地域も、国も含めて、それを再生し始まったという、そ

んな歴史もこれからあるんではないかと認識していますから、そんな形で、何らかの形

のインフォメーションの場所。そんな大げさじゃなくてもいいんですけれども、そうい

うことが僕は必要になってくる時期かというふうに認識しております。 

  次に、対応の仕方として、町有林の管理であります。 

  先ほど、ナイタイにもかなり町有林が、逆に言えば1,700ですから、かなりの大きな

町有林が、700ヘクタールぐらいあるというぐらいの、うちの町の状況だと思いますけ

れども、非常に大きな町有林を持っております、本町は。 

  これは、もう一つは森林環境譲与税から森林環境税に変わってくる。これから国民が

2024年からは１人納税者としては1,000円ずつの、そういう負担がかかってくるという

時代であります。 

  それをどういうふうに使うかという部分を、そろそろ考えていく時代になるかと思い

ますので、今ちょうどウッドショックという部分があって、やっぱり木材、原木の需要
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の在り方について、非常に今、問われていますし、国内の需要もいろんな意味で高騰し

てきています。 

  ですから、そんなことを含めて、本当にしっかり投資することで残る財産としては、

僕は、一つは町有林だというふうに認識しています。必ず毎年植えることによって、町

有林は必ず育ってきますから、そういう部分と、それからゼロカーボンの追い風。こん

なことを含めて、森林の持続的な活用が必要になってくると思います。 

  そういう部分で今足りないのは林業現場の人材の確保、これが非常に今足りなくなっ

ています。それと、今、町のほうで定時にいるというわけではありませんけれども、グ

リーン専門人材の部分とか、やっぱり専門的な人材の活用。 

  それから、もう一つは、町長もかなり注目している町だと思いますけれども、下川町

の循環性のあるまちづくり。これは森林を活用した循環性であります。本町も全てでは

ありませんけれども、一つ大きな町有林なり民有林、それから国有地を含めてそういう

活用の仕方。本当にそういう意味で、木材資源をどう使うか、そんなことを含めて、対

応していく時代に入っているかと思います。 

  そういう意味で、地域の森林の特性をどう対応していきながら、どう人材確保してい

って林業基盤を確保していくか。ここについて含めて対応していくことについて、ぜひ

町長の答弁をいただきたいと思いますし、もう一つは、黒石平の12ヘクタールについて、

電発の50周年記念の段階で、非常に格安で、町としては取得したと思いますけれども、

なかなかそれをうまく活用できていない。 

  先ほどは、手がかり少しずつつくったかなと思いますけれども、国道に面してあれだ

けの平地で、本当に今まで活用できなかったという部分もあったかと思いますけれども、

非常にいろんな意味で知恵を出してくれれば、企業絡みも含めてとか、町外も含めてと

か、全国的な協力を得ながら、何らかの形で、本町に一つの木を生かした、木育とは言

いませんけれども、そういう事業体の一つのキャパになったり、ひょっとしたら、ああ

いうところに住みたいとか、そういうこともあり得る場所じゃないかと認識します。 

  国有地の中で、ああいう場所というのは、なかなかあるわけではありませんので、こ

の辺の対応について本当に必要ではないかと思いますし、糠平には自然ガイドセンター

ありますけれども、今後は、ウッドフォレストとか、そういうことに関わるガイド事業

もこれから出てくるのかなというふうに認識しておりますので、そういうことを含めて

対応させていただけると思います。 

  また、ウタリの森の部分でありますが、今、イオルの一つの拠点として整備されてき

ていますけれども、やはりアイヌ文化、先人のアイヌの皆さん方が住んだ生活様式、こ



－30－ 

れはかなり、これからのゼロカーボンに向けたヒントになったり、ＳＤＧｓの在り方の

ヒントになったり、そういう部分はあるかと思いますので、この点についても、町とし

ては、そういうことを引き出しから出して対応するような時代かと思いますので、この

点について、町長のほうの考え方について確認させてください。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中貢町長。 

○竹中 貢町長 たくさん質問事項がございました。 

  一つには、林業の振興、脱炭素の視点からも非常に大切であるというお話だったと、

そのように思っております。 

  今回の脱炭素で、一つ大きくは、創エネ、再エネ、エネルギーをつくるということで

のゼロカーボン化と、それからもう一つには、ＣＯ２を吸収するという視点でのカーボ

ンニュートラル化と、この２つがありますが、この森林については、完全に吸収源とし

て、もう非常に大きな役割を果たすということです。将来にわたっては、いわゆる排出

するＣＯ２を森林とそれから海の資源と、こういったところでゼロにするということで

あります。 

  そういった意味でお話あったように、今までより以上に森林の持つ役割、脱炭素にお

けるその役割というのは大きくなるということですから、それをいかに活発に吸収でき

る、そういう仕事を森林にしてもらうかということになると、やっぱり適切に森林の管

理をすると。いわゆる施業、それから育林、全部含めて、的確な体系が必要になってく

るというふうに思っています。 

  答弁書にも書かせていただいたとおり、植林から、そして成長までの過程の様々な作

業、そして、伐採して材になるということでありますけれども、現状ではマイナスにな

るということですから、そこのところをしっかりと公的な支援。それが、環境譲与税が

使える一つ大きなメリットだろうと、そんなふうに思っておりまして、今までより以上

に循環、いわゆる植えることから、そして、木を切って材にするまでのことと、それか

らもう一つは、それを、資源を町として積極的に活用するということも大事になってく

るということです。 

  育てて、そして吸収して、そしてそれを燃やしたんでは、これはゼロにはなりますけ

れどもゼロ以上ではないと。それをいかに長く使うかということでマイナスの効果をも

たらせていこうと。そういった視点で、本町に与えられた先行地域としての積極的な取

組になってくるだろうと思います。 

  そういった意味では、材料高くなりますけれども、公共施設等の整備の際には、今ま

で以上に木材を使うということが、これから必要になってくるというふうに思います。 
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  北海道の、世界からの木の入り方が悪いということですけれども、道内における道内

産の使用料というのは、まだまだ少なくて20％程度だと、そんなふうに言われておりま

す。 

  カラマツも、いろんな技術的な進歩で、非常に耐用性も高くなってきているというこ

とですから、その辺のことも含めて、今まで以上に森林の造材から造林、そして、製材

からいろんな活用も含めて、この町としては活用していく必要があるだろうというふう

に思っております。 

  また、イオルの関係であります。 

  かねてから、あそこではマレック漁だとか伝統的なアイヌ文化の行事をしてきており

ましたけれども、残念ながら後継者が亡くなられたり、あるいはなかなか育つ方がいな

くて、その辺は非常に停滞しているというのが非常に残念なことであります。 

  イオル関係については、教育委員会が所管しておりますけれども、やっぱりこれにつ

いては、どうしても人材の不足といいますか、専門性を持った人材がなかなか大変だと

いう状況にございます。 

  そんな中で、いわゆる東泉園のあの近くは、一応イオルの空間として、町として管理

をしていくという状況になっておりますけれども、この積極的な利活用もできれば望ま

しいわけでありますけれども、教育的な視点から、まずそれをしっかり残していくとい

うようなことに、現状ではそういった対応が必要になってくるのかなと、そんなふうに

思います。 

  大きな視点で、いわゆる戦略的に考えて観光ということも考えると、非常に大切な資

源であるということはおっしゃるとおりでありますけれども、それにはかなり大きな体

制の整理なり、戦略的に取り組んでいくという、そういう環境が背景になってこなけれ

ばならないというふうに思っております。 

  現状、そういったところまで手が届いていないということでありますけれども、観光

の資源としても非常に大切でありますし、観光の、いわゆる教育観光だとかそういう視

点からも、アイヌのそういった歴史・文化については、非常に教材になり得るという魅

力は感じているところでもございます。 

  ほかに、林業の関係の人材のところですが、林業にかかわらず今農業でも、それから

観光、温泉といいますか旅館業でも、人手不足というのが非常に大変だと、そのように

聞いております。 

  日本の人口構造からいって、労働人口は、さらに減少していくということが想定され

ますので、そういった意味では、いかに外国人を受け入れることも積極的に進めていく
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かだとか、しなければ事業の縮小にならざるを得ないという現状にありますので、これ

については、関係機関、林業関係者のみならず、いろんなところからの声も聞いており

ますので、新たな手立て、町が支援できるような手立てがあれば支援をして、人材の確

保に努めていきたいというふうに思っております。 

  まだまだ町が厳しい状況にあります。そういった中でも、独自にまちづくり会社の中

でもマッチングのシステムもございますから、そのようなところも積極的に情報の発信

をしながら、今できることを精いっぱい取り組んでいきたいと、そのように考えており

ます。 

○議長（杉山幸昭議長） ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸 明議員） 今の町長のを含めて、木材、森林の活用、これ、吸収するば

かりでなくて、それを活用することによって、いわゆる化石エネルギー、これを減少で

きたり、余熱利用なり、いろんな意味でプラスになるというのを僕は認識しているとこ

ろであります。 

  昨年、本町、すばらしい事業の一つとしては蜜源の森づくり。こういうすごい、本町

のこういう蜜源の森づくりをすることによって、そういう業者等については、非常に魅

力ある町になってきたり、それから、カーボン・オフセット・クレジット含めて、また

木材の認証制度、ＦＳＣとかそういう制度がありますから、そういう取組によって、本

町の木材の質の向上なり森の魅力化とかそういうことが、これから長い年度をかけても

いいかと思いますけれども、そこにゼロカーボンの予算があれば、僕は、地道に使って

いくことが必要じゃないかなと認識しますし、今回の計画にあまり具体にありませんけ

れども、きっとどこかにそういう認識はあったと思いますから、ぜひそういう形の森づ

くりをお願いできればなというふうに認識しているところであります。 

  先ほど町民の、これから本当に庭木がどんどん切られていったりという部分は、それ

をどうやってメモリアル化するというのは、僕自身も非常に難しいなと思っています。 

  お墓についても、先般、共同墓の話も出てきたり、何らかの形で非常に今までの環境

と違った形で、次世代につながっていかなきゃならないなと思いますけれども、いろん

な課題についてクリアしながら、町民が一つの森をつくっていくという一つのヒントも

含めて、行政なり、町民の中で考えていく必要もあるかと思いますし、本町、いろんな

意味で土地の利活用についても、これから利用計画も含めてあるかと思いますから、そ

の中に町民の森とかそういう意識。 

  それから、公園計画もこれから出てきますから、そういう中での森林・樹木の活用の

公園とかそういういろんな多様な部分で、この課題は本町の核心、まちづくりに関わっ



－33－ 

てくるかというふうに認識しております。 

  まして今、耕地防風林です、非常になくなってきて、春先の風とかそういう部分につ

いても、非常に危惧するところであります。ただ、やはり科学的な部分の状況を使った、

ＧＰＳを含めて、そういう作業域の多様化とか大型化とか、それからこれは個人の問題

ですから、それを判断するという部分で、非常に個人も悩むかと思います。 

  町として、そういうＳＤＧｓ、それからゼロカーボンに絡んで、何らかの支援もある

ことによって、いろんな意味で協力できる部分は協力してもらえるんじゃないかという

認識しております。 

  そんなことで、このことについて、また町長の考え方等を含めてぜひお願いしたいと

思います。 

  最後に、２点目の大きな問題についての部分は、こういうことを進めるためには、少

しでも町の情報とか懇談とか、そういう提供とか、そういう部分をぜひしていただきた

い。 

  そうでないと、ＳＤＧｓもゼロカーボンも、絵に描いた餅とは言いませんけれども、

実のある、中身までおいしかったよという実感があるような形であるとしたら、やっぱ

り民生・家庭部門、町民部門をどう生かしていくか、これがきっとこのまちづくりの、

僕は先行的な在り方だというふうに認識しております。 

  施設部分の民生施設、その他部分だけを進めるんじゃなくて、エネルギーだけを対応

するんじゃなくて、なるべく本町に来たお金は外に漏らさない形で、町民にどう循環で

きるかという形も含めて考えていくのがこのＳＤＧｓであって、ゼロカーボンの、僕は、

将来の、近未来の在り方だというふうに認識しています。 

  時間的に最後になる質問かと思いますけれども、これについて、総体を含めて町長の

考え方をお伺いしたいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中貢町長。 

○竹中 貢町長 今、脱炭素では、どちらかというと再エネルギーをつくると、ゼロカー

ボンのエネルギーをどうつくるかというところが、大体中心になっているように見えま

す。 

  しかし、対局として、二酸化炭素をいかに片方では吸収するかと、省エネと併せて、

そのことが非常に大切だというふうに思っております。本町の現状でも、5,000人町民

の、１年間で100年間の二酸化炭素を吸収してくれるという、すばらしい資源がそこに

あるということであります。 

  こういった資源に対しては、多分、今、企業のほうも脱炭素に取り組まざるを得ない、
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そうでなければ社会的な評価を得られないと、企業価値という評価を得られないという

状況になってきて、森林なんかについても関心を持ってきている一つだと、そんなふう

に思っております。 

  それをさらに活発な森林資源にするためには、せっかく上士幌が採択されたゼロカー

ボンということと森林資源がたくさんがあるということを、これらを発信しながら、い

ろんな方々からの力を借りながら、さらにそれをより発展させていくような、このよう

な可能性というのは十分本町には持ち合わせていると、そんなふうに思っております。 

  そのように森林に対して、あるいは木材に対しては、これまで以上にしっかりと施策

として対応していきたいと、このように思っております。 

  耕地防風林も時代とともに、やっぱりなかなか難しくなってきているということであ

ります。これまでも枝払いなんかでも、いろいろと町の防風林等についてはさせていた

だいたりしておりますけれども、非常に難しいことです。 

  経営という視点と、それから残してもらいたいという両方が、メリット、デメリット

があるものでありますので、その辺については、所有者の理解をもらわなければならな

いということがありますので、一緒になって、この価値と、それからその意味と、そし

て、できるだけ支障のないような枝払いだとか、そのようなことでの協力の仕方だとか、

いろいろあるだろうというふうに思っていますから、それは引き続き大切なことだなと、

そんなふうに思います。 

  例年５月になると、大きな風で農地がかなり傷んだり、あるいは、植えたばっかりの

ビートが傷んだりするという状況がありますから、やっぱり一定のそういう風よけとい

うのも、そういう視点からも経営的にも本当は必要なんだろうな、そんなふうに思って

おります。 

  それから、脱炭素、そして民生部門のゼロのことも含めて、この進捗が、この町の大

きな将来をつくっていくというお話だったというふうに思いますが、全くそのとおりだ

と、そんなふうに思っております。 

  ここに、この町に、いろいろ困難はありますけれども、町民もこぞってゼロカーボン

に参加をして、カーボンニュートラルをいち早くここで達成する。そして、そこに喜び

を感じてもらう、この町に誇りを持ってもらうと。こういう町になったとすれば、これ

は本当にこの町が大きくすばらしいものになって、後世にしっかり引き継いでいくと。

さらには人口減少だとか、あるいは少子高齢化で厳しい社会ではありますけれども、そ

れらについても一定の評価を得て、多分、持続可能性はあるというふうに思っています。 

  この認定式のときに、山口環境大臣が談話の中で話をしておりました。脱炭素を制す
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る者は未来を制するというような話をされておりました。まさにそのとおりだと、その

ように思っています。 

  そういう今チャンスを、私たちは与えられたということでありますので、今お話あっ

たように、行政はもちろん、それから議会、それから町民、いろんな団体も含めて、い

わゆる環境のすばらしいまち。これについては誰も異存のないところだろうと、そんな

ふうに思っております。 

  それが、経済、そして環境社会、こういった好循環を生み出していくモデルをつくれ

れば、本当にみんなで喜びを分かち合うことができるのではないかと、こんなふうに考

えておりますので、今後ともどうぞ積極的にご支援なり、協力のほうをお願いしたいな

と、そんなふうに思います。ありがとうございます。 

○議長（杉山幸昭議長） 以上で、８番、江波戸明議員の一般質問を終わります。 

  ここで休憩といたします。 

  再開は午後１時といたします。 

（午前１１時５６分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後 １時００分） 

 ────────────────────────────────────── 

◇ 早 坂 清 光 議員 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、５番、早坂清光議員。 

○５番（早坂清光議員） 一般質問させていただきます。 

  地方公務員法の改正に基づく定年年齢引上げに向けた本町の対応及び新規採用職員に

ついて。 

  昨年、国家公務員法等の改正法により国家公務員の定年が令和５年度から令和13年度

にかけて段階的に65歳まで引き上げられることになりました。これを受けて地方公務員

法も一部改正がなされ、地方公務員の定年も国家公務員の定年を基準として、各地方公

共団体（自治体）において条例で定めるものとされました。 

  本町においても条例案の整備に向けた検討が進められていることと思いますが、基本

的な考え方や関係、関連する以下事項について質問いたします。 

  １、条例案の整備に向けた進捗状況及び条例案の議会提案の予定についてお聞きしま

す。 

  ２としまして、労働条件（給与・諸手当等）や働きやすい職場環境に配慮した対応が
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求められると思いますが、どのようにお考えかお聞きします。 

  ３番目、国の地方公務員定年引上げの資料では、管理監督職勤務上限年齢制というこ

とが言われていますが、本町の場合、課長職等の管理職は60歳までとなるのかお聞きし

ます。 

  ４番目、この間、60歳は人生の一区切りという方も多いと思います。60歳を過ぎてか

らの働き方については、個々の考え方によって選択できる柔軟な制度であるべきと思い

ますが、条例に反映されるかお聞きします。 

  ５、定年年齢引上げに伴い新規職員の採用はどのように考えていくのかお聞きします。 

  以上です。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中貢町長。 

○竹中 貢町長 地方公務員法の改正に基づく定年年齢引上げに向けた本町の対応及び新

規採用職員について、早坂議員のご質問にお答えいたします。 

  今回の地方公務員法の改正による定年延長制度の導入につきましては、令和５年度か

ら現行の60歳定年を65歳まで段階的に引き上げるもので、この制度の趣旨は、少子高齢

化が進展し若年労働力人口が減少する中、60歳を超える職員を雇用することによって、

これまで培った知識や能力を活用し、多様化する行政課題に対応し行政サービスを維持

していくというものであります。また、定年延長により年金受給年齢と一致させること

で、職員の年金受給までの雇用を確保することにもつながるものであります。 

  １点目の条例案の整備に向けた進捗状況及び条例案の議会提案予定でありますが、令

和３年度から関係例規の洗い出しを行い、現在は国の制度を基に９月定例会への提案に

向け、条例等の改正事項や運用方針について確認作業を進めているところであります。 

  ２点目の労働条件や働きやすい職場環境の対応についてであります。 

  給与につきましては、対象職員の60歳前の給料月額の７割水準となるよう検討してい

るほか、諸手当についても国の制度に準じていくことになると考えております。 

  また、働きやすい職場環境につきましては、60歳を過ぎた職員がこれまで培った知識

や経験をしっかりと生かせる職場に配置するとともに、若手・中堅職員の昇進機会を確

保し、組織全体の活力を維持するため、新たな役職等を検討してまいります。 

  ３点目の管理監督職の上限年齢制でありますが、管理監督職が現在のまま在職するこ

とは、若手・中堅職員の昇進機会の減少へもつながることから、組織の新陳代謝を確保

するため国の制度と同様に、原則60歳で非管理監督職に異動することを検討しておりま

す。 

  ４点目の60歳を過ぎてからの働き方についてでありますが、議員ご指摘のとおり、60
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歳は人生の一区切りという認識が一般的であり、近年においては健康上や人生設計上で

の理由等により多様な働き方を可能とすることへのニーズが高まっていると考えており

ます。このため、60歳を過ぎた職員については、これまでの知識や経験を生かしたフル

タイム勤務もしくは定年前再任用短時間勤務職員として、個々のライフスタイルに合わ

せた働き方を選択できる制度づくりを検討しているところであります。 

  ５点目の定年年齢引上げに伴う新規職員の採用についてでありますが、既に再任用制

度を導入し年金受給年齢まで勤務ができる環境となっていることから、本人が60歳で退

職を希望しなければ、実質退職年齢の引上げが実施されている状況にあります。このた

め、再任用制度や定年延長導入に合わせ、職員の新規採用については慎重に進めなけれ

ばならないと考えておりますが、これまで同様、円滑な行政運営の実現に向けて適正な

人事管理を検討しながら、新規職員の採用を進めてまいります。 

  以上でございます。 

○議長（杉山幸昭議長） ５番、早坂清光議員。 

○５番（早坂清光議員） 私は、今回役場職員の定年が65歳まで延長になっていくという

ことに関連して一般質問をいたしました。９月の議会に条例案が正式に提案されるとい

うことですので、詳細はその段階にしたいと思いますが、この段階での基本的な考え方

等について質問をしたいというふうに思います。 

  ２点目の労働条件については、国から示された一定のルール、考え方に基づいて対応

するということの答弁をいただいたのだというふうに思います。さきの会計年度任用職

員制度では、全国の自治体の中には賃金などの改善がされなかった自治体もあるようで

すけれども、本町は制度の趣旨を踏まえた対応で、当時の要綱職員、パートさん等の労

働条件の改善が図られたというふうに思っております。今回の定年制の延長に関わって

も、職員が意欲を持って働いていただけるよう、誠意を持った対応をお願いしておきた

いと思います。 

  それでは、働きやすい職場環境づくりということで再度質問いたします。 

  ２点目の答弁の中で新たな役職等を検討というふうにありますけれども、現段階でど

のような役職等のイメージをされているか、この段階で答弁ができましたらお願いいた

します。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 まだ具体的に議論の対象にはなっておりません。これからするというこ

とになりますけれども、多分、前例としては、民間もそのような例にならって役職定年

みたいな形を取っていますから、名前はいろいろあると思いますけれども、基本的には
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今までのキャリアを生かし、そしてまた十分仕事にも意欲を持ってできる、あるいは職

場環境の中でもチームの一員としてそこに関わっていけるような、そのような印象とい

いますか、名前はともかくとして、そういう立ち回りで頑張っていただきたいなと、そ

う思います。 

○議長（杉山幸昭議長） ５番、早坂清光議員。 

○５番（早坂清光議員） 働きやすい職場環境につきましては、定年延長になる方だけで

なく全職員に関わる課題であります。今日的な職場状況では、体調を壊されて職場を離

れている職員も何人かいらっしゃるというふうに聞いております。 

  あるメンタルヘルスの専門家の方はこうおっしゃっています。これからの職場のメン

タルヘルスは、疾病対策よりもメンバー、グループと職場の幸せを追求することである

としまして、５つの法則を挙げられています。それは、仕事の負荷がいいあんばいであ

ること、自由度が高いこと、仕事の充実感が高いこと、認め合う文化があること、チー

ムワークがよいことというふうに言われております。業務の質、量がともに増し、人員

も限られる町役場の職場状況で、風通しのよい状況にあるとは言い難いというふうに私

は感じておりますが、どのような認識をお持ちかお聞きいたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 今５つの健康的な仕事をするための専門的な方からの知見が述べられま

した。全くそのとおりだと、そのように思っております。働き方改革、職場の中は、み

んなお互いに顔が見えて、それほど客観的に見て負荷がかかっているだとか、あるいは

チームワークが乱れて上意下達みたいな形で一方的な指示命令関係、そのようなことで

もないと。総体的に見ると、環境としては適した環境ではないのかなというふうに思い

ます。もし課題があるとすれば、直接その辺のお話なんかもお聞きしたいな、そんなふ

うに思います。 

  仕事の過重のところでは、一つの客観的なバロメーターとしては超過勤務時間のこと

だとかありますし、それから、それにも代え難いところでは仕事に対するやりがいの問

題、こういったことも、それは時間を超えて仕事をしても、しっかりそれが自分にとっ

てやりがいがあるとすれば特に精神的な負荷がかかっていかない、このようなこともこ

の中に述べられているんだろうなと、そんなふうに思います。 

  こういった幾つかの条件を職場の中でも労働管理の中でお互いに理事者あるいは組合

なども協議する場がありますから、このようなことが適正になされているのかどうかと

いうのは点検していって、でなければそれらを改善するような手だてというのは必要だ

ろうと、そんなふうに思いますけれども、常にいい環境で仕事ができる、それがいい仕
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事につながっていくというふうに考えますので、十分これからも配慮してまいりたいと、

そのように思います。 

○議長（杉山幸昭議長） ５番、早坂清光議員。 

○５番（早坂清光議員） 個別の事案までに私触れるつもりはございませんので、今の質

問はこれで終わらさせていただきますけれども。 

  次に、新規採用職員の考え方について再度質問いたします。 

  この４月の職員の配置表を見ますと、消防それから北十勝２町を除いてのことですけ

れども、正規職員ですけれども、課長職が13人、主幹職が15人、主査職が38人、担当ス

タッフが59人、再任用で働いていらっしゃる方が８人ということで、計133人というこ

とになっています。担当スタッフの中には認定こども園の先生だとか保健福祉課の保健

師さん、栄養士さん等がおりますので約半数は専門職の方だというふうに思いますので、

事務職のスタッフということでは30名弱の方だというふうに思います。また、会計年度

任用職員の皆さん、あるいは地域おこし協力隊ということで、それぞれ業務で頑張って

いただいているというふうに思います。 

  答弁に、職員の採用は慎重に進めなければならないということで答弁ありましたけれ

ども、私もそうだと思いますけれども、職員の年代構成や今日的な業務量を考えるとき、

そして将来を担う人材を育成していくということを考えるときに、やっぱり計画的な職

員採用が必要というふうに思いますが、どのようにお考えか再度お聞きしたいと思いま

す。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 基本的に退職者等が出た場合に、そこを補充するというような基本的な

方針で、まず進めさせていただいています。一時期のいわゆる職員の定数の削減、これ

は合併の頃からやらさせていただきました。かなり財政的にも厳しいという流れの中で

そういう状況がありましたけれども、今は一定の枠組みの中で採用させていただいてい

るということであります。 

  ただ、時代とともに求める人材あるいは職能というのは、かなり変わってきているな

というふうに思います。今お話あったように専門性が求められる職場が随分増えてきて

いるということで、例えば保育所なんかについては、従来数名であったのが、今は相当

数に増えているというところがあります。一方では、事務の一般職員については、そう

なかなかいってないという状況がございますし、それから、役場に対しての応募につい

ても非常に難しい、求める人材、そしてまた応募してくれる人材、あとは途中で退職だ

とかですね。先ほど働き方だとかいろいろあるというお話されましたけれども、生き方
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もいろいろあって、それが今、期待していたのが早期に辞められたとか、そういうハプ

ニングもたくさんありますので、非常に難しい人事管理なり、あるいは採用が求められ

ているということであります。 

  そういった中で新たに今デジタル関係だとか、あるいは脱炭素だとか、新しい行政施

策に応じた人材の確保あるいは体制の整備と、これまた喫緊の課題になっているという

ことで、この辺の人材の確保についても非常に苦慮をしているところであります。これ

も誰でもいいと、一般職でいいということにはなりませんから、ある程度そういった専

門性を持った人材を求めているということになりますので、なかなか町がうまくいって

ないというのが実態でございます。 

  それと、もう一つは、やっぱり働き方がどんどんどんどん変わってきておりまして、

いわゆる専門性というか自分の得意な分野、ジョブ型何とかと言われていますけれども、

そういう働き方だとかになってきているということもございますし、将来的にはテレワ

ークの環境の整備だとか、いろんなことを想定をして職場の事務の円滑な執行を図って

いくと、それから、働く者にとっても快適な環境で働いてもらう、そのような環境が必

要なんだろうというふうに思います。介護だとか、あるいは子育てで辞めなければなら

ないというようなこともないように十分配慮しながら、個人の持っている能力を最大限

に引き出せる、そしてまたそういう意欲のある人材を町としては適切に求めていきたい

というふうに思います。 

  いずれにしても、いまいまのところでは非常に人材としては厳しい状況の中にあると

いうことであります。しっかりした人材の確保が当面の一つの課題になるのかなと、そ

う思っております。 

○議長（杉山幸昭議長） ５番、早坂清光議員。 

○５番（早坂清光議員） 今日の北海道新聞の社説に地域と脱炭素ということで、石狩市

と上士幌町、鹿追の３町が脱炭素の先行地域ということで全国26件という中で選ばれた

ということと、選ばれた自治体には、住民参画をしっかりしながらそれぞれ計画を着実

に進めてほしいというような記事と、環境省が呼びかけてゼロカーボンシティを宣言し

た道内の自治体が60を超えたけれども、しかし、理念ばかりが先行して、専門人材の乏

しさなどから具体的な具体策を打ち出せないでいるというようなことの記事が載ってお

りました。そのような状況の中で、上士幌は脱炭素の先行地域に選ばれたわけです。 

  本町、そういう竹中町長がリーダーシップを発揮される中で地方創生、ＳＤＧｓ、そ

して今申し上げましたゼロカーボンの推進というようなことで、他の自治体に先駆けた

先進的な取組を展開をされております。今年１年、何とかみんなで頑張って乗り切れば
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何とかなるということではなくて、中長期にわたっていろんな部分で頑張っていかなけ

ればならないという状況にあるというふうに思っております。 

  そういうことで、今先進的な取組ということで申し上げましたことで、こうした課題

に対してもしっかりした対応をしていくということであれば、やっぱりこういう課題に

対応するための職員採用や人員配置という点も大切だと思います。 

  こうした視点での職員採用、人員配置というような考え方について再度お聞きしたい

と思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 今のデジタル化と脱炭素については、効果戦略的な視点からも非常に大

切だと言われておりますし、本町としてはいち早く未来社会における地方の足りない部

分だとかを補う、あるいは地域が元気にこれからも持続可能なまちとして発展していく

というためには、そういった新たな取組が必要だという前提で今の体制があるわけです

けれども、かなりやっぱり人材の確保では難しいというふうに思っています。デジタル

関係でも、国はいち早く人材派遣をするという制度はつくっていますが、そもそもデジ

タル関係でいうと、企業もデジタル化に向かっていて、企業の中の人材も不足するとい

うことですから、本来は企業から自治体のほうにいろいろな人材を助っ人として送って

くれるということが思うようにいってないというのが現状です。今国のほうとしても急

いで人材の養成をするということですけれども、そう簡単に人材の養成というのは一朝

一夕にできる話でないだろうと思いますから、厳しい状況が続いていくと思います。 

  本町においても、大変だと言いながらもある程度人材を確保できておりますからやっ

ていけるだろうというふうに思いますが、先ほど言ったように、ほとんどの自治体では

いわゆる、これは町政の執行上の姿勢の問題もあるのかも分かりませんし何とも言い難

いんですけれども、デジタル人材にしても脱炭素の人材にしても、ほとんど配置されて

ないという状況だということを聞いております。 

  そういった意味では大変だなと思いますが、いずれにしても、私たちに与えられた役

割の一つとしては、この脱炭素の先行地域としては、ほかのほうにもそういう機運を高

めたり、あるいは自分の町にとっても使えるような、そういうモデル的な役割を果たす

ということが求められています。そんな中で改めて人材の必要性を感じてもらって、そ

して体制を整備するということがこれから起きていくんではないだろうかなと、そんな

ふうに思いますけれども、そういった意味でも一定の人材がなければこの事業は進んで

いかないということを、上士幌の事例を見てもらえば、ほかのほうも分かっていただけ

ると、分かっていただけるというか、そのようなことで体制の整備が図られるというふ
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うに思います。道新の中にあったそういった機運については、私たちがある意味ではモ

デルになってやることによって横展開をしていくことにつながるのではないだろうかな

と。 

  その意味でもしっかりとした体制を組んで進めていきたいというふうに思いますけれ

ども、今回の案件については、特に全ての町民のあるいは町の中の方々の参加が求めら

れると、事業所、それから様々な団体、そして地域の住民、みんなが一体となって初め

て成果が出てくるものと、そんなふうに思います。それをつなぐのはやっぱり職員とい

うことになりますから、そういった意味でも職員の人材確保というのが必要になります

し、ましてや新たな課の設置の条例の提案をさせていただきますけれども、この辺につ

いてもご理解を賜りたいなと、そんなふうに考えております。 

  いずれにしましても、将来的には多分いろんな働き方が変わっていくんだろうなとい

うふうに思います。特にデジタル関係で期待するのは、そのことによっていわゆる事務

を省略することが出てくるだろうという想定の下でのデジタル化が一つの目的にありま

すから、たまたまスタート時においては、そこがどうしてもやっぱり人材が必要になっ

てくるということになります。そして、一定の流れができたときには、よいサービスの

できる環境の中で事務が進められていって、デジタル人材の方々もいろんな立場の中で

さらに仕事に頑張っていただきたいなと。こういったときが来なければおかしいなと。

これが３年後、４年後ぐらいにそういった状況になると望むような形になっていくんだ

と思いますけれども、デジタルのほうもなかなかどんどんどんどん進化していきますか

ら、その辺の兼ね合いがどうなっているか分かりませんが、いずれにしても行政サービ

スが深まっていくというようなことは、しっかりと目指していく必要があるだろうとい

うふうに思います。 

○議長（杉山幸昭議長） ５番、早坂清光議員。 

○５番（早坂清光議員） 私は、今回、定年延長に関連して質問させていただきました。

また詳細は、また後日させていただきたいと思います。 

  上士幌町は、今町を挙げてＳＤＧｓの取組を推進しようとされております。職員が働

きがいを感じ健康に働ける体制、組織づくりということこそ、まさしく足元のＳＤＧｓ

ではないでしょうか。真の働き方改革につながるものだというふうに思います。 

  今後の誠意ある検討と対応をお願いし、私の一般質問を終わります。 

○議長（杉山幸昭議長） 以上で、５番、早坂清光議員の一般質問を終わります。 

  暫時休憩いたします。 

（午後 １時２７分） 
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 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後 １時２８分） 

 ────────────────────────────────────── 

◇ 馬 場 敏 美 議員 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、10番、馬場敏美議員。 

○１０番（馬場敏美議員） 私は、ケアラー支援を組み込んだ地域包括ケアシステムの必

要性についてお伺いいたします。 

  本町の「第４期地域福祉計画」では、「地域包括ケアシステム」の充実として、「医

療」「介護」「予防」「生活支援」「住まい」などを切れ目なく継続的かつ包括的に提

供される「地域包括ケア」をさらに深化させ、高齢者だけではなく障害のある方など生

活上の困難を抱える方の包括的な支援体制を構築し、世代や職種を超えて支え合う「共

生社会」の実現を目指す。また、「第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に

おいても、「地域包括ケア」の推進として地域包括支援センターの充実、地域包括ケア

体制の充実を掲げています。 

  これらに加え、障害、子育て、生活困窮や住生活、健康増進、母子保健、孤立や虐待

など、幅広い対象に関わる施策間の連携により多くの計画が立案されています。これら

の計画に規定されている施策は、いずれも地域包括ケアシステムの一部であると思って

います。地域包括ケアシステムを構築する課程で重要とされている捉え方に、「地域マ

ネジメント」があります。専門職が個々の利用者に対してサービス提供を行う日常業務

は当然として、さらに「地域」に対する貢献が役割としてあるという考え方です。 

  ただ、これまでの地域包括ケアシステムの考え方、高齢者介護の出発点は家族介護を

前提としており、ケアラーも悩みや問題を抱えているので支援が必要であるという問題

意識は、要介護者、要支援者に比べなかなか意識化されづらいところがあり、家族等へ

の支援が十分に位置づけられていませんでした。 

  栗山町では、全国の市町村で初めて2021年４月１日、「栗山町ケアラー支援条例」を

制定しています。これに先立ち、2020年11月のケアラー実態調査で34％（ケアラー19％、

気遣いケアラー15％）がケアラーであることが報告されています。本町においても、介

護者支援には取り組んでいますが、ケアラーの実態は明らかにされていません。 

  多様化する社会の中でケアラーの家族はどのようにケアし、家族をケアすることをど

のように受け止めているのか。ケアラーが担っているケアの状況やケアしていることが

ケアラーの健康や生活に与える影響、ケアラーが必要としている支援等、ケアラーとケ
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アを必要とする人のニーズに応じた支え合いが機能していかなければなりません。 

  本町の地域包括ケアシステムのさらなる充実と推進に向け、今後の計画等にケアラー

支援を具体的に位置づけていくことが必要であると思います。 

  以上、次についてお伺いいたします。 

  １、「介護者」としての捉え方から「ケアラー」としての捉え直しの考え方について。 

  ２、ケアラーの実情と必要な支援に向けた実態把握の必要性について。 

  ３、ケアラー支援を組み込んだ地域包括ケアシステムのさらなる充実と推進に向けた

考え方について。 

  以上、お伺いいたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中貢町長。 

○竹中 貢町長 ケアラー支援を組み込んだ地域包括ケアシステムの必要性について、馬

場議員のご質問にお答えいたします。 

  １点目の、「介護者」としての捉え方から「ケアラー」としての捉え直しの考え方に

ついてであります。 

  在宅で生活されている高齢者や障害者の方々は、家族等により介護や日常生活におけ

る支援が行われておりますが、少子高齢化の進行や家族構成、家庭環境の事情等により

支援できる家族が減少しているという背景があり、老老介護や子育てと親の介護を同時

に抱えるダブルケア、介護のために離職せざるを得ない状況など、全国的な問題となっ

ております。 

  しかしながら、議員ご指摘のとおり、将来の展望や心身の不調などの不安を抱えなが

ら介護を続ける家族への問題意識は、これまでなかなか意識化されづらいところがあり

ました。 

  こうした背景により、ケアの必要な家庭や近親者、知友人を無償でケアする人を「ケ

アラー」と称し、本年３月に北海道ケアラー支援条例が制定されております。条例では、

ケアラー支援についての普及、啓発をはじめ早期発見及び相談の場の確保、ケアラーを

支援する地域づくりについての基本的施策が明記されております。 

  本町におきましても今後高齢化率が上昇し、特に75歳以上の後期高齢者が増加するこ

とから、介護や日常生活上の支援を行うケアラーの増加が予想されます。このことから、

これまでの家族介護者への負担軽減となる各種事業に加え、関係機関や各団体とケアラ

ー支援についての認識を共有した上で、介護される側とケアラーの双方を支援できる体

制が今後さらに求められるものと考えております。 

  ２点目のケアラーの実情と必要な支援に向けた実態把握の必要性についてであります。 
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  現在、介護・福祉事業所で提供される介護負担に考慮した介護保険サービスや介護用

品支給事業、町独自の家族介護慰労金支給や三愛介護サービス、各種障害者支援事業等

の利用調整は、地域包括支援センターや障害福祉担当職員が訪問等による家族背景を含

めた調査、評価に基づいて行っております。 

  また、各課部局、民生委員や学校等の様々な関係者が連携を取り、ケアラーを含めた

町民の生活上の課題の把握、対応を図っておりますが、表面に出にくいケアラーの不安

や悩み、心身の不調など、潜在的な状況の把握を行うことは、支援が必要なケアラーの

早期発見とともにケアラー支援に含まれる事業や体制を今後さらに推進するためにも必

要であると考えております。 

  このことから、令和５年度は上士幌町三愛計画第９期の策定年度となりますので、日

常生活圏域ニーズ調査と併せてケアラーに関する実態調査を実施していくとともに、家

族介護慰労金に関しては、現在介護度４以上を支給対象としておりますが、この基準の

見直しも含めて検討してまいりたいと考えております。 

  ３点目のケアラー支援を組み込んだ地域包括ケアシステムのさらなる充実と推進に向

けた考え方についてであります。 

  地域包括ケアシステムは、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供され

る体制を目指しており、地域に応じて継続性のある取組が求められております。様々な

形でケアに関わるケアラー自身も安心感のある健康的な生活ができるための環境づくり

には、行政にみならず地域全体での支え合いが必要となりますので、次期の三愛計画に

はそうした方針も盛り込まれるよう検討してまいります。 

  以上でございます。 

○議長（杉山幸昭議長） 10番、馬場敏美議員。 

○１０番（馬場敏美議員） ただいま町長のほうから答弁いただきました。 

  １点目についてのケアラーの捉え直しということなんですけれども、これの考え方と

いうのは、答弁の中にもありますように、ケアの必要な家族や近親者、知友人を無償で

ケアをする人をケアラーと呼ぶということで、大体このような形で統一されていると、

そんなふうに思っています。 

  ただ、この考え方が国のほうは2018年ぐらいからこの家族介護者に対する考え方も含

めて介護保険制度の中でも少しずつ変えて、本当に家族介護者をしっかりと見た上で家

族介護者のケアも必要なんだというふうに少しずつ方向転換してきていますけれども、

このケアラーの考え方、捉え方というのがまだまだ普及してないというか行き渡ってな

いという、そういう状況があります。この辺は、今後上士幌町でもいろいろ動き出して
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いくと思うんですけれども、まず、この辺の考え方をしっかりと我々も含めて分かって

いかなければならないのかなと、そんなふうに思っております。 

  それと、２点目ですけれども、第９期の三愛計画に向けて日常生活圏域ニーズ調査と

併せてケアラーの実態調査を実施するというふうに述べております。これはぜひやって

ほしいなと、そんなふうに思います。この調査をやることによって、地域の実情に合わ

せた介護者支援というのがはっきりと見えてくるのかなと、また、この調査が基盤とな

っていって、いろんな施策に結びついていくのかなと、そんなふうに思っております。 

  ただ、この調査を行うときに、調査項目ですとか調査紙等を含めてしっかり検討しな

がら進めていかなければ、結果、本当に地域でケアをしている方たちがどんなニーズを

持っているのかというのがなかなか見えなくなってしまうおそれがありますので、この

辺を、先の話ですけれども、しっかりと検討しながら進めていってほしいなと、そんな

ふうに思っております。 

  それと、もう一つ、これは地域支援事業の一つであります家族慰労金の基準の見直し

ということも検討するとあります。これもぜひ検討していただきたいなと思います。 

  それから、３点目の地域包括ケアシステムの構築についてですけれども、やはりこれ

は実態調査をしたことが、その結果がこの計画の中にしっかりと反映されて、この次期

の計画がつくられていくという、そういうところが大事なのかなと思いますので、その

辺もぜひお願いしたいなというふうに思います。 

  今述べたように、答弁のありました３点については、基本的にその考え方ですとか内

容ですとか方向性については、私もこのとおりだと思っておりますので、ぜひ進めてい

っていただきたいなと思います。 

  そこで、その上で１点、地域支援事業の一つである家族慰労金の基準の見直し、検討

となっていますけれども、この辺について現段階で具体的に何か考えがあるのかどうな

のか、その辺がありましたらちょっと答弁願いたいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 今現在は介護度４を対象にしております。対象人数としては余り多くは

ないような実態で、大体施設に４ぐらいになると入っているという状況であるというふ

うに思います。この介護度４をケアするというのは非常に大変な仕事だなと、そういう

ふうに思っておりますから、そういった前提で少しでもリフレッシュしてもらいたいと

いうようなことで、この慰労金制度をつくったところであります。 

  ただ、じゃ３がどうなのかということでありますが、３もほぼ日常生活には非常に不

自由を来していると。排便なんかでもかなり窮屈な状況にあるだとか、自立する状況に
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はないということですから、多分家族やその関係の方々の心労の負担というのは相当大

きいものがあるだろうと。そう考えると、少しでも応援をしたいというようなことがこ

の趣旨であります。 

  これ、もう一つは、大体在宅介護を受けている方なんだろうなというふうに思います

が、この兼ね合いの問題もあるんだろうと思うんですけれども、そこのほうがまた一定

の制約といいますか、時間数だとか、あるいは人材の不足だとか、そういうようなこと

があって、もっとやっぱり必要な介護の時間なり日数があっても、一向になかなかその

辺については限界があるということですから、勢いやっぱり身内なりそういったところ

に負担がかかるということだろうと、そんなふうに思います。 

  特にケアラーの関係で、そもそもケアラーという用語がやっぱり最近よく報道等で取

り上げられて非常に一般化してきたなと、そんなふうに思っておりますけれども、中で

も若年の子供たちのケアラー、もう当事者がほとんどそのことについて気づいていない

という、こういった状況で、これも調査の中でも大体二、三％ぐらいは子供の数がいる

んではないだろうかなと、こんなような報告もありましたから、人口が少ない本町であ

っても、多分隠れて見えてないというようなこともあるだろうと思いますけれども、そ

ういったことについては、先ほどお話しさせていただいた中でも、調査なりをさせてい

ただきたいなと、そんなふうに思っております。 

○議長（杉山幸昭議長） 10番、馬場敏美議員。 

○１０番（馬場敏美議員） 今町長のほうから前向きな答弁がいただけました。 

  私、この家族慰労金の基準の見直しなんですけれども、やはりなかなかこれ介護度に

反映されないという部分が、いわゆる歩ける認知症の方が介護度に反映がなかなかされ

ないというところがあるんですね。在宅でケアする中で一番大変なのが、やはりこの歩

ける認知症のケアというのが一番大変な状況でもありますので、もしできるんであれば、

この辺具体的にどういう手法を持って組み入れていくかということになるんですけれど

も、その辺含めて検討をお願いできればなと、そんなふうに思います。 

  次に、今回私この質問するに当たって介護者、現場の声等含めてちょっと聞きました。

その中に、伊東議員も実は旦那さんをケアしているということで、伊東議員なんかから

もいろいろお話を聞いたんですけれども、その中で聞いた現場の声を少しここで紹介し

たいと思います。 

  介護者に対する介護があるかどうか分からない。集まりがあるようだが参加できない、

参加する方法が分からない。孤独を感じる。介護者にも声がけを行ってほしい。それか

ら、これは事業者のほうに寄せられた介護者の声として、サービス終了後の時間にスト
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レスを感じる。介護の終わりが見えない。介護するようになって、交流の場がなくなっ

た。はけ口がないなど、まさに切実な心情を聞くことができました。家族介護を取り巻

く課題そのものがこのような言葉の中に表れているのかなと、私はそんなふうに感じま

した。 

  そこで、答弁にもありましたけれども、第９期の三愛計画策定に向けて、いろいろ答

弁ありました。そこで、次の５点をちょっと私提案したいなというふうに思っています。

この提案の内容については、既に実施している地域もあります。これはいいことだなと

思って、ちょっとこの提案の中にも入れております。 

  まず、１つ目です。ケアラーになるかもしれない、なっていく人たちに対して、介護

に対する予備知識や情報提供をしていく。例えば介護保険被保険者になる40歳になった

ら、ケアのための最低限の必要な情報ですとか知識を習得する場の提供ですとか、また、

ケアラー手帳を配付して、予備知識をしっかり持った中で未来に備えていくという。１

つ目、こういうことで提案したいと思います。 

  ２つ目です。早期発見、早期支援方法の取組。多様な関係者による支援ネットワーク

の形成ということで、これはいろいろ課題があると、大体このネットワークというのは

言われるところです。例えばヤングケアラーの場合は、教職員ですとかスクールカウン

セラーですとか民生・児童委員、それから、地域のいわゆる介護保険対象となる介護の

場合は、民生委員ですとか介護支援専門員、行政区長等が参加した、そういう方も含め

たネットワークづくりがぜひ必要じゃないかなというふうに思っています。 

  ３点目です。ケアラーを支援できる人材の育成です。このケアラー支援というのは非

常に大変だと、難しいというんですかね、精神的なものも含まれていますので。それで、

どちらかというと専門的な知識が求められていますけれども、全て専門職で賄えるわけ

ではありません。行政とか福祉関係者、教職員、町民向けの研修会を開催しまして、ま

ず相談を受けることができる状況づくりというのが必要じゃないかなというふうに思っ

ていますので、ぜひこのような形で人材の育成を進めてほしいなと思います。 

  ４つ目、介護者へのアセスメント導入です。これまでは、要介護者の場合は、介護保

険で言いますとまずアセスメントをして、その上でケアプランをつくって、この方の人

生がどういうニーズを持っているのかを含めてケアプランに反映していくというのが、

介護保険制度の中のケアプランです。それと同じ考え方ではなく、ケアラーの人に対し

てもまさしくケアラーの人生があるんだという視点を持ったアセスメントを導入してい

くという、そういう導入の仕方をしていっていただきたいなと。例えば介護支援専門員

の方がそれに対応するですとか、介護福祉士がそれを担っていくとか、そういうことを
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含めて検討願いたいなというふうに思います。 

  そして、５つ目、ケアラー総合支援センターの設置ということです。本町のケアラー

支援に対する総合的な調整、支援機能を持った、そういうセンター機能を持った場所を

設置していくということで、これは新たに設置するんじゃなくて、現在も地域包括支援

センター中心に介護保険制度を中心にいろいろ相談に乗っていますので、この地域包括

支援センターを中心にして、居宅介護支援事業者、各関係機関との協働による相談体制

づくりというのをぜひつくっていって、町民にはっきり分かるような形で相談の受付、

こういうのがあるとしていけるんじゃないかなと、そんなふうに思っています。 

  以上、この５点を提案したいと思います。 

  これらの提案というのは、介護者を地域から孤立させない包括的な支援につながるも

のと思っています。先ほど町長の答弁にもありましたけれども、若年層から高齢者、障

害者まで関わりが必要になりますので、行政においては今まで以上に重層的な支援体制

が求められてくるのかなと、そんなふうに思っています。そして、これについてはまさ

しく地域づくり、まちづくりの一つである、そういう視点を持って取り組んでいくこと

が大事なのかなと、そんなふうに思っています。 

  これについて何かありましたらお願いします。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 それぞれ貴重な提案をいただきました。 

  まず最初に、ヒアリング等からのそれらをまとめてみると、ケアをしている人方の共

通しているところの悩みといいますか、孤独というのが、やっぱり大きな心の痛みとい

うような感じをしました。同じように悩んでいる方、同じようにケアをしている方がお

互いに情報交換をしながら、そして自己の対応だとか、あるいはお互いに励まし合うな

んてことも必要になってくるだろうし、それから、周りの方々からの理解も得るような

機会だとか、やっぱり社会に参加するというそういうような機会、そういったことも自

分の人生上、非常に大切なことがケアによってもし奪われているとすると、非常に残念

な期間を過ごすことになるというふうに思いますので、その孤独ということが一つ大き

なキーワードになるのかなと、この解消をどうするかということが、いろんなサービス

の仕方もあるけれども、その辺あたりが非常に大事なことになってくるのかなというこ

とを、今のお話の中で感じたところでございます。 

  まだまだ最近出てきた課題だと、前からあったけれども、これが顕在化していなかっ

たというようなことも含めて最近になって社会問題化しつつある、そういうテーマの一

つだろうと、介護の新たな課題というふうに思っております。そういった意味で、これ
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を知る、ケアラーとは何なのかだとか、多分そういったところから物事の始まりがスタ

ートするという状況ではないのかなと、そんなふうに思います。 

  そうすると、もちろん40歳からのケアの学習会、それも当然必要でありますけれども、

その前に、専門的なある程度のそういったところのプログラムを組んだり学習会を開い

たりする、そういう人材、それは役場の専門職員がその辺のところについても新たな介

護事業として、まずは初歩的なことであっても知識を得るということが必要でないのか

なと。そういった意味では、研修会等がありましたら積極的に参加の機会を促していき

たいというふうに思います。 

  ただ、これも、まだ北海道も条例ができて浅いということと、それから、福祉関係の

ところでそういった研修会なんかも開いているというようなことでありますが、まだま

だ走りのことでございますから、これからそういった機会があれば積極的に参加するよ

うに指導していきたいというふうに思います。 

  そういった中で、じゃ40歳からだとか、実際ケアにどう対応していったらいいのか、

学習会もその一つであるだろうというふうに思いますし、それから、実践的な活動とし

てはどんなことがあればいいのかだとか、そのようなことも順次学んでいって施策に反

映をしていくというような手順がいいのかなと、そう考えたりしております。 

  重層的なネットワークを組む中で一人も取り残さないというようなことでの情報収集

というのは非常に大切なことでもあるし、上士幌町、かなりそういった意味では各団体、

包括ケアも含めて頑張っていられると、僕はそう思っております。そして、今年も新た

に教育委員会のほうに相談の窓口を設置しましたから、いわゆる小学生、中学生、高校

生、こういったところも相談だとか、より今まで以上に精度の高い情報収集なりあるい

は問題発見につながっていく環境になるだろうと思います。そこと包括ケアだとか、福

祉プラザのほうも、そういった保健やいわゆる福祉の視点での相談の窓口もありますか

ら、より連携を取ってきめ細かい情報収集と、そしてまた一人も見逃さないような、そ

のようないわゆるネットワークをしっかりと構築していく必要があるだろうと、そんな

ふうに思います。 

  あと、アセスもそうですね。これもやっぱりケアラーについては、何となく家族で見

守るのが自然体みたいな形でいましたけれども、そうではなくて、より積極的にこの

方々もケアの対象として考えるということであれば、今提案のあったアセスなんかもこ

の後の政策の展開の手法によっては必要になっていく可能性もあるのかなと、そのよう

な感じを持ったところでもございます。 

  特にヤングケアラーですね。ここはやっぱり子供の成長期に家族を思って十分社会活
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動やあるいは教育活動もできない、部活動も思うようにいかないということになれば、

極めてその成長、発達過程の中における不幸な一時期になりかねないということですか

ら、この辺については日常的な学校教育の学校生活の中で教員、あるいは町からのそう

いう担当の者が出向いていく中で、制度としてなくても、いろんな情報の交換はしてい

って、もしあったとすれば早急に相談に乗ると。本人が気がつかないというところが、

一番後々に大きな心の、あるいは体の成長にとってマイナス要素のないように取り計ら

っていきたいなと、そんなふうに思っています。 

○議長（杉山幸昭議長） 10番、馬場敏美議員。 

○１０番（馬場敏美議員） ありがとうございます。まさにそうですね。気づかないとい

うところでいくと、やはり日本の家族制度の在り方ですとか、介護保険制度そのものも、

やはり家族は家族がケアするんだというところから出発していますので、それが当たり

前という、そういう認識が広がっているんだなと思うんですよね。だから、その辺、や

っぱりそうじゃないんだということを含めて、先ほど言ったような形でしっかり普及、

啓発は必要なんだろうなと、そんなふうに思っています。 

  私は、この場でも何度か言わせてもらっていますけれども、やはり上士幌町の地域包

括ケアシステムというのはかなりレベルが高いところで構築されているのかなと、そん

なふうに思っております。それで、第９期の三愛計画作成に向けて、このケアラー支援

についてしっかり入れ込んで、その地域包括ケアシステムをもっと充実した形で推進し

ていけるように取り組んでいただければなと、そんなふうに思っています。 

  それで、今年度に入ってから北海道のケアラー支援というのが非常に大きく動き出し

ています。先ほど町長も言われましたけれども、本年の４月、北海道のケアラー支援条

例というのが施行されています。そして、その理念として、ケアラーやその家族が社会

から孤立せず、健康で心豊かに過ごせる地域社会の実現を図るとして、ここでなんです

けれども、道や市町村、関係機関が連携を図ることにしていますということで、これも

恐らく第９期の三愛計画のほうに反映されていくのかなと、そんなふうに思っています。 

  また、ヤングケアラー支援の一環としてＳＮＳを通じた窓口を道でも設置しました。

また、近いうちに固定の窓口も設置するというふうに道のほうでは言っています。昨年

度は、道内の公立中高生５万人を対象にヤングケアラーに関する初めての実態調査もし

ているということです。 

  それともう一つ、北海道社会福祉協議会が全国で初めて、ケアラー支援体制を各地域

につくるためケアラー支援推進センターを道社協内に開設しました。この目的は、市町

村の事業策定を後押ししたり、福祉関係者に研修をしたり、理解、促進を図ることを目
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的としていますというので、こういうところとも連携しながら、ぜひケアラー支援にし

っかり取り組んでいただければなと、そんなふうに思っております。 

  最後になりますけれども、介護保険制度では、家族介護者支援は地域支援事業の任意

事業なんですね。国から指定されたものではなく、あくまでも地域支援事業の任意事業

として位置づけられています。多くの自治体で実施していますが、制度としての実施義

務はなく、介護者に対する施策は周辺化された問題のまま限定的な対応となっているこ

とが多いです。 

  このことからも、栗山町のようにケアラー支援条例の制定によって根拠を持った支援

の仕組みをつくることで、行政の責務のほか、町民、事業者、関係機関の役割を明確に

することで、支援を担うのは行政だけではなくそれぞれの立場で担っていくということ

が明確化され、介護者の権利を擁護することにもつながっていくと思っております。 

  第９期の三愛計画策定に向けては、これについても併せてできれば検討願いたいなと

思いますけれども、町長の見解をお伺いいたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 次の計画の中でこれらも含めて検討させていただきたいなと、そう思っ

ております。 

○議長（杉山幸昭議長） 以上で、10番、馬場敏美議員の一般質問を終わります。 

  ここで15分間休憩といたします。 

  再開は５分間の予鈴を持ってお知らせいたします。 

（午後 ２時０２分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後 ２時１４分） 

 ────────────────────────────────────── 

◇ 山 本 和 子 議員 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 私は、大きく２点にわたり質問いたします。 

  大きな１点目は、深刻な物価高騰から暮らしと営業を守るためにということで質問い

たします。 

  今、物価高騰で暮らしと営業に深刻な影響を与えていますが、これから一層大変にな

ると思います。政府は４月26日、「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」につ

いて地方創生臨時交付金の追加配分を決めています。実施計画書の提出期限は７月29日
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ですが、どのように取り組むのかお聞きいたします。計画に当たり、以下４点質問いた

します。 

  １点目、町の実態の把握と対策について。 

  急がれる課題ではありますが、町民の切実な要望を十分に聞くこと、それによっては

追加支援も十分検討すること。 

  ２番目、今までの支援の対象にならなかった方にも支援できるような方策の検討を。 

  生活に困窮する方々への支援は、今までほとんどが非課税世帯への支援でしたが、実

態を把握し、支援できる方策の検討をすべきです。 

  ３点目、支援はできる限り直接支援できる内容の検討を。 

  ４点目は、国から交付される金額を上限とせず、基金の活用を含め十分予算措置をす

ること。 

  大きな２点目に入ります。子供たちが豊かな学力を身につけるためにということで質

問いたします。 

  以前もこれからも大事にしたい教育は、「全ての子供たちの学びたいという意欲やそ

れぞれの能力、個性を十分に大事にし、引き出して、豊かな人間として育っていく」教

育だと考えます。しかし、最近は超スマート社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0）の中での困難

を解決していくたくましい「力」を育むことが求められているとし、デジタル化の推進

が急速に進められています。大事なことがどんどん失われていくと感じていますが、以

下３点質問いたします。 

  １点目、全国学力調査の問題について。 

  「全国学力調査」は、一時廃止を含め抽出式だったが、2007年からは全員参加型の悉

皆式になり復活しました。2020年は全国的にはコロナ禍のため中止されましたが、2021

年からは再開されています。 

  上士幌町の結果と対策が昨年12月号の広報に載っていますが、この全国学力調査で子

供たちが身につけるべき学力がはかられるのか、また、「全国・全道平均より上」が身

近な目的になっていますが、点数に左右されるのではなく、個々の意欲、能力を引き出

し伸ばしていくことが大事と思うが、どう考えるかお聞きいたします。 

  また、全国学力調査の参加の是非は、今は北海道全体の問題だと思いますが、廃止も

含め抽出式などの検討をしていくように要望すべきです。東京都は2021年から廃止した

との報道もあります。 

  ２点目、「上士幌町教育推進計画」達成目標について。 

  「学力向上」の分野の目標は、「全国学力・学習状況調査の平均正答率が令和８年度
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には全国以上」となっています。どの市町村も同じように目標を持って子供たちや先生

方が競われていくのではないかと、目標達成の方向が違っています。町独自の目標設定

を持ち評価するべきですが、お聞きいたします。 

  ３点目、タブレットやスマホ問題について。 

  今一番課題とするべきは、創造性や探求、みんなで学び合うことです。ＩＣＴ教育重

視ではなく、実体験や自然を生かし、先生方の創造性を尊重した教育を大事にしていく

べきと考えます。 

  以上、質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中貢町長。 

○竹中 貢町長 深刻な物価高騰から暮らしと営業を守るために、山本議員のご質問にお

答えいたします。 

  政府は４月26日、コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」を決定し、

地方公共団体がコロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響を受

けた生活者や事業者の負担軽減を実施できるよう、コロナ臨時交付金に新たに「コロナ

禍における原油価格・物価高騰対応分」を創設し、本町の配分額は4,879万8,000円と示

されたところであります。 

  １点目の町の実態の把握と対策についてであります。 

  昨今の原油価格・物価高騰により町民生活や事業経営などに多大な影響が及び、町と

してその実態把握と対策を早急に実施する必要があると認識しております。このため、

現在、各課部局において町民や事業者の声を考慮した具体的な対応策について検討中で

あり、それらがまとまり次第、このたびの「原油価格・物価高騰対応分」の充当事業と

して会期中の委員会にお示しさせていただいた上、議会最終日に補正予算を提案させて

いただく予定であります。 

  ２点目の今までの支援の対象にならなかった方にも支援できる方策の検討についてで

あります。 

  昨年12月から対象児童１人当たり10万円の支給が行われた国の支援事業、「子育て世

帯への臨時特別給付金」は所得制限がありませんでしたが、対象児童１人当たり５万円

の支給事業である「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金」、生

活困窮者世帯への10万円の支給事業である「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付

金」は、住民税非課税世帯もしくは非課税相当の収入となった方が対象となっておりま

す。 

  また、町が独自で支援している「福祉灯油等支給事業」や昨年８月から支給を行った
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「新型コロナウイルス対応高齢者等生活支援事業」でも、住民税非課税世帯であること

を一つの条件にしております。 

  一方、燃油や物価の高騰の影響は全ての世帯に影響を与えることから、家計を助け、

町内の消費行動が起きるように、今議会で補正予算を提案させていただき、10％還元と

なる中元大売出し事業や歳末大売出し事業の拡充を図り、生活を応援してまいりたいと

考えております。燃油の高騰は、輸送や事業所等において大きな影響を受けており、今

議会の会期中に支援策を提案いたします。 

  なお、これまでも子育て、教育に関する支援や高齢者等に対する独自支援策を講じて

おり、引き続き町民の皆様が安心して暮らせる環境づくりを進めてまいります。 

  ３点目の支援はできる限り直接支援できる内容に検討することについてであります。 

  国の通知によりますと、今回拡充された交付金は、原油価格・物価高騰等に直面する

生活者や事業者に対し、交付金による支援の効果が直接的に及ぶ事業を交付対象とする

としております。具体的には、当該生活者等を交付金による補助、給付の対象とする事

業、または交付金を財源として当該生活者等が本来負担すべき費用等を減免する事業が

該当するとしています。本町といたしましても、この要件に基づき支援策を検討したい

と考えております。 

  ４点目の国から交付される金額を上限とせず、基金の活用を含め十分予算措置するこ

とについてであります。 

  第６期上士幌町総合計画における財政収支試算においては、今後５年間で多くの財源

不足が見込まれるところであり、それを補填するために財政調整基金や公共施設整備基

金などを取り崩すこととしております。今後も安定した財政運営を続けるために基金は

慎重かつ計画的に活用していく必要があると認識しており、このたびの原油価格・物価

高騰対策については、財政健全化の視点も十分考慮し実施してまいりたいと考えており

ます。 

  以上でございます。 

○議長（杉山幸昭議長） 小堀雄二教育長。 

○小堀雄二教育委員会教育長 子供たちが豊かな学力を身につけるために、山本議員のご

質問にお答えします。 

  １点目の「全国学力・学習状況調査」につきましては、文部科学省の資料によります

と、今年度全国全ての国公立の小・中学校で実施、または５月20日までに実施すること

となっております。 

  本調査は、義務教育の機会均等とその維持向上の観点から、教育委員会、学校等が全
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国的な状況との関係における学力に関する状況、教育条件の整備状況、児童・生徒の学

習環境や家庭における生活状況等を把握、分析することにより、指導方法の改善や各児

童・生徒の学習の改善につなげることを目的としております。 

  本町においても、調査結果を分析し、特徴的な問題点や課題を見いだし、そのために

必要な指導方法や児童・生徒の生活改善等について整理した学校改善プランを作成し、

指導に役立てているところです。 

  また、令和３年度からは、こども園、小学校、中学校、高等学校と教育委員会で構成

する学力向上推進会議により、教育に関する継続的な検証、改善に努めているところで

あります。 

  新学習指導要領では、生きる力を育むことを目標に、知識及び技能、思考力・判断

力・表現力等、学びに向かう力・人間性等、の３つの力をバランスよく育むことを柱と

しており、その方法として、自ら学び自ら考える探求型の授業や主体的・対話的で深い

学びを適切に位置づけた授業の充実を図ることが示されております。 

  これからも様々な変化が予想される社会において、個性を発揮し、主体的・創造的に

生き、直面する課題を乗り越え、未来を切り開くたくましい人間を育むためには、調査

によってはかられる知識としての学力はもちろんのこと、学んだことを人生や社会に生

かそうとする学びに向かう力などが培われるよう、家庭とも連携して進めてまいりたい

と考えております。 

  ２点目の「上士幌町教育推進計画」の達成目標につきましては、本町の学力の現状を

可視化する一つの目標指標として、全国学力・学習状況調査において本町の平均回答率

を目標年度である令和８年度には全て全国平均以上と設定しております。この目標を達

成するために規則正しい生活習慣や家庭学習の定着を図るとともに、主体的・対話的で

深い学びや個別最適な学びの充実に取り組み、「知識及び技能」「思考力・判断力・表

現力等」「学びに向かう力・人間性等」の３つの資質、能力をバランスよく育んでまい

ります。 

  ３点目の「タブレットやスマホ」につきましては、子供たちが超スマート社会を生き

抜くためにＩＣＴ機器を使いこなす能力を育むことは重要であり、本町でもＧＩＧＡス

クール構想による１人１台の端末の活用により学習指導等におけるデジタル機器の活用

を進めております。 

  こうした社会に適応できる情報活用能力を育む一方で、子供たちの視力を含む健康障

害やＳＮＳ等を正しく使用するための約束などもあることから、子供たちが正しくＩＣ

Ｔを使えるよう、「新・教育の情報化プロジェクト会議」を設置し、教育的活用の推進
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や課題解決に努めているところであります。 

  今後も本町の自然、歴史、産業、文化、人材を活用した学校における総合的な学習の

時間や社会教育事業において、子供たちの感性が育まれる実体験を伴う深い学びと創造

性を発揮した探求活動プログラムを企画するなど、生きる力を育んでまいります。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 大きな１点目の物価高騰から暮らしを守るためのことについて

質問いたします。 

  その中の１点目の町の実態の把握なんですが、今もう既に６月議会にまとめるという

ことですので、既に担当課においてはいろいろ方策、施策等について検討していると思

うんですが、例えば福祉課、建設課、いろいろありますね、農業もあります、その辺に

ついてどのように、担当課だけではもちろん無理ですので、いろんな団体の実態調査な

り把握をしているのかどうか、その点についてまず質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 今回のこの事業については、物価を焦点に当てたということと、特に燃

油だとかそういったところが焦点になっておりますから、特に想定される、各課には全

部実態調査なり、必要があれば申請といいますか、事業として取り上げるようにという

ようなことで通知をしております。急なことでもありますので、その取扱いについては

日常の事務事業の中、あるいは団体だとかそういったところから必要に応じて事情を聴

き取って、それを根拠に事業化をしていくというような内容になっているということで

ございます。特に燃油関係で言うと、特に暖房を使うところ、あるいは運送関係だとか、

そういったところが想定されますので、そういったところを中心にしながらやらせてい

ただいておりますし、それから、物価高騰では、また特に農業関係でも飼料、肥料、こ

ういった高騰が著しいというようなこともありますし、そういった今日的な世情の状況

によって大きく高騰しているようなところ幾つか想定されますからそういったことを中

心にしている部分と、それから一般生活者ですね、生活者も等しく物価高騰の影響を受

けているということですから、そういったたぐいでの商工会との連携を取りながら事業

を組み立てているという段階であります。 

  次期の委員会にお諮りしたいというふうに考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 今回影響されるところって物すごく大きいと思うんですが、例

えば新聞報道、いろいろマスコミ報道では、資材の関係から、あと飼料の関係もありま

すし、あと、生活者で言えば、物価がどんどん上がってほぼほぼ全ての世帯で影響を受
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けていると。町が決まっている4,879万8,000円をどんなふうに決めるのかということが、

大変悩ましい課題であると私は思っています。 

  そこで、ぜひ、バランスよくというのは難しいんですが、本当に例えば農協関係だっ

たら多分金額もでかいだろうし、あと、建設業界もこの間ある方に聞いたら、資材が入

らないから仕事ができないと。そしたら払えないと、借金といいますか借りていますか

ら、払えないでどうしようかとかいうこともありました。急がれる課題ではあるんです

が、その辺の課題と、それから次の２番目にも入るんですが、どうしても目がそういう

ところに行く。燃油の問題から資材の関係から、そこに行くと金額がかなりでっかい金

額になるんですが、今までよく言われるのは、いろんな非課税世帯については福祉灯油

が当たったり臨時の給付金も当たるんですが、息子や子供の扶養になっていると非課税

世帯にならないので、いろんな給付金が当たらないというところに、ちょっと悩ましい

んですが、そこに当たるような方策ないんだろうかとしょっちゅう言われるのと、それ

から、この間、例えば商工会に結構行き来している、商工会はいろんな商店街含めて把

握していると思うんですが、一人親方でなかなか商工会とも余りつながっているような

感じではないんですが、その方はやっぱり大変だと。資材が入らないから仕事ができな

いと、仕事ができなくてお金が入らないというときには、多分そういう方の声が商工会

通じてきちんと反映されるのかなというのが私はちょっと不安なので、そういうことも

含めて、さっき言った農業関係、商工会、もちろん建設業界、社協もそうですね、そう

いうところに聞くんですが、それも含めたもうちょっと幅広い情報をつかんで、町とし

ては担当課含めて計画を練ってほしいなと思っています。その辺について。それで、

4,800何万で足りるんだろうかってすごく思うんですが、その辺を含めてぜひ幅広く情

報を集めてほしいなと思っていますので、その点について質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 幅広い情報を得て精度の高い、必要なところに必要な支援策を講じる、

大変大事なことだと思います。どこまでできるかということがありますので、本当に今

お話あったように悩ましいというところがありますよね。お年寄りで非課税のところは

もらえるけれども、扶養家族だからもらえないと。でも、生活の実態としてはどうなん

だろうかなと。いろいろなことを総合的に考えなければならんと。そういった意味では、

実際に非課税世帯で困っているという現実、それは扶養の中であっても年金だとかそう

いったことがあって、生活実態はどうなのかと。ここまでなかなか調べ切れないという

ところがございます。片方でもらえて片方がもらえないから、何となく寂しいわという

気持ちは分からんわけでもないんですけれども、非常に現実的には難しい話だろうなと
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いうふうに思います。 

  今回のこの物価高騰での国の支援策でありますが、こちらのほうとしても悩ましいと

ころがあるんですね。というのは、この物価高騰が今年で終わって、来年果たして下が

るんだろうかというようなこと。じゃ、来年も同じような状況だったら、そのときどう

するのと。そのときに今度は町が一般財源を持ち出して同じようなことをサービスしな

ければならんことなのか、あるいは国が同じようなことをするのか。こういった意味で

の経済的な面での全体の面で物が上がった、それがいわゆる販売価格にうまく転換をし

ていくだとか、そういう循環がないと、これまたちょっといまいまもらったはいいけれ

ども一過性で終わって、じゃ来年上がったままでまた何とかしてほしい。こういうこと

まで考えると、非常にこの政策と将来に対するしっかりとした経済対策というのは国か

らでも示してもらわないと、様々な手だてを講じるというのは非常に難しいところなん

です。 

  １回何か直接入ってくると、また来年も同じようなことが期待されても、その財源が

なかったときにつらい思いをさせる。でも、いまいま困っているからそれはやらなけれ

ばなりませんけれども、そういういろんなことを考えさせられる今回のこのいわゆる給

付金だなと、こんなふうに思いますが、できるだけ困った人に直接、あるいは減免制度

で本来物価が上がって高くなるものについてそこのところを抑制するというようなこと

で、直接現金は手元には入りませんけれども少しでも軽減される。例えば給食センター

なんかも資材が上がっているということがありますから、そういったたぐいのことにつ

いては、金額の多寡はともかくとして配慮をさせていただいているというようなことで

ございます。その辺のバランスを整理したりして、安定したこの対策を講じていただき

たいなというふうに思います。 

  今回は、やっぱり一つ大きな問題になったのは、食料にしてもエネルギーにしても、

やっぱり地産地消という地元で国内で生産できないという、この現実における突然の物

価高騰なんかも出てきているところがありますから、そういうようなことも含めて次と

してはしっかりやってもらいたいなと。ただ、今回については、国の趣旨に基づいて支

援させていただきたいと。でも、四千数百万ですから限られちゃっているんですね。全

てのところに行かないということも、ひとつご理解をいただきたいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 町長もすごく悩ましいと思うんですが、四千何百万で足りるん

だろうかと。今回それを組んだとしても、来年、再来年も、もしかしたらもっとひどく

なる状況も生まれると。そこで、じゃ基金を崩してもという意見も述べさせてもらった
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んですが、基金を崩すのもやっぱり不安だと、それも分かります。ですから、先ほど町

長が言いましたように、やっぱり国のほうできちんと国全体で１兆円なんて言わないで、

やっぱりきちんと財政を支援してほしいと、そのことをやっぱり強く要望すべきだと思

っています。町が全ていろんなことをやったって、この影響というのは町の責任じゃな

いですので、世界的な情勢もあれば、国の責任もちろんあると思うんですよ、いろいろ

ここで言いませんが。それも含めてきちんと要望すべきだと、そのことについて質問し

て、この項目は終わりますが、町長、答弁があればお願いいたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 今回の事例で、やっぱり食だとかエネルギーなんていうのは、非常にや

っぱりしっかり確保しないと、何かあったときには大変な状況になるなということが、

残念ながら今回の紛争によって私たちに提起されたということです。飼料の高騰につい

ても、ほとんど外国に頼っているという状況ですから、これを国内でそれを需給できる

ような体制をどうつくっていくか。この際、そういったところにしっかりした支援策を

国としても講じるべきであろうと、そのように考えております。エネルギーにしてもそ

うであります。 

  そういった意味では、今本町が取り組む脱炭素なんていうのは、再エネ、独自にこの

町の中で必要なエネルギーを確保できるということは非常にこれは大切なことだなと、

そんなふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 次に、大きな２点目の学力の問題について、教育長のほうに質

問いたします。 

  何項目か質問しているんですが、１点目の学力・学習調査、いわゆる学力テスト、正

式には学習調査と言うらしいんですが、その内容で学力がはかられるんだろうかという

のがまず質問なんです。昨年の状況について12月の広報の中に、これコピーしてきたん

ですが、12月広報に載っていますね。その中で、結果については北海道は全国平均より

一般論で低いと、上士幌町はさらに低いということが、それが全て私、いいか悪いかの

評価じゃなくて、その対策として学力を高めていきたいと、それは私も賛成なんですが、

上士幌町が取り組んできた５年間の中で、秋田県の学校と交流、探求型の授業展開をし

てきましたと。たしか教育委員会主催で講演会か何かあった気がしますが、そういう事

業を取り組んだ。こういう事業、村全体そこで取り組んで、いろいろ議論しながら探求

型の、覚え込むんじゃなくて議論しながら自分の意見を言っていくと、そういう教育の
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進め方がいいなと、それを多分上士幌町は５年間かけて実際に視察に行ったりしながら、

講師を呼んだりしながらやっているんだと思うんです。私それは物すごい賛成なんです

けれども、そういうことを目指すのはいいんですが、それが即学力テスト、いわゆる学

習調査に反映されて学力テストの結果が上がると教育長は考えているか、手短に答弁お

願いいたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 小堀教育長。 

○小堀雄二教育委員会教育長 全国学力・学習状況調査の目的については、先ほどお話し

したとおり、学力や学習状況をまず把握しなければいけないと。そして、その成果と課

題を検証して改善を図っていくと。これがなぜ必要かといったら、学習指導要領で求め

られているのが、やはりその学年に応じた発達課題、ここが課題になってきます。学力

調査自体は６年生と中学校３年生で行っていますけれども、ともに６年生の学力調査で

は５年生までに習ったもの、中学校３年生でいけば中学校２年生に習ったもの、こうい

ったものが積み重ねになっていきますので、ここでつまずきがあると次のステージに進

めないと。こういったものが全国の調査で平均化が出ることによって自分の到達点、ま

たそのクラスの到達点を見るということでは、大変これは意義のあることだなと思って

おります。 

  以上です。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） そこで、平均点ですね、全国的な平均点に、これそこの中の調

査の結果なんですが、北海道も、上士幌も、平均点を超えたいというんですが、平均点

ってどこの町村も頑張っています。頑張っているというのは変ですが、どこの町村も。

私たまたま読んだ資料の中で高知県ですか、多分どこの町村もそうだと思うんですが、

何とか平均点を上げたいと目標持って、高知県では2012年から県独自の学力調査を進め

ていると。その年齢が４年生と５年生といったかな、１月ぐらいにやるらしいんですが、

それで過去の問題を一生懸命やっていると、過去問ですね。これは高知県ではそうなん

ですが、結構私の知り得た中では、結構問題を解く練習をしているところもあるんでは

ないかと。そうすると、ペーパーテストは点数が上がりますよね、練習すれば。でも、

ペーパーテストでやるその問題そのものの点数が上がったから学力が上がったのかとい

うことは、とても疑問に思うんです。その辺について、教育長どんなふうに考えるか。

いろいろ準備してきたんですが、まずそのことを質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 小堀教育長。 

○小堀雄二教育委員会教育長 今のご質問、恐らく次の教育推進計画の中にもきっと関わ
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ってくるんじゃないかなと思うんですけれども、平均正答率が全国以上と仮にどの市町

村も設定しているのなら、そのことはどの市町村も掲げたい目標なんだなと思っていま

す。 

  上士幌町はそこに左右されずに、町独自でそう考えております。というのは、個々人

の学力調査の結果を100％ということを掲げているのではなく、やはり教育の機会均等

から、全国どこのまちで学んでもその学年までに身につけるべき標準的、平均的な力を

備え、上級学級に絞り込むという教育は必要だなと思っています。 

  ただ一つ、これはいろんな議論されていますけれども、過度の競争をあおるという部

分、点数だけを選んでいくというふうになると道を誤ってしまいます。ですから、その

点数、調査結果だけではなくて質問紙法とクロスしながら、その個々人に応じた学習指

導を進めていくというのが、やっぱりここが重要なポイントになっていくんじゃないか

なと思っております。 

  以上です。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 今現在は多分過度といいますか、競争になっているんではない

かと。そこで、北海道の状況を私調べてきたんですが、私は2020年は全国的には廃止さ

れたと思っていたんですが、おととしですね、コロナ禍の一斉休校があった頃。北海道

は実施したんでしょうか、その辺確認したいんですが。 

○議長（杉山幸昭議長） 小堀教育長。 

○小堀雄二教育委員会教育長 全国学力・学習状況調査は全国としては行っておらず、調

査結果も出ておりませんが、質問紙法と問題については、それぞれ学校に届いておりま

す。その学校に届いたものは、それぞれの学校で活用してくれということで公表等は一

切しておりません。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 上士幌町はやらなかったんですか。あんまり情報がないので、

私は当然やってないと思ったんですが、私が見た北海道ではそういうふうに実施、資料

を配ったと。それから、チャレンジテストも行ったみたいなことがあるので、何で全国

的なところでは中止しているのに、北海道教育委員会はこれまで熱心なんだろうかと、

私は物すごく。それに、どうしても北海道はやっぱり、沖縄県もそうなんですが、平均

から見ると低いと。その中で、私は沖縄も北海道もそうなの、いろんな教育レベルが違

いますので、家庭環境が違いますので、一律学力テストの結果でもって順位つけて何番

だということにはならないと思うんですが、北海道がなぜこれまでやらなかったのに、
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各町村に判断しなさいということであったんですか。上士幌町はやったんでしょうか。 

○議長（杉山幸昭議長） 小堀教育長。 

○小堀雄二教育委員会教育長 ４月に問題が届いておりますので、これまでの復習という

ことで各小学校、中学校で活用できるものは活用してくれということで実施はしていま

す。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 実施して、集計はそれはおいておきまして、やったと。多分各

町村も同じようにやったかもしれません、それは。 

  そういうことがありながら、あと、2017年ですか、資料も、私多分そのときにも一般

質問した経験あると思うんですが、北海道教育委員会が児童・生徒向けに北海道の子供

たちは最低レベルなんだといって子供向けにチラシを作って配ったんですよ。それ、私

はたまたまそういうチラシが入って、今こそ君の本気をといって児童用、生徒用に北海

道の全国学力テストは最低でみたいなことを書いたようなチラシを2017年に配ったんで

すよ。それを私は親からもらったんじゃなくて教育関係者からもらって、そのときに一

般質問をしたこともあるんです。 

  それぐらい子供たちが学力テストの結果が悪いから頭が悪いということは、全然私は

違うと思うんですよ。それを何で道教委がこれまで全国が中止したのにわざわざ。だっ

て、コロナ禍で休んでいて自宅で勉強したりしているときに、わざわざそのプリントを

もらったからやらなければいけないのかというのが全然分からないんですが、北海道教

育委員会はかなり上からの指導が強過ぎるんではないか、その辺については教育長はど

う考えるか質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 小堀教育長。 

○小堀雄二教育委員会教育長 ２年前の全国学力・学習状況調査、全国的には実施されな

いと今お話ししました。北海道教育委員会からもやりなさいという指示は来ていません。 

  これは、上士幌町として６年生、ちょうど春先でしたね、学校臨時休校、そして開け

たときに、やはり学級編制なども変わって、これまでどんなことを学んできたのか、こ

ういったものをやっぱり尺度として先生方もきっちり知っておきたいというようなとこ

ろで、テストという時間の中ではなくて学習の時間で取り組んだというふうに認識して

おります。 

  北海道教育委員会が、北海道そのものが学力が低いというところもお話ししていまし

たけれども、点数低いイコール何か頭が悪いとか勉強できないとかということではなく

て、大事なところは、そこの学年までに本来学ぶべきところをどこの状況まで到達して
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いるんだというところをやはりきちっと押さえておかないと、次のステージにきっと上

がっていけないだろうと、こんなところで先生方が指導方法の改善なんか含めて、それ

と質問紙法をクロスさせながら、さっき馬場議員のケアラーの話がありましたけれども、

こういったことももしかしたら裏にあるのかなと。子供たちが、例えば質問紙法の中で

１日の勉強時間が非常に短いと、遊んでないと、地域社会で社会教育の事業に参加して

ないと、そういうような状況が見えてくるときに、個々の子供の陰には何があるんだろ

うか、本来遊びたいんだけれども遊べないんだろうか、勉強したいんだけれども勉強で

きないんだろうか、兄弟の介護だとか、それから高齢者の介護、こういったものが知ら

ず知らずのうちに日常化して取り組めてないのか、こういったものを先生方がいろんな

分析をしながら見ていって、個別に対応できるようなものをつくって指導改善に役立て

ているというのが、この調査、この調査だけではないんですけれども、こういった取組

になっているんじゃないかなと思っております。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） そうしますと、それは毎年行われる、たまたま2020年はそうい

うことなので、それが生かされて分析されたかどうか、多分私はそこまで聞くと時間が

なくなっちゃう、本来なら分析すべきだと。この子が何で、個別の問題ではありません

ので、学年全体ではどういう状況なのかと。例えば毎年ありますね、今はね。去年やっ

て、今年やって、多分来年もやるだろうと。悉皆方式と言うらしいんですが、それは何

で毎年やらなければいけないのかと。その学年でそこを分析したとしても学年が進みま

すので、全体的な調査分析するんであれば、上士幌町の子供たちがどうだと分析するん

であれば、例えば以前みたいに３年、私も教員経験あるんですが、学力テスト、私やっ

た経験ないんですよね。だから、あのときは多分毎年じゃなかったんだろうなという気

がするんですが、毎年やる必要はないんじゃないかということを私は考えます。 

  それから、次の問題なんですが、先ほど教育長が言いました教育の計画ですね、推進

計画の中の目標指導というのがありました。先ほど言いました、全国学力・学習状況調

査の平均正答率、令和８年度、平均正答率が全国以上というのが目標と。先ほど言いま

したように、教育長答弁されましたように、そこを目指すということなんですが、私、

北海道のこれも推進計画見たんですけれども、北海道もそうでした。北海道の推進計画

も指導目標は、全国学力推進の目標の数字で見ていると。北海道のそのひな型に沿って、

上士幌町もこれをそういうふうに設定したのかどうか。町独自の設定でやるんであれば

いいんですが、北海道は全国平均より上と。上士幌町は北海道、全国もそうなんですが、

上に行きたいということで目標設定していますが、町独自の目標なんだろうかと、私そ
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のときに質問した覚えがあるんですが、その辺について質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 小堀教育長。 

○小堀雄二教育委員会教育長 この目標の設定の方法については、先ほど全ての多くの町

が100であって平均値と、それはそこの町の考え方だというふうにお話ししていますけ

れども、確かに北海道教育推進計画の中身、恐らく今年度で終了する計画だと思うんで

すけれども、そういった目標については、僕のほうでも目にはしています。それを見た

上で、北海道が100だからうちも100だということではなくて、やはりこういった取組、

町の子育て、教育に関わる取組を通して、先生方の働き方改革を進めながら、令和８年

度には目標としてそこを平均というふうに定めさせていただいています。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 推進計画のほうまで行ったんですが、先ほど言いましたように、

平均平均といくと全国的に、以前の体力テストも言ったんですが、体力テストはどんど

ん下がっているのに、体力が下がっているのに、全国平均行け行けと。全国が下がって

いるのに、平均でいったら、平均そのもの下がりますよと言った覚えがあるんです。学

力テストはなかなか見えないものですから、平均平均とみんな頑張って平均上げたとき

に、どんなに頑張ったって上士幌町の平均が平均の1.3倍とかになるということは、競

争ですから、それは多分目標設定ではおかしいんではないかと私は思っています。 

  最後の問題なんですが、じゃ、私一番危惧するのは、ＩＴ教育、スマホ問題なんです

が、これは前回も質問させてもらったんですが、2015年経済協力開発機構の調査を世界

的にやった中で、やっぱりＩＣＴ教育は変な話、うまく活用すればいいんですよ、やれ

ばやるほど学力が低下するんではないかという結果が、推進すればするほどあるという

ことがありました。ですから、やり方によるとＧＩＧＡスクールを頑張れば頑張るほど、

もしかしたら子供たちには弊害があるかもしれないと。 

  それから、もう一点なんですが、これは最近の北海道新聞だったと思うんですが、ゲ

ームをする時間が小学校６年生、中学校３年生も北海道は全国よりも多いんです、約

1.1倍ぐらいかな。ただ、2020年の上士幌の広報の中で全国、上士幌町の小学校５年生、

中学校２年生のスマホとか画面を見る時間を調べた結果が載っていました。それ私、前

にもニュース書いたんですが、そのときも質問したんですが、小学校５年生、５時間以

上やるというのが全国の２倍、人数ね、２倍以上いると。小学校１、２年生も全国の２

倍以上、３、４年生も約２倍以上とか、中学生も全国、全道の２倍以上というふうに、

ゲームをしたりパソコンしたりする時間が多いと。その反面、勉強する時間が少ないと

いう結果、それは道新に出ていたんですが。 
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  そういうときに、何で北海道の子供たちがこんなにゲームを長くしなければいけない

のか、するんだろうかと。それから、勉強する時間が多ければそれはいいんですが、や

っぱり北海道の環境、そこも掘り下げていかないと、ゲームするなするなじゃなくて、

ゲームする時間が何で、私自分の周りの近所の方を見ているわけじゃないので、教育長

が教育委員会の広報で書いた中で、こういう上士幌町はゲームする時間が長いと。いろ

いろ政策持って取り組んでいると。その辺をもうちょっと深刻にやって、なおかつ、じ

ゃそうしてやっぱり遊びもやったりしながら勉強に向かう時間が増えたと。その結果、

学力というか覚えたりする時間も増えると。そういうふうに逆転した形でいかないと、

上からで点数上げろ上げろと、平均点上げろ上げろといっても、本当に大変ではないか

と。その辺を私きちんと見ながらやらないと、もし平均点を上げたいんであれば、学力

上げたいんであれば、その辺もきちんと見ながら取り組んでほしいなと思っていますが、

それについて質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 小堀教育長。 

○小堀雄二教育委員会教育長 全国学力・学習状況調査、春やっていますけれども、それ

以外で小学校、中学校とも年度末に全国の標準的な学力検査ＣＲＴ、それから中学校に

ついては民間の会社のテストなんかも使いながら振り返りを行っております。決して結

果の公表については点数だけではいけませんよというのは、当然私の中でも持っていま

す。昨年12月号がたしか11月25日に掲載されていると思うんですけれども、その掲載の

方法につきましてもただ単にその数字を並べるということではなくて、他にその平均正

答数だとか平均正答率を出すだけではなくて、こういったものを分析をして、その結果

を併せて公表しなさいというのが考え方としてあります。そして、大事なところが、そ

の改善方策を示していくというところになります。点数点数上げろ上げろということは、

私の中でもそこは強く意識しているものはありません。 

  議員がよくお話しされているように、学びを止めないということと同時に遊びを止め

ないと、そういった活動を通しながらということもお話を僕のほうでもよく聞いていま

す。 

  ややもするとＧＩＧＡ構想だとかＩＣＴが負のイメージということばかりが聞こえて

くる場面がありますけれども、これはやはり議員もおっしゃっていたとおり使い方だと

思うんですよね、使い方だと思います。例えば今学校に１人１台の端末が入っています。

その端末を屋外に持ち出します。動物と写真撮影します、植物を撮影します、Ｗｉ―Ｆ

ｉが通っていませんけれどもカメラは撮影ができると。そういったものを屋外で撮影し

たものを例えば学校の中に持ってきて、接続するもので検索するということもできます。
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それから、例えば図工の時間というのは、自画像を描く５年生の授業とかあるんですけ

れども、やり方によっては子供たちは家に行って鏡を持ってきてくださいというのが、

もう端末自体がカメラ機能ついていますから、自分のほうに画像を映すことによって自

分の顔が映っていくと。それらを参考にしながら使っていくと、こういった部分もでき

ます。それから、プログラミングで遊びながら学ぶこともできると。 

  問題は、そういったことを学習、議員のイメージの中で国語だとか算数だとか画面で

かちかちかちかち毎日やっているというイメージがあるんだとしたら、そうではないで

すよということ。毎日、毎時間やっているわけではありません。その部分については、

ＳＮＳも含めて端末の使い方を誤ると視力の低下があるということは、以前の議会のほ

うでも私のほうでお話をさせていただきました。特に最近は多いのが、小さい画面ばか

り見る傾向が強いので、どちらか一方で見ていると。それが左右の差が0.3未満であれ

ばここは正常と言えるだろうと言っていますけれども、0.4以上の差がある子供たちが

今の上士幌小学校の子供に多くいるというのが、養教さんからのデータでこれも見えて

きました。 

  こういったことがないように、やはり健康状態も確認しながら、把握しながら、正し

い端末の使い方、ＩＣＴの活用の仕方を通して、やはり昨日、おととい、見れば、2030

年になったらＩＣ関係の仕事する方は79万人きっと不足するだろうと、こういった数字

も出ていますし、今大学入試が文系、理系というふうに分かれていますけれども、これ

も10年たったら、恐らく文理じゃなくて、文理が分離されるんじゃなくて文理が融合す

るだろうということで、こういったＩＣＴを活用した取組なんていうのもこれからます

ますやっぱり出ていくだろうということを考えれば、そこにも着目しながら、でも一方

で健康だとかも含めながら、そして子供たちの探求心をくすぐるような取組というのも

今後やっぱり必要になっていくのかなと考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 教育長が言いました、学びを止めない、遊びを止めない、それ

私、すごく気に入っている言葉なんですが、やっぱり学びを止めなくて、遊べというの

は、遊びの中で探求心なりいろんな人間関係できたり物すごく大事なことで、そこの中

で子供たちが本当によく育つと。それがどうしても、学力テストに戻るんですが、１年

に１回の学力テストに子供たちが奔走されたり、先生方が振り回されたり、その結果で

平均点が上がった下がったと振り回されるような教育じゃなくて、根本的なことを子供

たちがどうしたら学んで、遊んで、最後にやっぱりたくましく生き抜く力ですよね、そ

ういう力がつくのかと、総合的にやっぱり検討しなければいけないということで質問さ
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せてもらいました。 

  なかなか一般的には点数しか見えてきませんので、遊んだからと頭がどうのこうの、

人間関係どうの、それ見えてきませんので、総合的に教育委員会としては把握をしなが

ら、もちろん健康の問題、視力の問題から、あと脳細胞がなかなか、増えればいいんで

すが、減るといったら変ですが、減ることもありますので、そのことも含めて総合的に

検討してほしいと。 

  これからも機会あるごとに質問させてもらいますので、答弁あればお願いいたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 小堀教育長。 

○小堀雄二教育委員会教育長 子供たちに生きる力を育む、その主役はやっぱり学校の先

生だと思います。これもいろんなところから聞こえますけれども、じゃそのためには先

生方の働き方も変えていかないといけないよねと。先生方が幾らいい教材を使っていて

もその教材の使い方が分からなければ、やはり教材を買った部分だけ損をすると。先生

方が幾ら外に子供たちを出して、さあ遊べといっても、そこには狙いがなければ子供た

ちに伝わるものはやっぱりないだろうというふうに考えています。 

  ですから、本町は子育てだとか教育という部分については、いろんなご支援をいただ

きながら、また議員の皆様方のご理解を得ながら、町費の先生方も多く配置しています。

特に今年度は算数ですね。特に５、６年生だけ見ていえば、算数、理科、体育、英語、

図工、これらが専科教員で賄われています。その５、６年生の算数については、実は標

準定数ではなくて加配定数を道教委に要請をして、上士幌中学校につけてもらいました。

中学校に配置をして、小学校に派遣をして５、６年生の算数を見ていただくと。専門の

先生の指導、それから導き方、興味関心の持たせ方、こういったものを小学校の先生に

伝えて、その学びの連続性、そこからまた遊びへと発展していく、その算数的な考え方

の面白みなんかを伝えていっています。こういって先生方、今５、６年生の先生方、実

は標準のおおむねの実数というのが、５、６年生1,015時間、実はあります。１年間通

して1,015時間ありますけれども、こういった専科の先生を配置することによって490時

間減じることができます。すなわち525時間が担任の先生の業務というふうになります。

この業務をスムーズに、そして子供たちを見る目を鋭くすることによって子供たちとの

関り、それから保護者との関り、こういったものが充実できるんじゃないかなと思って

います。 

  単に生きる力を育むイコール学習の向上ということではなくて、先生方の働き方も含

めて、そして子供たちの興味関心、意欲、こういったものを今後も引き出せるように努

めていければなと思っております。 
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  以上です。 

○議長（杉山幸昭議長） 以上で、２番、山本和子議員の一般質問を終わります。 

  ここで15分間休憩といたします。 

  再開は５分前の予鈴をもってお知らせいたします。 

（午後 ３時０８分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後 ３時２０分） 

 ────────────────────────────────────── 

◇ 小 椋 茂 明 議員 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、６番、小椋茂明議員。 

○６番（小椋茂明議員） 私のほうからは、脱炭素先行地域選定を受けた今後の取組につ

いてを質問させていただきます。 

  二酸化炭素排出量削減と地域課題に結びついた取組を国が支援する「脱炭素先行地域」

に本町が選定されたことは、大変喜ばしいことです。事業費の最大４分の３、１提案当

たり最大50億円の補助が受けられる過去に類を見ない交付金で、全国102自治体から79

件の提案があり、その中から26件が採択され、本町がその中に入ったことは大変光栄な

ことだと思います。道内で採択となったのは、石狩市、鹿追町と本町だけで、短い期間

で様々な準備や資料作成に当たった関係者の努力と本町の取組が評価された結果だと思

います。 

  今後の取組については、さきの総務文教厚生常任委員会の公開委員会で協議のあった

ところですが、そのボリュームの多さを考えると、事業推進には町民や事業者に対して

事業の周知や理解が大事になってくると思うのです。 

  改めて、事業内容や周知方法など町の考え方を伺います。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中貢町長。 

○竹中 貢町長 脱炭素先行地域の選定を受けた今後の取組について、小椋議員のご質問

にお答えいたします。 

  このたびの環境省による「第１回脱炭素先行地域」の選定を受け、これまでの人口増

加という大きな成果を上げてきた本町の発信力を生かしながら脱炭素先行地域としてそ

の取組成果や課題を全国の自治体に広く普及、啓発し、特に小規模自治体かつ農村部に

おける地方創生モデル自治体として、国内における脱炭素ドミノ化に大きく貢献するこ

とを改めて強く決意しているところでございます。 
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  さらに、国からの大きな支援を受けながら脱炭素の取組を加速化させ、本町の発信力

や魅力、将来性を高めることで、中長期的な視点で経済、社会、環境が調和した持続的

なまちづくりを進めたいと考えております。 

  なお、この脱炭素の取組は、到底行政だけで成し遂げられるものではありませんので、

町民、関係機関、団体や事業者等が一体となって推し進めていくことが大変重要である

と考えております。 

  そのためには、議員ご指摘のとおり、町民の皆様や事業者に対する事業の周知や理解

が大事になってくるという考え方については、私も同じ認識に立っております。まずは、

このたびの「第１回脱炭素先行地域」に本町が選定されたことや本町がどのような取組

を行おうとしているかなどの概略をお伝えしていく必要があると考えております。この

時期は各団体等において総会等集まる機会が多く、出席の機会をいただいておりますの

で、そういった場をお借りして私や副町長より情報提供を行ってきております。また、

教育分野でも多くの団体、会議体がありますので、同様に教育長より情報提供を行って

いる次第であります。 

  これからは詳細な説明が必要となることから、脱炭素と関係性が強く先進的な取組を

進めている持続可能なまちづくり（ＳＤＧｓ）についても一体的に理解と協力を求めて

まいります。近くでは、６月９日開催予定の行政区長会議での説明を予定しているとこ

ろであります。引き続き、ＪＡや商工会、教育団体、事業者等にも時間をいただいて情

報交換を行ってまいります。 

  ＳＤＧｓと脱炭素のまちづくりは、町民の皆様の理解と協力によって成果が生まれる

ものであります。行政組織では、新たな担当課を設置し体制の充実を図ってまいります

ので、町民の皆様には、ぜひ「出前講座」等をお気軽にご活用いただきたいと考えてお

ります。 

  脱炭素先行地域の取組は2030年をゴールとし計画的に実施してまいりますが、まずは

町民の皆様や事業者に直結する事業として、一般住宅向けや事業者向けの「太陽光発電

等再エネ設備導入事業」を創設してまいります。事業を立ち上げる際には、その都度個

別事業の説明会も開催してまいりたいと考えております。 

  また、環境基本計画の改定、実行計画策定につきましても今年度着手してまいります

が、策定過程における町民意見交換会などにおいても説明の場を設けていく予定であり

ます。 

  そのほか、町民の皆様への分かりやすいリーフレットやパンフレット等の作成、町広

報誌や町ホームページなどを通じて適宜情報発信に努めてまいりますが、上士幌町ゼロ
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カーボンの実現に向けては、町民の皆様のご理解の下、全町挙げての取組を進めてまい

りますので、今後とも議員各位のご理解、ご支援を賜りますようお願いいたします。 

○議長（杉山幸昭議長） ６番、小椋茂明議員。 

○６番（小椋茂明議員） 町民や事業者に対する周知、理解が大事であるというお答えだ

ったので、その辺同じということでまずはよろしいかと思うんですけれども、今日も一

般質問で何回か議員さんの質問の中には、どうしても脱炭素の関係が混ざってやり取り

があるので、ちょっと重複するところもあるかと思うんですけれども。 

  脱炭素に関しては、町民あたりでも大分認識に開きがあるんじゃないかなというのが

私の見解です。分かっている人はもう非常に重要なことで大切だと思う一方で、何のこ

となのかなと思っている方もいらっしゃるのではないかと。また、ゼロカーボンシティ

あたりも、言葉知っているけれども実際はちょっと深く知らないという方がいらっしゃ

るのを考えると、そもそも脱炭素って何なのかと、ゼロカーボンって何なのかというと

ころも踏み込んで解説する必要があるかと思っています。 

  今定例会ですね、チラシも出まして、インターネットやりますよとか、録画で見れま

すよという案内もするので、大分その関心は持っていただいて、そういうのを通して、

ふだんなかなか見れないけれども、こういう一般質問なんかもそれを見させてもらった

という声も聞くので、町民に説明とか呼びかけるにはいい場面だと思いますので、その

辺の踏み込んだ解説もお願いしたいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 そもそも私どもも振り返ってみると、去年の今頃は脱炭素だとかカーボ

ンニュートラルというのは余り話題にも上ってなかったと、そのように思います。それ

が、環境省が具体的に、前菅総理の宣言を受けて、いわゆる地球温暖化が極めて世界的

にも国内的にも大きな課題であると、何にも増してこれを優先的に取り組んでいかなけ

ればならないという強いメッセージが発信されまして、その中で具体的にモデルになる

ような自治体、それ100を選考して、ほかのほうの全国1,700のところに波及していこう

ということですから、ということでありますので、そもそも全国の自治体そのものもこ

れがどういうことなのかというのは、今その段階ではまだまだ認識が浅かったというこ

とであります。 

  これが、僕らもそういういろんなレクチャーを受ける中で極めて緊急を要する、しか

も極めて重大な課題であるということを認識し、その上で本町のこれまでに取り組んで

きた結果的に二酸化炭素の少ないまちづくりだとか、省エネへの取組だとか、あるいは

新たな再生可能エネルギーの取組だとか、このようなことを再確認し、そしてそれを整
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理していくと、かなりなかなか進んでいるなということを気づく。そういった状況の中

から生まれたものでありますから、それは今話あったように、いまいまかなり脱炭素の

話は報道にも出てきますけれども、その格差といいますか、いろいろと情報を得て関心

を持っている人と、それからこれからだというのは、十分それは理解する、それはそう

いう前提に立ってこの事業が進んでいかなければならないと、そのように考えておりま

す。 

  もう一つ、やっぱりある意味では、残念ながらこの世界紛争がエネルギーの問題に対

して非常に深く考える機会になっているというふうにも思うわけですね。ガソリンが高

騰して、今補助金を出して国がガソリンの価格を一定のところで収めているということ

であります。エネルギーそのものがほとんど国内では生産されないということでありま

すし、その先にいわゆる地球温暖化においては再生可能エネルギーが非常に大切だとい

ったことがより鮮明にその必要性を今認識するような状況になってきたということであ

りますから、そういう状況も含めて、この脱炭素だとか、再エネの必要性だとか、これ

らについてはいろんな機会にお話しすることによって理解は深まっていくものと、そん

なふうに思っております。 

  多分１年これから経過する後に振り返ってみたら、住民の認識度も相当高まっている

というふうに思いたいし、そのような前提でいろんな情報の発信なり情報の提供をして

いきたいというふうに思っております。急にはですね、そこに行くのには時間はかかる

けれども、多分町民の方々はかなり早いレベルで理解していただけると。 

  それには、具体的に今やろうとしているのが、まず第１弾は個人住宅に対する太陽光

発電によって、それで自分の家の電気を賄うというようなことを示していくといったと

きに最大100万円の補助金が出るということでありますから、その範囲の中で太陽光の

発電、これ３分の２になりますので持ち出しは30万だとか30何万だとか出てまいります

けれども、それを何年間か自分の電気を使うことによって経済的にも回っていくと、今

まで電気代を全部払っていたのが、今度は自前でありますから足りない分を買っていた

だくことになりますけれども、その差額というのは何年かたったらゼロになり、やがて

それがプラスになるということが見えてきたら、多分一気に認識度も変わってくるだろ

うというふうに思っております。 

  そういう一定の戦略なり、あるいは時間軸がありますけれども、理解していただける

ような視点でこれから町民に向き合っていきたいなと、そう思っています。 

○議長（杉山幸昭議長） ６番、小椋茂明議員。 

○６番（小椋茂明議員） 今最後おっしゃっていましたけれども、まさに町民、事業者と
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直結する事業として今言ったような太陽光発電等再エネ設備導入事業ですけれども、こ

れは以前やっていたのとどれだけの違いがあるのかとか、あと、受益者負担は、ちょっ

と今お話ししましたけれども、申請の見込みとか、その辺事業に対する見通しについて

の考え方をお知らせしてください。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 今個人の住宅については、一定の今レベルのことでありますけれども、

最大100万円の補助金が該当するということです。それを太陽光で言うと大体、まだは

っきりした相場というのは分かりません、どんどんどんどん太陽光発電の価格も下がっ

ているというふうに言われておりますけれども、いまいまの時点でどのぐらいになって

いるのか分かりませんけれども、例えば５キロワット、大体一般家庭の中で普及してい

るのは５キロワットというふうに聞いていますけれども、それでいくと大体設備に100

万円ぐらいかかるのではないだろうかなと、こういうふうに聞いております。そのうち

の３分の２が補助金でありますから、30何万円の持ち出しでそれができるということに

なります。 

  今までうちで独自に支援策をしておりましたけれども、最大20万円ぐらいということ

でありますのでかなりになるということと、それから、もしその30何万円補助になる、

100万のうちの３分の２ということは66万円の補助金が出るということになりますので、

上限が100万ということになると、あと30何万円残るわけですね。これを今度は蓄電池

のほうに充てることもできるということなんですよね。蓄電池もどの規模の蓄電池を作

るかということもありますが、それをやるとすれば４分の３の補助金が出るということ

になりますから、もし100万円を最大に使うとすれば幾らぐらいになりますかね、結構

な額のいわゆる蓄電池を用意することができると。だから、その辺はどういうふうにし

て使うかというのは、受益者によって太陽光発電だけでもっとボリュームを多くするの

だとか、いろいろあるだろうと思います。その辺の制度設計は、もう少し詳しく、もう

少し時間をいただきたいなというふうに思っております。 

  概略そのようなことで、それに対して屋根だとか庭だとか、そういった設置場所があ

ればやっていただいたほうが、多分最終的にはプラスになるだろうと。ただ、僕らの年

代そうですけれども、高齢になって、じゃ今それが必要なのかだとか、もう住宅がとて

もとても古くて屋根にやるのはなかなか大変だとか、でも庭があるだとか、いろんな一

人一人によって条件設定が変わってきますから、一人一人に応じたそういったサービス

といいますか最適な方法について相談する、これはこれから職員がやっていくというよ

うなことになってきますので、そういった意味でまた人材の問題というのがそこに出て
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くるというふうに思っております。 

○議長（杉山幸昭議長） ６番、小椋茂明議員。 

○６番（小椋茂明議員） 今マックス100万ということですから、150万の事業はやれると

いうことで受け取ったところなんですけれども。 

  それに関わって新たな課の設置を今定例会で提案することになっておりますけれども、

このゼロカーボン推進課ですね、これが新たに設置されるということで、設置に当たっ

て今まで受け持っていた企画財政課とＳＤＧｓ推進本部やゼロカーボン推進プロジェク

トチームというのもあると思うんですけれども、その辺の関係はどのようになっていく

でしょうか。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 答弁書でも申し上げているように、ＳＤＧｓと今回の脱炭素というのは

非常に関連性が強いということです。17の項目の中でも７番目に例えばクリーンエネル

ギーだとか、それから15番目だったかな、その付近に地球環境の問題だとか、緑を豊か

にだとか、陸の緑をということだとか、それは今の脱炭素とほとんどリンクする話です

から。ですから、ＳＤＧｓ17全てが同時並行に同じ重量感を持ってやれるかと、得意な

分野だとか、そういったことに対してより町の特性として力を入れたり、あるいは理解

を求めていくということは、これは当然ある話だろうと思っている。そういった意味で、

ＳＤＧｓとそれから脱炭素をこの課の中で行っていただくというふうに考えております。 

  それで、課の名称としては、もう条例にありますけれどもゼロカーボン推進課という

ことで、その所管としては、大きくはＳＤＧｓと脱炭素の２つを持つということであり

ます。従来の正職員に加えて、それから人材派遣、グリーン人材という意味での派遣の

方、それから総務省のほうになるのかな、プロジェクトマネジャーみたいな形での人材

の派遣だとか、協力隊だとか、それらを合わせると８人か、それぐらいは必要になって

くるんでないだろうかなと、こんなふうに考えております。そこで今のような形での町

民の個別の説明だとか、そういったことだとか、ＳＤＧｓの普及だとか、進めていきた

いということであります。相当精力的にやる体制をつくっていかないと、2030年という

一つの区切りがありますし、やっぱりスタートから三、四年がやっぱり大きな勝負とい

いますか大勢が見えてくるだろうと。その間に町民の方々が理解をして賛同していただ

くということです。 

  先ほど支援策の話が出ました。個別の住宅もありますけれども、もう一つ事業所があ

ります、工場だとか。そこは最大2,000万円の補助金を最大使えるというようなことに

なっておりますから、かなりいわゆる企業経営上のメリットがそこに起きてくるだろう
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というふうに考えております。それも、またもう少し制度設計、これから詳しいところ

をしていくというふうに思いますけれども、ある程度できた段階で皆さん方にお諮りを

するという形になってくるだろうと思いますから、その際またよろしくお願いしたいと

思います。 

○議長（杉山幸昭議長） ６番、小椋茂明議員。 

○６番（小椋茂明議員） 事業者のほうの関係のお話出たんですけれども、今度町が行う

ほうの事業ですね。この後の補正のほうで上がってくるということで、個別で取り上げ

ることが、もし質問出なかったら出ないので、この機会にそちらのほうの関係もちょっ

とお伺いしたいんですけれども。 

  町有地等を活用した大規模太陽光発電設備導入事業ですね。あと、太陽光発電を活用

した公共施設マイクログリット構築事業、あと役場庁舎等大規模改築事業、公設施設省

エネルギー化促進事業など、何点かこうやって町のほうではやる事業があるんですけれ

ども、この辺についての取組も説明いただければと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 それぞれ事業ごとによって、すぐ取りかかれるものと、大体はやっぱり

いろんな設計計画から、それから事業実施に向かっていくということですから、何年か

スケジュール感があるだろうと思うんですね。その中でも大きい、今お話しされた、大

体大きな柱としてはそういったことが言えるというふうに思っております。 

  公共施設を中心にして独自の自営線を張って、太陽光発電を起こしながら、災害時に

強い、そういったマイクログリットと言いますけれども、小さなグリットを組んで独自

の電気を起こすと、それを自家消費をするということになると、一つには公共施設で使

っている今までの電気代が大分縮小されるということと、もし今までの系統のほうが何

か停電があったときも、そちらのほうは電気が通るということになります。もちろんそ

のためには大型の蓄電池なんかを用意しながらその辺の蓄電をする、それから放電をす

るようなそういうシステムを組んでいくということです。これは、防災の視点からも非

常に重要なことの一つというふうに思っております。 

  それから、官民連携での太陽光発電ですね。これは、今回の脱炭素も官民協働という

のが一つの必要条件になっているところがそうなんですね。行政だけではできませんと、

だから民間の力も借りてということがあって、それが本当に民間の力を借りられる条件

にあるかどうかというのは、また審査の対象になっているということであります。その

辺については、町としてはこれまでも民間とのほうも連携をしてきておりますし十分だ

ということと、底地になる土地なんかについては町の中で提供しながら、それをどんな
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ふうにして仕組みをつくっていくかと、官民協働で電気をどのようにして作って、それ

を自家消費なり販売するなり、あるいは経済で回していくかというようなことは、これ

からまたそれらについても具体的に検討していくということになってまいります。 

  それと、庁舎の関係、これは今回も特別委員会設置していただいて一定の方向性を見

た。その中では一番大事なところにするというのは、この脱炭素、そもそも去年のいわ

ゆる構想の段階で提案された。ＳＤＧｓの一つの切り口にして二酸化炭素の削減のとこ

ろも大きなふうに出ていましたけれども、さらにそれを充実、発展をさせるというふう

に考えています。使えるものは使うと、長寿命化というのは国の方針でもありますから、

使うものは使う。そして脱炭素に徹底するという意味では、先ほどありましたけれども

木材を使ってＣＯ２マイナスの要素が木材にはありますから、燃やさないでそれを使い

こなしていくということになると、それはいわゆるマイナスＣＯ２という、そういう視

点でも非常に大切なこと。ただ、木は今高いということがありますので、その辺につい

てはどれだけ国の支援をもらえるのか、そういった問題もありますけれども、そこのと

ころに重点的に焦点化をして改築に当たっていくと。 

  だから、多分地下からのエネルギーなんかも使うということになってくると思います。

それは大樹町なんかもやっていますけれども、そういうようなことだとか、あるいは断

熱のところだとか、より断熱効果の高いものをつくるということになりますと、それも

またいわゆる単価に関わってきますけれども、とにかくライフ・サイクル・コストの中

で脱炭素が最も優れたのを軸にしながらこの庁舎を改築していく。多分それはこれから

のモデルになっていくと、僕はそう考えております。いろいろ新築なんかをやっている

ところもありますけれども、そのようにして脱炭素の将来に向けた庁舎というのは、今

上士幌町でつくっていく方向性、多分これはご理解いただけると、そのように考えてい

ます。 

  それから、つくるだけはつくっても結局はやっぱりどれだけ省エネを図るかと、これ

も非常に大切な要素になってまいります。先ほどあったように、省エネとそれから二酸

化炭素を吸収するという作用、森林がその仕事を請け負う大きな役割を果たすというこ

とですから、森林のいわゆる育成といいますか成長を促す、そういったいわゆる手入れ

ですね、伐期に来たら適切にいわゆる切って、そして販売をするなり、その成長を促す

ような支援策も必要になってくるだろうと、そんなふうに思いますし。 

  それから、去年取り組んできたスマート物流の関係ですね。あれは普通もし車で移動

したとすれば、それをドローンで配送したとすると１％という、そういうこの間、新聞

に報道されておりました。100分の１のエネルギーで物を運ぶことができる。しかも、
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蓄電池であれば、それがいわゆるエネルギーがもし再エネだとすると、ほとんどエネル

ギーがそこにかかっていかないという、そういう優位性があるということです。これも

今年度中に目視から遠隔操作ができるという、そういうレベル４に開放されるというこ

とですから、それに合わせた上士幌町でも取組を進めるということ。 

  併せて、物流業界が今大きな問題に直面しています。2024年働き方改革で超過勤務が

できないということですから、例えばオホーツクのほうから釧路港まで運ぶのに一定の

時間かかると。これ１人ではできないというような多分制約が出てくるといったときに、

どこかの中継をしてほかの人に運転を替えてやってもらわなければ。そういった意味で

のいわゆる人材の確保だとか大きな課題がそこに山積しているということで、物流関係

の大きな変化が今起きるというような流れになっております。これ全国の課題になって

おります。 

  そういった意味で、上士幌町先駆けてやったこともあって、この５月に全国の新スマ

ート物流協議会というのを立ち上げました。８月にまた自治体を募って臨時総会を開き

ますけれども、先駆けでやった手前から私がその会長になるということになりました。

こういった取組は政府のほうにしっかり伝えていって、いわゆる事業の加速化だとか、

あるいは制度の規制緩和だとか、そのようなことを積極的に促していきたいなと、その

ようにも考えて、町にとってもプラスになるような取組を進めていきたいというふうに

思っております。自動運転なんかもレベル４にもうレベルとしては変わっていくという

ふうになってきているということでございます。 

○議長（杉山幸昭議長） ６番、小椋茂明議員。 

○６番（小椋茂明議員） 施策事業の中に地域住民及び全国自治体への普及啓発展開事業

というのがあるんですけれども、この中に住民の再エネ利用や省エネ意識を醸成するた

めの環境に配慮した行動に応じてポイント（地域通貨）を付与する取組の構築という説

明があるんですけれども、これどのようなイメージで展開していく流れなんでしょうか。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 今どういう設計にしていったらいいのかというのは、いろいろとありま

す。既にこちらのほうにもいろんなポイント制度がありますし、例えば健康ポイントな

んかというのも、これは動機づけにするのには非常に有効だということであります。そ

ういった意味で様々な省エネに関わるようなことをする。例えば、いわゆる食べ物の残

りをそれを資源化をするだとか、そういうたぐいのいろんな取組に対して多分ポイント

を付与して、より脱炭素に向けた日常生活の行動変容を起こしていくというようなこと

を期待するということであります。 
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  まだ、今のところはそれまでまだ具体的になっておりませんけれども、そんなふうに

して町民が楽しみながら参加するということも、これ非常に大事な一つになってくるだ

ろうというふうに考えておりますので、これから皆さん方とも相談をさせていただきた

いなと、そう思います。 

  それから、この脱炭素ドミノを起こすという意味では、１つには今取り組んでいるこ

の町の取組についてほかの方々に伝えていくという役割、これは結構視察の申込みだと

か、あるいは様々なセミナーで取組を発表してやるだとか、そういったことが中心にな

ってくるだろうと思いますけれども、それには一つ一つの成果が見えていっているとい

うことが大事になってくるだろうと、そんなふうに思っております。 

  いずれにしても、今段階の先行地域に選ばれたということだけで相当の問合せが来て

いるということであります。全てに対応するのがなかなか難しい状況がありますけれど

も、できるだけ応えて、ほかのほうに脱炭素の取組が普及されるような、そういう使命

を持っておりますので、応援をしていきたいなというふうに思います。 

  幸いなことに鹿追町も選ばれていますから、十勝で２つが選ばれたと、これまたすば

らしいことだというふうに思っています。十勝の潜在的な脱炭素の資源というのはたく

さんあるということのあかしでもありますし、たまたまバイオだとか太陽光だとか水素

だとかが軸になっていますけれども、ほかにはそれぞれの町にも温泉熱だとか地熱だと

か、風力のところもあるかも分かりませんし、そういった意味では十勝管内のほうにも

この取組というのは、資源があるという意味では、ぜひ一緒に高まっていくと十勝その

ものの価値が高まってくると、そんなふうにも思っております。 

○議長（杉山幸昭議長） ６番、小椋茂明議員。 

○６番（小椋茂明議員） この脱炭素先行地域に選ばれたことが、町にとっても町民にと

っても事業者にとっても大変有意義なことになることを願いまして、私の質問を終わり

たいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 以上で、６番、小椋茂明議員の一般質問を終わります。 

  ここで暫時休憩いたします。 

（午後 ３時５２分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後 ３時５３分） 

 ────────────────────────────────────── 

◇ 中 村 哲 郎 議員 
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○議長（杉山幸昭議長） 次に、７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） 質問させていただきます。介護に関する方針、計画について。 

  介護の問題は、「高齢者」「障害者」「介護される側」、「する側」、いずれにおい

ても誰もが直面し得る問題であり、いまや医療や科学技術の発展による長寿命化の裏で

全国的な問題となっています。 

  本町においても本件関連施設やその職員等の日頃の努力にもかかわらず、町民の皆さ

んにおいては不安を抱いている方々が少なからずいると思われます。本町の現状として

は、障害者用の施設が１件、高齢者用の施設が２件ありますが、中には職員不足で入居

希望者が入居できないという声も聞こえてきます。また、本町では希望がかなわないと

いうことで、町外に出ていく方がいるという話も聞きました。せっかく若い方々を招く

政策が成功している本町においては、悲しいことです。ましてや、出ていく本人にとっ

ては慣れ親しんだ地を後にすることは残念極まりないことだと思います。 

  一方、介護に問題があるとその家族は安心して働くことができず、現役世代の精神面

や収益面に影響を及ぼし、結果的に町民の健全性に支障を来すことにもなりかねません。 

  そこで、町長に以下３点について質問いたします。ただし、今回は自助（自ら行う管

理）、共助・互助（ボランティアや住民組織の支援）の環境整備を除く町独自の施策や

方向性、いわゆる公助についてのご回答をお願いしたいと思います。 

  １つ目、介護関連施設の計画について。 

  ２つ目、介護従事者の確保や待遇について。 

  ３つ目、介護を必要とする者を抱える家族への支援について。 

  以上です。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中貢町長。 

○竹中 貢町長 介護に関する方針・計画について、中村議員のご質問にお答えいたしま

す。 

  １点目の介護関連施設の計画についてであります。 

  本町では、高齢者が施設等に入居して介護が受けられるサービスとして、特別養護老

人ホームすずらん荘をはじめ、老人保健施設かみしほろ、地域密着型特別養護老人ホー

ムこまくさ苑があり、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）を加えると約140

人分の介護環境が整備されており、さらに、障害者向けでは、通所系の就労継続支援Ｂ

型事業所としてサポートセンター白樺は定員20名となっております。 

  これまで要介護認定者の動向や認知症高齢者の増加見込み等から計画的に施設整備を

実施し、認知症の方を対象に介護するグループホーム、重介護となり終末期を迎えるま
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での施設介護や在宅復帰を目指してリハビリに取り組む施設など利用者に合ったサービ

スを提供しており、新たな施設整備計画は現在検討中の障害者グループホームのみとな

っております。 

  また、家族の事情や本人の意向によっては、要介護状態が軽度なうちに施設生活を希

望する事例もあり、少数ではありますが町外の家族が居住する地域のサービスつき高齢

者住宅などへ移住する方がいるのも現状であります。 

  住み慣れた地域で安心した暮らしができるよう、最期までこの町で暮らしたいと思っ

ていただけるような支援体制の構築は、継続した課題であると考えております。 

  ２点目の介護従事者の確保や待遇についてであります。 

  全国的な介護従事者不足は、本町のような小規模自治体ではさらに深刻となっており、

施設を運営する法人としても継続して人材確保に努めているところであります。 

  町といたしましても、介護職員初任者研修の実施や道外の移住フェアへ法人と共に参

加し、直接情報発信を行い人材確保に向けた対応を行うとともに、介護従事者の人件費

分の一部を補助することにより介護従事者の待遇が低下しないよう支援しているところ

であります。 

  議員ご指摘のとおり、定員満床により入居者を受け入れられないという苦しい事情は

ありますが、限られた人員の中で入居者の安全確保とケアの質を低下させないようにす

る法人側の努力があるものと認識しております。加えて、今年度予定している見守りセ

ンサー等によるＩＣＴを活用した環境整備は、介護従事者の労働環境改善につながると

期待しているところであります。 

  また、障害福祉分野においては、非常勤職員の割合が多く中核的な職員の確保が課題

となっているものの、運営費の補助を継続しながら、引き続き安定的な運営と支援体制

の確保について支援してまいります。 

  ３点目の介護を必要とする者を抱える家族への支援についてであります。 

  町が現在実施しているケアラーへの支援としては、排せつや食事等に用いる介護用品

の購入費用の支援や在宅において重度の要介護者を介護する家族に対して慰労金の支給

を行っております。その他、町独自の三愛介護サービスの通所サービスなどは、ケアラ

ー支援の一部であると考えております。 

  今後もこれらの事業を継続しつつ、馬場議員のご質問に対する答弁にもありましたと

おり、ケアラーに対する実態調査を実施し、介護で悩み苦しむことのないよう早期から

相談できる場の確保など、さらなる支援を検討する必要があるものと考えております。 

  以上でございます。 
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○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） 答弁ありがとうございます。 

  今回は、介護についての質問であります。この問題は、先ほども言いましたように、

介護する側、される側、双方にとってよほど運がよくない限りは避けて通れない、明日

は我が身の問題であります。この問題が解消されないと、家族などの関係者も仕事や学

業に支障を来し、結局は現役世代の生産性も落ちることになりかねない社会問題です。 

  まず、１つ目の質問、施設計画についてでありますが、介護される側になってしまっ

たら、あるいはそのような人を介護する者にとっては、施設は必要不可欠なものです。

答弁の中では、今のところ新たな施設としては障害グループホームのみということです

が、現状その他の施設は本当に足りているという認識、満足できているものになってい

るのでしょうか。令和３年から５年の高齢者福祉計画では、すずらん荘には受入れ可能

な、部屋かベッド数か分かりませんが50床あると公表されていますが、必要数、供給量

ともに数値は38となっています。これは、ほかの外部から来る人も入れてなので実際の

数値はちょっとあの資料だけじゃ分からないんですけれども、一応38。また、老健かみ

しほろも50床あるというふうに書いてありますが、同資料では必要、供給量ともに28床

というふうになっています。合わせて100床受入れ可能であるにもかかわらず、必要、

供給量ともに66床、これに外部の人たちを入れて何床かになっているかと思うんですけ

れども、この数値を見る限りではまだ受入れ可能のように思います。 

  これ以上施設をつくる必要はないというふうに、これ足りているという数値ですから

思うんですけれども、でも、話を聞くと、やっぱり待機者、並んでいる人たちは何十人

もいるというふうに今聞いています。そもそもこの質問で新たな施設をつくるというこ

とを意図した質問ではないわけですが、これが本当の実態なのか、町民が満足できるか

どうかという、その確認として質問したいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 一部調査で待機がたくさんいるということと、いまいますぐという人と、

これ随分とあって、今から準備をしておきたいというようなことで希望に上げていると

いうような方がかなりいるというふうに聞いております。 

  そういった意味では、本当に必要なときに入れるかどうかということになってまいり

ますけれども、いろんなタイミングもあるわけですね。地元が空いていれば一番そこに

入れるということになりますし、そうでないときには近隣のところだとか、これはある

程度１町完結ということではなくて近隣も含めてその辺の充足をするというような考え

方に立っておりますから、逆に言うと、私の町でもよそからも受け入れる、こちらのほ
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うもよそにお世話になるというような関係でこの施設の運用が図られているということ

であります。 

  そういった意味では、今までこのきゅうきゅうとして足りないという状況というのは、

せっぱ詰まった状況というのはそれほどないなというふうに思っています。むしろ以前

は地域の人が住めないということであって、それに対して地域の密着型のグループホー

ムこまくさ苑、これ建設しました。これについては非常に好評で入っていただいている

ということで、どうしても地域のところで住みたいという人がそのような形で需要があ

って、供給もなされているということと、それから、お互いにその辺については相互に

やり取りするということだとか、あるいは申込みをした上でタイミングを見計らって、

この地元のほうが空いたときに入ってもらうだとか、そのようないろんな工夫をしなが

ら施設の選択をされてもらっているというふうに考えています。 

  いずれにしても、ここだけで全部全て町民が完結するということではなくて、お互い

に連携の下で介護福祉政策は動いているということであります。その辺はひとつご理解

いただきたい。 

  ただ、残念なのは、やっぱり介護従事者、職員が足りなくてベッドを空かさなければ

ならないというこの現実は非常にもったいないし、そしてそれはある意味ではこの施設

を造るのと違ってもっと手だてを講じるようなことができるのではないだろうかなと、

そこのような気がするわけですよね。 

  そういった意味で、今年度からだんだんだんだん人の移動が自由になったとすれば、

募集活動に対しても町としても積極的に応援をしていきたいということで、そう簡単で

はありませんけれども、諦めずにそういった取組をしていく必要があるんじゃないかな

と、そのように考えています。 

○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） 確かにタイミングとかいろんな問題があるので、地域の関係も

ありますし、いろんなことが絡んでいる難しい問題だと思います。 

  本町は令和４年に、特別養護老人ホームに入居できる資格が与えられる要介護３以上

の方が118名いらっしゃいます。そのうち先ほど言った66名が入居されていると、計画

でもそれぐらいになっているということで、タイミングはちょっと除いても、入居判定

をする委員会というのが多分あるかと思います、その判定をするですね。この判定され

るのが本当に町民にとって納得、私もそこはちょっと分からないんですけれども、本当

に満足できる状態かというのを、それもちょっと確かめたいんですけれども。今まであ

れですか、その判定については特に問題はないものなんでしょうか。そこは町長もお答
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えにくいかもしれませんが、実態というのをちょっと知りたいなと思っています。ちょ

っとよろしいでしょうか。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 施設のほうで選定されているということだろうと思います。私のところ

には直接、多分それは何らかの恣意的な動きがあるのかという懸念だろうと思いますけ

れども、少なくとも町長のところには直接そういった話というのは聞こえてきていませ

ん。 

○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） 皆さんが満足できるような入居というのが期待できるといいな

というふうに私も思っています。 

  これとは別に、ちょっと軽度な方々について、ちょっとグループホーム的な施設とか、

以前、馬場議員が提案したようなコンパクトシティにおける第三の家的なものをつくる

予定というのはないんでしょうか。今回の施設という中に、これ新設するというんじゃ

なくて、今までの施設、住宅とかいろんなことを利用して、そういうちょっと軽度の人

たちのコミュニティを図るような、そんなような計画というのは以前にもちょっと出た

ので、そういう計画はないのかというのをちょっとお聞きしたいんですけれども。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 いまいまそれが必要で具体的に議論されているという状況ではございま

せん。実態としてはそういうことであります。 

○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） 私がちょっとそれを思ったのは、やっぱり地域のコミュニティ

というのを図る上でですね。あと、元気な老人とかも含めて全体的な地域の包括ケアの

一環として、その中に仕事として元気な人たちが加わることで健康年齢というのが長引

けばいいなというふうに思って、そういうことをちょっと思った次第であります。そう

いった介護サポーターみたいな制度ですね、こういうことをつくることによって介護予

防にもつながるかなというふうに思ったんです。 

  総合計画にも、共に支え合うとか、健康で生きがいを持ってという文言が書いてあり

ますけれども、これを総合的に支えるシステム、仕組みをつくればいいなというふうに

思って今質問させていただきましたが、そのニーズはないというふうに今町長からの回

答なので。 

  ただ、資料の中に住民同士の支え合いのシステム構築ということで（新規）というも

のがあって、生涯活躍のまち上士幌が運営する人材センターとの連携を図りますという
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ふうに記載されていますが、こんなところは一応計画には入っていると思うんですけれ

ども、ここら辺は具体的にどういうことなんでしょうかね。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 具体的にその計画の中にあるということでありますけれども、直ちに動

くというような状況までは今のところは入ってないと。ただ、先ほどサポーター、介護

サポーターの話ありましたけれども、違った形でボランティア制度だとか、福祉ボラン

ティアみたいな形の制度だとか、そういったたぐいのはありますので、いろんな動きと

いうのは出てはいるんですよね。今言ったようにイメージされたがっちりとグループホ

ーム軽度のものがあって、それを介護サポーターがいて物事をつくるというような、そ

ういったことについては、いまいまのところでは具体的な状況にはないということでご

ざいます。 

○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） あと、最後に、今計画としてある障害者のグループホーム、こ

の唯一の計画というのは、今どういうふうになっているんでしょうか。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 いわゆる施設、やるとすれば、その運営主体になることが想定される福

寿協会のほう等との話合いということで、これまで継続して話はされているという状況

だと思います。ただ、現実問題、今でも介護人材が不足しているという状況でベッドを

空かせなければならないというそういう現実がありますから、そこに施設をつくって、

じゃそれを運営できる状況にあるのかと、こういう悩ましいという状況がまず現状とし

てあるということなんですね。ですから、それをつくることとそれを運営するというと

ころのなかなか状況としては時間がかかっているということだというふうに思います。

話合いといったって、いつもいつも急激に物事が変化しているという状況でありません

ので、窓口は開かれておりますけれども、その頻度についてはどのぐらいの頻度でやっ

ているかどうかについてまでは今承知しておりませんけれども、窓口を開いて、そして

それは検討していかなければならないということでは、関係者一致しているという状況

ではございます。 

○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） では、今町長も盛んにおっしゃられた人材不足なんですけれど

も、私もこの問題がちょっと一番大きい問題かなというふうに思って、２点目の質問、

介護従事者の待遇とか人材不足についての問題ですけれども、これは全国的な不足で、

何年か後の需要と供給のギャップについていろんな団体事業者が推計しています。町で
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も推計しています。この町の資料を見ると、2025年には24人、必要とされる人材に対し

て、いる人材が不足すると。2035年では28人と今推計が出されています。 

  現在町では、先ほども言われたように、介護職員の初任者研修などを注力していただ

きありがたいと思う反面、現状のやり方では先ほどの24人とか28人というこのギャップ

の数値は解消できそうにないと私は個人的に思います。これが一因で施設に受け入れら

れないということが発生する可能性が、今でも多分起きているんだと思うんですけれど

も、これが少なからず町民が抱いている不安の一つであるというふうに私は思っていま

す。 

  人材確保に向けた対応を行うとともに人件費の一部を補助することでという答弁、あ

と、障害福祉分野において中核的な職員の確保が課題というような答弁の中の文言があ

りましたけれども、なぜ集まらないのかというと、いろんな統計データにアクセスする

と必ずそこに理由が書かれていますが、その理由は全てほとんど共通しています。処遇

に不満を持っているので離職率も比較的高いなどということが、もう全てのデータの横

に書かれています。 

  端的に言うと、仕事の割に賃金が低いということです。これは社会的な問題ではある

けれども、社会的な問題だけで済ませていいのかというのが。さらに、休みが取りにく

いとか、出産とか育児も両立できないほど、そういうきつい職場であるとか、そんなよ

うなことがいろいろと書かれています。賃金構造の基本統計調査データを見る限り、職

種や勤続年数によっても異なりますが、大体ベースで産業平均に比べて月10万円ぐらい

安いという結果がもう表になって出ています。なので、少なくともその程度にしないと

人は多分来ないと私は思います。 

  このようなことを言うと、職場は賃金だけじゃないとか、雰囲気とかやりがいとか言

う人は必ずいますが、とにかく業界の賃金が安過ぎるのは事実で、これはもう全国的な

問題になっているのは、皆さんご存じだと思うんです。これを世の中の構造のせいにす

るのではなくて、町として必要不可欠な人材を本当に増やしてほしいということであれ

ば、この施策を講じるべきじゃないかなというふうに私は思います。どうでしょうか。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 これは各町村みんな悩みどころで、人材の確保をどうするかということ

でいわゆる賃金合戦が起きているという話も聞きます。それは際限なく、今度はどんど

んどんどん上がっていきますから、せっかくそのレベルになってもまた行くということ

で、そう簡単にそれで解決はしてないという話を地方自治体の首長のほうからいつも聞

かされています。ですから、賃金だけで解決するということでもないということであり
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ますが、必要条件の一つだということは、これは間違いないと、そんなふうに思います。 

  やっぱり給料については、基本的には介護報酬の中でどうするかというのが、やっぱ

り基本的に国の責任においてその辺は待遇改善をしっかりしてもらわないと、町村だけ

で解決するということにはなかなかなりづらいなというふうに思います。 

  さて、じゃどうすればいいのかということですよね。それはこの介護に限らず、今い

ろんなところで人材不足というのは指摘されております。農業にしてもそうですし、そ

れからホテル業でもそう、サービス業でもそのようになっています。とにかく日本の人

口というのはどんどんどんどん減っているという現実があって、労働力がそれに伴って

少なくなっているということでありますから、そうなるということになります。そうす

ると、あともう一つはやっぱり外国人をどのようにして受け入れるかというのが、これ

は一つ、また大きな判断の一つになってくると。そういう意味では、技能人材だとか、

あるいは特殊技能だとか、いろんな受入れのほうのその人の資質、能力によって個々の

滞在期間だとかになってきますけれども、この辺あたりもやっぱりこれからも重要なタ

ーゲットの一つになるのではないだろうかなと、こんなふうに思っております。 

  この町の取組については、賃金も一定のレベル、絶対これは必要になってくるという

ふうに思いますが、それ以外にもやっぱりこの町が住みやすいかどうかというのも非常

に大切な要素だと、そんなふうに考えます。特に首都圏から上士幌に移住してきている

方々、中村さんもその一人でありますけれども、給料の高給のところを目指して来てい

るということだけではないはずだと思うんですね。この町に自分のついの住みかとして

ふさわしい環境にある、それに伴って仕事があるという形になれば望ましいという方が、

結構その移住者の中には大半だろうというふうに思います。 

  そういった意味では、この町の様々な取組、若い世代であれば特に子供の子育ての関

係について非常に関心を持つということだろうと、そんなふうに思いますし、それから、

都会であれば閉ざされた人間関係を、こちらのほうに来るとまだ対面での人間関係、上

士幌に来たら非常に優しい人、これは応分の底上げもあるだろうと思いますけれども、

そんな話をしていただいているということでありますので、そういう意味での町全体の

やっぱり魅力の底上げをもう一つはしっかりしていくということも、これ非常に大切な

ことだと、そんなふうに思います。 

  それは、もう子育てから、あるいは就労の仕方だとか働き方だとか、あるいは子育て

の関係、それから老後になっても安心して住めるような、こういったことは行政として

は全体的な大事な仕事として必要になってきますので、今やっているような様々なまさ

に環境に優しいまちづくりなんていうのは、非常に環境に関心を持っている方々にとっ
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ては、こういったところで住宅を建てて住みたいという人も出てくる可能性だってある

んじゃないかなと思いますよね。その中に今の職場だとか、うまくマッチングできれば

いいなと、そんなふうに思いますから、１つだけで解決できるという話ではありません

から、それぞれその事業所における働き方、環境の改善、それから町は町として全体と

しての住みやすい環境をどうつくるだとか、それからしっかりそういう人方を求めてい

るメッセージを発信する、そういうプロモーション活動だとか、いろんな要素が重なっ

ていく、その結果として１人、２人という確保ができるのではないだろうかなと、こん

なふうに思っています。 

  これ、いろんなことについてもそうだと、そんなふうに思います。ほかの足りないと

ころの職員についてもそのように考えておりますし、結構北海道はそもそも物価も安い

分、所得も少ないと、これは東京より少ないというのはこれ現実でありますから、東京

に合わせるということはほとんどそれは無理でありますけれども、物価が安い分過ごし

やすいということがありますので、このようなことも含めてＰＲしていく必要があるん

じゃないかなと思っています。 

○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） 分かりました。 

  でもあれですね、やっぱり賃金が安過ぎるというのはやっぱり事実なので、ここは何

とか、何か知恵をひねって施策を考えていただけないでしょうか。よろしくお願いしま

す。 

  さらに、答弁にありましたように、ＩＣＴを活用した環境整備を徹底して行いという

のがありましたけれども、ここの部分については、話を聞くと、やはり介護者は結構事

務的な処理が多くて、報告であるとか内容を記録したりとか、そういうことが結構多く

て、そこが事務作業の軽減をすれば介護に専念できる時間が少し増えるというようなこ

とも話聞いております。ですので、そういったＩＣＴを使った環境整備というのは必須

だと私は思っているんですけれども。それプラス、また介護ロボットとか介助支援の器

具とか、そういったものが最近はどんどん発達してきています。ちょっと戻りますが、

事務処理の面とかも結構もうスマホ上で全て完結できるような、もうそんないいアプリ

も登場しているようなので、そういったところも含めて、それプラス介護ロボットとか

介助支援器具とか、そういった整備についてもお願いしたいと思うんですけれども。 

  ちなみに、デジタル田園都市国家構想推進交付金でここら辺のことというのは賄える

ものなんでしょうか。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 
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○竹中 貢町長 それほどハードルが高くない、いろんな募集の内容によって。うちで申

込みをしたのはデジタル田園都市構想ですが、第１弾のところで最大４分の３と。あそ

こは、時にはモデルになるような事業ではまずいと。普通はモデルになるのがいいとい

うふうに思って多分自信を持って最初は提案したんですが、それは今回の制度ではそこ

がないと。むしろ先行しているところを、しっかりそれを踏まえてここでやるというよ

うな事業だというようなこと、それに書き換えて出して、いわゆるドローンの事業費で

すね、総額１億ほどの事業費が採択されたということでありますので、今そのロボット

を使う、あるいはスマホを使う、デジタル機器を使うというようなことで先進的な取組

をうちの町でもそれをやりたいというような内容であれば、今の制度に合致するという

ことなんです。ということでありますので、採択の可能性はあるだろうと。どういう提

案をするかによって、それが採択の可能性があるということですから、これはデジタル

担当のほうのところとそういった団体のところが、それが対象になるかどうか、そうい

ういろんな条件ありますけれども、今そういったことで課題があるとすれば、それは一

つ受け止めて、今どんなことが必要とされているのか、そして補助制度に乗っていくこ

とができるかどうかというのは、これから検討させてもらいたいと、そのように思いま

す。 

○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） よろしくお願いします。 

  最後に、介護を必要とする者を抱える家族の支援ということなんですけれども、これ

は馬場議員の質問とちょっと重なってしまったので深くは言いませんが、実は私も、こ

んな単語あるか分かりませんが、人生の３分の２、40年間介護を家族ちょっとやってき

たのでロングケアラーというんですか、そんな感じです。なので経験だけは結構積んで

いるつもりです。 

  慰労金もありがたいんですけれども、日々の苦労は並大抵ではないので、しかも要介

護２まではいいんですけれども、要介護３以上になるともう本当に苦痛の極みというよ

うな感じです、普通の家族でやると。本人も介護者も結構急に精神的にまいってしまう

ことがあって、そんなＳＯＳの状況をキャッチできるシステムであるとか、例えばショ

ートステイであるとかデイサービスだとかホームヘルパーであるとか、そういうものを

そんなときに優先してあてがってほしい、そういう制度というかシステムというか仕組

みというか、つくっていただきたいなと思います。これは結構事故とか事件に結びつき

かねないので、こういうところは、ぜひ自分の経験も含めてそういうことをしていただ

きたいなというふうに配慮していただければと思っています。 
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  あと、追加で恐縮なんですけれども、介護される側の問題なんですが、これについて

は本人も幸せのために介護されないような予防策を講じることが一番じゃないかなとい

うふうに思っています。今、健康ポイントや各種健診とか体操とかセミナーとか、その

実施は非常にありがたいというふうに思っていますが、上士幌の65歳以上の人間が今

1,735人、要支援、要介護の認定者が315人、大体言うと1,700人中300人はちょっと認定

されているけれども、1,400人は何も、今健康の状態でいるということなので、ほとん

どその1,400人の中に皆さん入っていただきたいというふうに思うわけです。健康寿命

を延ばすような予防をすれば、最終的には介護保険料も少なくて済むはずなので、そう

いった企画をもっと増やすような工夫ができないかなというふうに思っています。 

  例えばなんですが、ちょっと安易ですが、健診ですけれども、例えば子供の医療費無

料ということを策で取ったわけですけれども、それと同じように予防のための健診はオ

プション健診も含め無料になるような、例えば5,000円クーポン券みたいな、がんのオ

プションは全部受けても5,000円ぐらいです。多分5,000円のクーポン券とか、あるいは

２年に一度の脳ドックの１万5,000円のクーポン券とか、そのぐらいは出しても何千万

かで済むかなというふうに私は思うんです。それが、その時点では何千万高いですけれ

ども、それが回り回って健康寿命が延びて介護のお金がかからないということを考えれ

ば、それはちょっと算定は難しいですけれども絶対そうなると思うので。 

  例えば、がん検診のオプションを無料にするようなクーポン券出すときにマイナンバ

ーカードを提示してくれればということを、例えばずるいですけれどもそういうふうに

すれば、マイナンバーカードも普及が見込めると、そんなようなこともいろいろ考えら

れないですかね、私はそういうふうにちょっと思ったんですけれども。そうすると将来

の医療費とか介護費用が安くなる、済むというふうに私は思ったので、子供たちの医療

費無料というのであれば、老人たちのオプションも無料にしてもいいんじゃないかなと

いうふうに私は思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 健康寿命の大切さというのは、それはもう非常に大切なことだというふ

うに思っていますし、それを主要な施策の一つに掲げさせていただいております。 

  どうしても高齢者になるといわゆる医療・福祉の施設をどうするかだとか、あるいは

サービスをどうするかというときに施策ができますし、それはある程度一定程度充足さ

れてきているというふうに思いますが、健康な人に対する施策というのはほとんどなか

ったということですよね。 

  でも、今お話あったように、健康な人が健康でいるということが一番本人にとっても
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大事なことだし、社会にとっても大切なことだと、そのように思って、それで健康寿命

の延伸を重要な柱にしながら、健康ポイントもそうだし、それから様々な検診もかなり

減免措置を取っていますね。40歳のときにはスタート事業としてただにしているという

こともありますし、それから、高齢者の健診についてもだんだんだんだん一部だとか制

限されているところも、若い世代と、若い世代というか一般と同じように健診を受けら

れるようにしたり、いろんな相当手厚い支援はしているつもりであります。 

  それをもっと象徴的に大胆にというような話だろうと、そんなふうに思いますが、そ

れが最善の有効策になるのか、ほかに手だては、一つの健康寿命の延伸のために一つの

提案として受けさせていただきますけれども、ほかも含めて健康寿命をどう延ばすかと

いうことはすごく大切なことだということでは共通の認識だと、そのように思っており

ます。ほかにも何か新たな取組でもあれば、ぜひというような感じしますね。 

  例えば、生涯活躍のまちのいわゆる人材センターで自分の能力を生かしてもらうと、

これも大事な健康の延伸のための一つの活力になるだろうと、そんなふうに思いますし、

それから学習活動に参加する、交流会に参加する、こういったこともそう。そういった

ことを全部含めて、健康ポイントのほうには反映をさせていただいているんですね。だ

から、その健康ポイントをもっと、そういったところについては上乗せするという方法

があるかも分かりませんけれども、何千万も健康診査をゼロにするためにという、何千

万もかからないだろうと思いますけれども、それとどの方法がいいのかなということは

考えていく必要があるというふうに思います。 

  いずれにしても健康寿命が大切だということであります。 

  マイナンバーカードについても、今度は保険証とひもづけられるということになって

きました。多分それがいろんなところに反映されていって、そしてそれがやっぱり便利

だなと思えるようになればどんどんどんどん行くだろうと思いますけれども、今はやっ

ぱりもし入っていないとすれば、マイナポイント、せっかく１人、入り方によっては１

万以上になるのかな、ことになっていますから、これは９月までということなので、町

でもそういったことについての相談事務だとかやっていますから、ぜひそれは、大体ご

夫婦いるとすれば２万円だとか、それ以上のお金になるんじゃないだろうかなと思いま

す。自分の消費にもつなげることもできますから、この際ぜひ参加していただければな

と、そんなふうに思っています。 

  ＳＯＳの関係では、非常時のいろんな体の調子が悪いときの発信だとか、その辺の手

だてはしております。家族がいて元気なところは、そういった機器は置いてないのか分

かりませんけれども、１人孤独に大変な状況にならないようにということは大切なこと
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だと、そんなふうに思います。家族がいるところまでにそれが必要になるのかどうかと

いうことだとかあります。独居老人だとか老夫婦のところなんかについては、そういう

非常時に安心できるような機器は用意させていただいているということでございますか

ら、それらについてもぜひご利用いただきたいなと、そんなふうに思います。 

  そういったことだったでしょうか。よろしいでしょうか。 

○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） 今行われている、皆さん非常に盛んにやって、先ほど言った体

操だとかセミナーだとか、いろんな事業やられているので、すごく人は集まっているん

ですけれども、あれについても、先ほど言った健康な人が1,400人いる、65歳以上の人

が1,400人いる。1,400人にはとても見えない、ほんの一部の人しか来てないんですよね。

あれを何かもっともっと広げる工夫を何かできないかなというふうに私は思っておりま

す。そのために、先ほど言った参加者にはそういう健康ポイントを与えるとか、職員に

ついても何か目標を決めて、ゴール達成したらポイントというか、この職員のポイント

については、ちょっと別の機会に質問させていただこうと思っているんですが、何かし

らプラスの評価を与えるというような、そんなような制度とか、そんなようなのを両側

につけるとまた増えるんじゃないかなと。それは、ひいては健康寿命の延伸につながり、

医療費とかそういった軽減につながるというふうに私は思っているんですけれども、そ

ういった策も何が一番の策かはよく分かりませんが、そういったことを検討していただ

きたいなというふうに思っております。 

  これで私の質問を終わらせていただきます。 

○議長（杉山幸昭議長） 以上で、７番、中村哲郎議員の一般質問を終わります。 

  これをもって一般質問を終わります。 

  ここで暫時休憩します。 

（午後 ４時３８分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後 ４時３９分） 

 ────────────────────────────────────── 

◎延会の宣告 

○議長（杉山幸昭議長） お諮りいたします。 

  本日の会議はこれにて延会いたしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 
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○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議はこれにて延会することに決定いたしました。 

  再開は、明日６月８日水曜日、午前10時でありますのでご承知願います。 

  本日はこれにて延会といたします。 

（午後 ４時４０分） 

 ────────────────────────────────────── 
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 ────────────────────────────────────── 

◎開議の宣告 

○議長（杉山幸昭議長） 定刻となりましたので、ただいまより本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

（午前１０時００分） 

 ────────────────────────────────────── 

◎報告第１号の上程、説明、質疑 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第１、報告第１号令和３年度上士幌町一般会計繰越明許費

繰越計算書の報告についてを議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 ただいま上程されました報告第１号令和３年度上士幌町一般会

計繰越明許費繰越計算書の報告についてご説明申し上げます。 

  当該繰越明許費につきましては、令和３年度の一般会計予算でご可決いただいた事業

の繰越明許費繰越計算書を調整し、地方自治法施行令第146条第２項の規定に基づき報

告するものであります。 

  内容につきましては、令和３年度上士幌町一般会計繰越明許費繰越計算書をご覧願い

ます。 

  計算書は、左から款、項、事業名、金額、翌年度繰越額、財源内訳の順となっており、

全７事業を記載しております。 

  続いて、主な繰越事業につきましてご説明申し上げます。 

  初めに、２款総務費、３項戸籍住民基本台帳費の戸籍住民基本台帳管理経費でありま

す。本事業は、本年３月の第２回定例議会第11号補正でご可決いただいたものであり、

マイナンバーカード所有者の転入・転出手続ワンストップ化のためのシステム改修経費

272万8,000円を翌年度へ繰り越したものであります。財源内訳は記載のとおりでござい

ます。 

  次に、３款民生費、１項社会福祉費の住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事

業であります。本事業は、本年１月の第１回臨時議会第９号補正でご可決いただいたも

のであり、補正後予算のうち臨時特別給付金の給付費や振込手数料等の事務経費など

3,254万8,838円を翌年度へ繰り越したものであります。財源内訳は記載のとおりでござ

います。 

  最後に、３款民生費、２項児童福祉費の子育て世帯等臨時特別支援事業であります。
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本事業は、昨年12月の第６回定例議会第８号補正及び本年３月の第２回定例議会第11号

補正でご可決いただいたものであり、補正後予算のうち臨時特別給付金の給付費や振込

手数料等の事務経費261万5,000円を翌年度へ繰り越したものであります。財源内訳は記

載のとおりでございます。 

  そのほか４事業につきましては、計算書に記載のとおりでございます。 

  以上、全７事業を合計しました翌年度繰越額は4,703万9,838円となっております。 

  なお、本７事業につきましては、本年３月の第２回定例議会最終日におきまして、第

11号補正により繰越明許費としてご可決いただいたものであります。 

  以上、報告第１号についてのご説明、ご報告とさせていただきます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより報告第１号に対する質

疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、報告第１号に対する質疑を終結いたします。 

  以上で、報告第１号については報告済みといたします。 

 ────────────────────────────────────── 

◎議案第３０号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第２、議案第30号上士幌町課設置条例の一部を改正する条

例の制定についてを議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  船戸総務課長。 

○船戸竜一総務課長 ただいま上程されました議案第30号上士幌町課設置条例の一部を改

正する条例の制定について、その提案理由と内容をご説明申し上げます。 

  町例規集は、第３編行政通則、第１章組織・処務をご参照願います。 

  提案理由でありますが、本町は脱炭素の取組を推進しており、今年４月には、脱炭素

先行地域として国に選定されたところであります。 

  今回の改正は、国の選定を受けて、脱炭素先行地域の目標として掲げる諸政策を具体

的に実施するため、ＳＤＧｓの推進及びゼロカーボンの推進を所管する部署として、新

たにゼロカーボン推進課を設置するものであります。 

  具体的な改正内容についてご説明いたします。 

  議案第30号関係新旧対照表をご参照願います。 

  下線部分が改正部分であります。 

  第１条の課等の設置では、新たにゼロカーボン推進課を追加するものであります。 
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  次に、第２条の事務分掌では、新たにゼロカーボン推進課を追加し、その事務分掌と

して、ＳＤＧｓ推進に関すること、ゼロカーボン推進に関することを追加するものであ

ります。 

  附則として、この条例は令和４年７月１日から施行するものであります。 

  以上、上士幌町課設置条例の一部を改正する条例の制定について、その提案理由と内

容をご説明させていただきました。ご審議いただき、ご可決いただきますよう、よろし

くお願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより議案第30号について質

疑を行います。質疑ありますか。 

  ５番、早坂清光議員。 

○５番（早坂清光議員） 昨日、一般質問で、定年延長あるいは職場環境というふうなこ

とで質問させていただきましたが、この課の設置条例に関わって、３点質問させていた

だきたいと思います。 

  １点は、ゼロカーボン推進課に何名の職員体制というふうになるのか。あるいは正職

員、あるいは協力隊等、どういう内訳になるのかということを１点お願いしたいと思い

ます。 

  ２点目は、非常に限られた職員数の中で様々な業務をされているわけですけれども、

役場内の管理職の皆さんあるいは一般職員の皆さん含めて、合意形成が図られていると

いうことでよろしいのかどうかということと、それから、３点目に、先般、十勝毎日新

聞で、社会教育主事を１名募集しているというような記事を見ましたけれども、今現在、

充足されていない、あるいはこれからの新たな業務に対応するというようなことで、協

力隊等も含めて、今募集をされているのは、どのような状況になっているのかというこ

とをお聞きします。 

○議長（杉山幸昭議長） 杉原副町長。 

○杉原祐二副町長 まず、１点目でございますけれども、新たなゼロカーボン推進課の体

制というご質問でございます。 

  体制については、現状今、８名程度ということで考えております。職員と協力隊等の

構成でございますけれども、まだ現段階ということでございますけれども、職員につい

ては課長を含め三、四名で、協力隊、そしてプロジェクトマネジャーで三、四名という

ようなことで、現状今、考えているところでございます。 

  ２点目の課の中の職員のほうと合意形成というようなご質問でございました。 

  一応、この見直しにつきましては、課長会議、そして職員組合にもお伝えし、そこの
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中でいろいろと協議をしてきているところでございます。一定程度の人事権という部分

もありますので、ご理解をいただくように努力をしてきたというところでございます。 

  ３番目、職員募集の状況でございます。 

  一般職員としては、今、デジタル推進課のＩＣＴ技術職員、それとＳＤＧｓ、ゼロカ

ーボン、そして社会教育主事ということで、現在３名の募集を行っているところでござ

います。 

○議長（杉山幸昭議長） ５番、早坂清光議員。 

○５番（早坂清光議員） 状況は理解しました。 

  非常に新しい業務に対応していくということで、昨日も申し上げましたけれども、１

年間ちょっと頑張れば終わるというようなことでなくて、中長期的ないろんな作業だと

思いますので、やはり職場の中の風通しがいいように、十分そういうことも配慮して取

組を進めていただきたいというふうに思います。 

  そんなことで、要望ということで申し上げて終わります。 

○議長（杉山幸昭議長） 要望でいいですね。 

  ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 大きく２点になるんですけれども、先ほど早坂議員も質問しま

した関係なんですが、８名募集、そこの課には七、八名とあるんですけれども、現在あ

る課の中で、ＳＤＧｓの関係を担ってきた方が企画の中におりますね、職員と、それか

ら派遣されている職員と。その方々は、この課のほうに移るのかどうか。重要な役割を

してきた方が主幹としているわけですが、その方はこっちに移るのかと。 

  その関係と、仕事の関係で、庁舎内の全体の仕事の割り振りの関係なんですが、順番

というわけではないと思うんですが、総務課があって、ゼロカーボン課が、２番ですか、

あって、デジタル課がいって、その下にずっと課があって、課長がずっといるんですが、

体制的に、今まではどうしても企画課中心に、いろんな事業を進めるときには取りまと

めを行ってきたというケースがあると思うんですが、私は庁舎内の課は全部平等であり、

もしやるとしても調整だろうと思うんですが、そうすると、何となく、ゼロカーボン課、

デジタル推進課というのが、取りまとめだと思うんですけれども、政策を持ちながらも、

そこそこの課の政策をきちんと融合的に整理すると、調整する課でなければいけないと

思うんですが、どうしても国からの補助事業も含めて、いろんな事業を推進する、11事

業の中で、全体50億円程度だったと思うんですが、その課を進めるための、どうしても

前へ前へというふうに進みがちになるんではないかと。 

  それを危惧するので、ぜひ担当課の意向なり要望なり、推進する課の仕事ですか、そ
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れも十分配慮してほしいというふうに考えています。 

  その中の２点目の中で、前回もらった資料の中で、ゼロカーボン推進課体制の案があ

って、庁舎内連携会議とあるんですが、令和４年度もうスタートしますが、その中で、

課を全部見てみましたら、保健福祉課と教育委員会関係、教育委員会は３つ課がありま

す、その課の方がそこの推進課の中に、構成部局の中に含まれていないんですが、それ

はどういうことなのかと。 

  先ほど、社会教育主事が入ったのは、教育委員会に入るわけじゃなくて、多分ここの

ゼロカーボン課に入ると思うんですが、そこに入るんであれば、全部の課が構成部局に

なるんだろうと思うんですが、保健福祉課、消防はちょっと分かりません、消防ももち

ろんないんですが、教育関係、３つの課はここに含まれていない、その理由について確

認したいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 杉原副町長。 

○杉原祐二副町長 まず１点目の、新たな課に現在の担当が異動するのかというようなご

質問だと思いますけれども、人事の関係ですので、はっきり申し上げることはできない

んですけれども、これまでやってきた部分という部分は加味しながら行っていきたいと

いうふうに考えております。 

  ２点目の、ある意味役割というようなことでございますけれども、これは従前の、例

えば総務課であったり、保健福祉課もそうですけれども、例えばコロナ対策とかという

部分は当然連携してやっていくということで、それで、保健・医療の部分でいけば、保

健福祉課が中心となって、ほかの課と連携していくと、これは業務を進める上で、そう

いうやり方をしてきているところでございます。 

  したがいまして、今回の新たな課という部分におきましても、ＳＤＧｓ、そして脱炭

素の取組については、各課と連携して行っていくという形になります。 

  個別のお話もございましたけれども、基本的にはそういう形で、連携する課とやって

いくんですけれども、そこの組織表にもございますとおり、全体でそれぞれ確認をして

いくということになっておりますので、進捗状況を確認しながら、連携して事業を進め

てまいりたいというふうに考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 課の設置の中の部署の関係については、これから人事問題です

ので、多少異動になりますと、それは確認いたしました。 

  そこで、先ほど言いましたゼロカーボン課が設置された場合に、この事業を進めるに

当たり、課の連携をしながら進めるということで、それは十分分かるんですが、11事業
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の中で、全部把握、一生懸命目を凝らして確認しているんですが、なかなか難しいこと

もありまして、私が先ほど言いましたのは、全部の課であるんであれば、教育委員会、

福祉課も全部、もし庁舎内というなら、そこの推進体制の中に入らなきゃいけないんじ

ゃないかという気もしたんですが、今ふとその説明を聞いたときに、11事業の中にこの

課があまり関わっていないのかなと、勝手な解釈したりするんですが、関わっているい

ないにかかわらず、大事な事業ですので、１から７まで課が入っているので、そこに入

らないから、推進するときに連携取らないという意味じゃないと思うんですけれども、

その辺は確認しながら、ぜひ一部の課だけが進むんじゃなくて、ゼロカーボン課はいろ

んなことで大事な事業ですので、全てのところに関わる事業として取り組むようにすべ

きだと私は思っています。 

  ただ、私自身は、ゼロカーボン課、そこにわざわざ課を設置して、どうしてもリーダ

ー的な役割になって、事業が前へ前へと進むんではないかという、ちょっと危惧してい

ますので、それは十分全体の中で、役場の課の中で、課の体制、全体ですね、庁舎内の

中で十分議論しながら進むようにということを提言といいますか、要望して終わります。 

○議長（杉山幸昭議長） 答弁はいいですか。 

  杉原副町長。 

○杉原祐二副町長 ただいま議員からありましたとおり、当然、脱炭素というのは全ての

課に関連してくるものでございます。ですから、昨日の一般質問でもございましたけれ

ども、それぞれの町民課であったり、保健福祉であったり、教育委員会もそうですけれ

ども、それぞれのところでＳＤＧｓ、脱炭素を意識しながら施策に結びつけていくとい

うことは大切なことであり、そういう意識をしながら業務を進めていくということで、

それらも推進体制の中で確認しながら進めていきますし、それぞれのプロジェクトの部

分に関しても、進めていくうちに必要な、関連するところが出てきた場合は、当然そこ

に入っていただきながら進めていくということで確認しているところでございます。 

○議長（杉山幸昭議長） ほかに質疑ありますか。 

  10番、馬場敏美議員。 

○１０番（馬場敏美議員） 今、山本議員の質問した部分と重複する部分になるんですけ

れども、基本的に私、ゼロカーボン推進課設置というのは賛成という立場で、その上で

質問させていただきたいんですけれども、４月にデジタル推進課、そしてまた、これが

可決されると、７月からゼロカーボン推進課という２課が増えて、10課体制になるとい

うことですよね。そして、10課体制、２課が増えるという中で、一つは課が今言ったよ

うに増えるという部分と、このデジタル推進課とゼロカーボン推進課というのは、今町



－102－ 

が事業として推進している中核をなす部分になっていくんだろうな、そんなふうに思っ

ています。 

  先ほど答弁もありましたけれども、いわゆる庁舎内全体が横断的な形でどう取り組ん

でいくかというのは、まさしく地域づくり、まちづくりなんだろうなと、そんなふうに

思っています。 

  それで、この２課が増えたということと事業量が増えていくということに対しまして、

今の答弁を聞いていますと、従来やっていた部分をより強化しながらやっていくという

ような形に聞こえたんですけれども、こういう重要な施策に対して課を増やす、事業量

が増えていくという中で、連携の在り方について、新たにこういう連携強化が必要なん

だとか、新たにこういう体制を取って進めていこうと思っているんだというような、そ

ういう考え方があるのかどうなのか。実際にそういう新たな体制を取った中で、地域づ

くり、まちづくり、横断的な形で進めようとしているのか、その辺ちょっとお伺いした

いと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 杉原副町長。 

○杉原祐二副町長 馬場議員のほうから、連携の在り方というご質問でございました。 

  当然、新たなゼロカーボン推進課におきましては、脱炭素とゼロカーボンということ

でいけば、連携するということと、それを全て任せるということではなく、やはりそれ

は全体の中で調整をして、旗振り役になっていかなきゃいけないということですので、

これは庁内的にはそういう形になりますので、そういう役割を担いながら、町全体の脱

炭素を進めていくというような役割と連携の在り方になるかと思います。 

  当然、先ほどお話しした部分でいけば、これまでやってきた課部局においても、脱炭

素、ＳＤＧｓを意識した取組をしてもらうというようなことも必要になってくるという

ことでございますので、当然、11の大きなプロジェクトを進めるということ、それもま

た連携して進めていく部分もございますので、そういった形で、新たな課においては、

推進する体制としていきたいというふうに考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ほかありますか。 

  ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸 明議員） まず、今回の新しい課の設置については、時代の趨勢という

部分と、町がこれから2030、2050含めて進む一つの出発点になるのかなと認識しながら

ご質問したいと思いますが、町長の大切な仕事は、この町を持続的に町民の幸せを継続

して維持していくという、大事なことは役場職員を育てるという、こんな大きなまず役

割があるんだと私は思っております。 
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  それらの役員の働き改革により、改善を踏まえながら、効率よく配置して、最小限で

最大の効果を見いだす体制をつくると、こんなことが、これから望まれる職員体制の一

つではないかと思っています。 

  何ゆえ、現在職員が約130名、地域おこし協力隊が19名、その他多くの期限付任用職

員等を含めて、合わせまして、ただいま職員含めて８名ほどの、どういう形で、内部異

動は別にしましても、増員があるのかなというふうに認識しております。 

  将来のことについて、まず財政的な部分について、人件費というのは、かなり経常的

にかかる予算というふうに私は認識しておりますので、財政の在り方も併せて、しっか

り説明する時期ではないかと思います。これが１点目であります。 

  ２点目になりますが、新しい課を設置する、その事業効果と人材の育成効果を確かめ

る必要が私はあるかと思います。ＳＤＧｓなりゼロカーボン課は、単に物をつくったり、

建物を造ったり、そういう対応でなくて、各課と連携し、先ほどもお話ありました、町

民と濃厚な協働、これを保ちながら、まちづくりの核となるところではないかと思いま

す。 

  町民との協力体制を構築して、本当に今回、民生業務、その他部分での事業が目立ち

ますけれども、民生・家庭の部分、町民に根づいた部分の、やっぱりゼロカーボン、ま

たＳＤＧｓに向かっていかなきゃならないという、そういう認識しておりますので、民

生・家庭部門の連携を推進することが大事だと思います。再度、この辺の認識と事業の

在り方の中に民生・家庭の部分をどう考えているか、これを確認させていただきたいと

思います。 

  最後になります。人事の関係ですから、これは行政の町長の一つの権限の中であると

思いますけれども、今、地元から職員に対して、地元の企業といいますか、これは町が

投資したという、そういう状況は別にしましても、２人ほど研修派遣という形で派遣し

ているところであります。非常に行政の本部のほうも厳しい人事の中で、いつまでこう

いう対外的に研修派遣を進めるのかという、これもやっぱりきちっとこの際整理しなが

ら、新しい課の在り方について対応すべきではないかと思います。 

  それと、もう一つ懸念する部分が、人事に関して、この時期、非常に人材、本当にい

るのかなと。就職活動も、大学のほうでは来年の部分を含めて始まっていますけれども、

そういう形を含めて、そういう段階で、採用人事ですね、本当にいるのかなという部分

で非常に懸念します。 

  前にも中間で優秀な人材を採用したつもりですが、結構やっぱりうまくいかなかった

とか、そういう部分もありますから、併せて、この時期の人事の採用、これについても
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非常に懸念するところありますので、その３点について、できれば町長を含めて答弁い

ただきたいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 杉原副町長。 

○杉原祐二副町長 まず私のほうから、３点のご質問、お答えしたいと思います。 

  まず、１点目でございますけれども、人件費と財政の在り方ということでございます

けれども、今年度からスタートしております第６期総合計画の中で、財政収支試算のほ

うをお示しさせていただいているところでございます。その中で、職員数といいますか、

人件費の部分ですね、一応試算をしてきているところでございますので、そういったこ

とも含めて、全体の中で計画でお示ししている部分で、財政のやりくりをしていきたい

というふうに考えております。 

  ２点目でございます。事業の効果、とりわけ民生部門というようなご質問でございま

した。 

  このことは、議員からもありましたとおり、非常に大切なところでございます。そう

いった意味で、町民の皆様の一人一人の行動変容というようなことを促すために、どう

いった形の周知をしていったらいいか、活動していったらいいかということがございま

す。 

  ただ、そこの部分というのが、どうしても人手がかかってくると。人手といいますか、

人的な作業が当然多くなってくると。ご説明するにしても、全体でやる部分もあります

し、出前講座のようなグループで説明する場面も出てくると思います。そのときには、

どうしても職員が対応して、るる説明するというような部分がございますので、そうい

ったことを通しまして周知をしてまいりたいというふうに考えております。 

  それと、今派遣している職員、いつまでかというご質問がございましたけれども、こ

の場でいつまでという部分はお話、断言はできないんですけれども、そこのそれぞれの

会社の中で、会社の運営がいったときに、その状況を見ながら判断していきたいという

ふうに思います。 

  それと、このときの採用に際して、人材が現在いるのかというようなお話でございま

すけれども、昨日の一般質問でもございましたが、なかなか人材の確保というのは難し

い状況ではございます。ただ、これまでも、地域おこし協力隊等の部分の採用のやり方

ですけれども、いろいろサイトを使ったり、そういった形で工夫しながら、採用活動を

しているところでございます。ただ、確保に向けて、その部分は努力していきたいとい

うふうに考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ８番、江波戸明議員。 
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○８番（江波戸 明議員） 改めてこのような状況で、今までの２課、課にしてよかった

のか、室でよかったのかを含めて、課のほうがいいという判断を町がされたというふう

に認識しますし、これについては、何らかの体制をつくっていかないと進まないという

のは重々認識しているところであります。 

  その中で、特に気になる点については、昨日のゼロカーボンの部分を含めて、一般質

問と何か所か同じような部分ありましたけれども、私はこの町、やっぱり美しいまちづ

くりという一つのコンセプトがあるんじゃないかと、それも必要じゃないかなと認識し

ています。その中で、景観をどう維持していくかと。 

  本当に景観というのは、いろんな形で、人々、住民の認識も違うかと思いますけれど

も、あちこちに太陽光発電の形が本当にあっていいのかどうかとか、本当にそういうこ

とも、ちょっと懸念しながらいるところであります。 

  本当に美しいまちづくりとか、ゼロカーボンに向けてはどう対応するか。特にＳＤＧ

ｓについては、ごみの問題とか空気とか、林の問題とか公園の問題、都市計画、水の問

題とか、優しさ、それから地域アダプトという部分も含めて、そういうのがきっとＳＤ

Ｇｓにつながっていくんだと思いますけれども、やはりその中には、美しさという部分

がきっとあるなというふうに認識しています。 

  ですから、この景観、本町に入ってきて、あちこちに太陽光の住宅がたくさんあるよ

というの、これも一つの売りかもしれませんけれども、景観的にどうかという、これか

らきっとこれは全国的な問題で、太陽光の景観、隣近所との取り合いといいますか、ト

ラブルといいますか、そういうのも見聞きしていますので、こういうことも十分に考え

ながら対応していただければと思います。 

  それと、もう一つ大事なのは、50億円の予算を計上しながら事業を進めています。こ

の中で、本当に本町に残るのは何かなという部分で、少しでも本町に循環できるお金が

回れるのかなと、その辺も十分に考えながら、やはり対応していかないと、せっかくこ

ういう事業をいただいた中でも、全部外に水漏れしてしまうと、こういうことのないよ

うな部分を一生懸命考えながら、本町でできる部分についても、本当に一生懸命検討し

ていただきながら対応していくような課になってほしいなと思いますし、物をつくるの

は、いろんな意味では簡単ですけれども、こういう形も含めて考えるのが、やっぱり行

政の役割かなというふうに認識しております。 

  それとよく、今回の問題でも、トップランナー的なという部分でありますけれども、

僕はそんなに頑張らなくても、職員がある程度の力量を発揮できるような体制の中で対

応していただければと思います。何かこれについて考え方があれば、ぜひ報告願いたい
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と思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 何点かありましたけれども、一つには、この成果のことですね。 

  成果については、今回提案している事業がしっかりと達成される、それが成果として

具体的に数量的にも見えてくるものだと、そんなふうに思いますから、これをいかに進

めるかが全てだということに思いますし、それで評価をしっかりしていただけると、そ

う思っております。 

  それから、官民連携の人材派遣の関係ですね。 

  この２つの会社は、そもそも地方創生という視点で、じり貧になっている地方、人口

減少、過疎、これを克服するために、今までの取組は、よく産官学というふうに言われ

て、そういった連携があって、様々な事業展開なり成果を上げていくと、こんなことが

言われていましたけれども、状況はそれどころでないよと、もっと深刻な状況になって

いると、人口減少というのはそういう状況だということで、そういったところが地方創

生の中では、産官学に加えて、いわゆる金融だとか、あるいはマスコミだとか、あるい

は町内の働く者だとか、そういったものを総力を挙げてこの問題に取り組むべきだとい

うような、そもそもの出発点があったということであります。 

  そのために様々な、国のほうとしても政策を出しておりますけれども、地方における

様々な観光資源、これをもっともっと有効に生かし、それが経済に回っていく、活力に

回っていくということ、そういった視点、大きくは、この町として可能性あるものとし

て、もう一つは、町民は必要としているけれども、行政だけではなかなかできない。し

かし、民間が会社としてそれを経営していくのには、なかなかそこにまた成果も出しづ

らいというような、こういった問題、今まちづくり会社がそうでありますけれども、分

かりやすく言うと、困り事に対してどう対応するかというようなこと、これについては、

これまでも様々な議会の中でも議論があって、例えば人材派遣の問題、それから介護初

任者研修の問題、こういったことを必要だと言われながら、なかなかそれを受け入れる

ところがなかったということですね、直接行政がということにもならないということが

あって。そういったことで、官民協働での会社を立ち上げたということでございます。 

  これまでもいろんなところでお話しさせていただいていますけれども、同じように株

式会社という性格は持っているけれども、本質的なところでは、その役割というのは２

つ別々にあるということです。特にｋａｒｃｈについては、道の駅を中心にして新たな

観光を、そこを拠点にして進めていくということ、これまでも観光については、その中

核になっていたのが観光協会、ＮＰＯになりますけれども、観光協会ということですが、
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そこは稼ぐという役割というのは、それほど重要視されていないということで、全国的

にはそこが中核になっていますけれども、もっと積極的にやるべきだというふうなとこ

ろの町も、ニセコなんかは早々と、いろんな三セクだとか会社化をして、いろんな成果

を上げているというふうなこと、この町のいろんな資源を含めると、それはそれとして

必要なことだなというふうなこと、そこではＤＭＯだとか、あるいは道の駅の新設に当

たって重要な、そこが役割を果たしていくということです。 

  もう一つのまちづくり会社については、先ほど申し上げたように、なかなかそれは行

政ではできない。したがって、株式会社ではあるけれども、なかなか配当についてはそ

う簡単ではないよ、こういう話をさせていただきました。結果的に、町が必要とする仕

事をやっていただいている部分はありますから、委託事業が多くなるというのは、それ

は当然だというふうに思っています。 

  そこに、大きな地域活性化、地方創生の視点ということで、それを進めるために役場

から人材を派遣しているということであります。多分、ちょっと早かったのか分かりま

せんから、今こういう状況というのは、組織がある程度動き始めているというのは、あ

る意味では、これまた先進的な事例であります。 

  最近、岸田総理の下で、新しい資本主義という考え方が出てきております。新しい資

本主義って何なのかというのは、僕らもなかなか読み切れなかったということでありま

す。今までいろいろと、前総理から含めてやってきたけれども、成長した部分はあるけ

れども、マイナス要素として格差の問題もあるという、そういう指摘でございます。 

  そういった中で出てきたのが、第３の会社という考え方であります。これからどんど

んいろんなことに挑戦する、そういった会社が出てくることが、地域の活性化、日本の

活性化につながっていくという考え方であります。その会社を従来の株式会社というこ

との考え方の下で従来どおり進めていくと、すぐ立ち上がったら、それは成果が求めら

れるということでございます。 

  一方、社会的な役割も含めたＮＰＯだとか、様々な法人がありますけれども、そうい

ったところについては、なかなか今度は、スピード感の問題が課題になるというような

指摘の中で、今まさに上士幌が取り組んでいるまちづくり会社なんていうのは、これが

これから求められている会社の一つの姿だと、これが新しい資本主義の考え方の一つに

というような、僕はそういう今、印象を受けてきております。 

  先駆けて取り組んできたことから、いろいろと理解を得るのに時間がかかっていると

いうことがありますけれども、まさに社会的な役割を果たしながら、その社会的な仕事

が、やがてそれが評価をされて会社として立ち上がっていく。でも、その成果が出るた
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めには、随分と時間がかかるということであります。 

  そういった状況をこれから国として進めていって、新たな企業振興を果たしていくと

いうことでありますから、そういった意味で、今までやってきたことが、引き続きこれ

をしっかりと支えていって成果を上げていくということが、逆にまた戻ってくると、地

域の振興につながってくるというふうに考えておりますので、そういった視点を押さえ

ながら、これから筆頭株主として、町としては、いろいろと注文といいますか、育てて

いくような視点で関わっていきたいと、そんなふうに思っております。 

  それから、美しいという考え方であります。確かに何もないという美しさでもあるだ

ろうし、緑というのがあるだろうと思います。でも、それよりももっともっと大切なの

は、今この大気が二酸化炭素で汚されているという、この環境の汚れた状況、これこそ

が美しさの逆に作用する、それを今、脱カーボンという視点でやるということは、極め

て美しさにつながる、そういう誇りを持って私たちは進めていくべきだと、そんなふう

に思っております。 

  決して緑を否定するということでなく、今までお話しさせていただいているように、

緑はより二酸化炭素を吸収する吸収源として、最も大きな役割を果たしていただいてお

ります。ですから、上士幌町75％の森林は、これは大切な資源、これもっともっと育て

ていくということであります。 

  そういったことでありますし、それよりも脱カーボンという、そこに美しさを私たち

は求めていきたいと、このように考えておりますから、太陽光のパネルがそれで景観を

汚して、これをやめるべきだと。であれば、じゃどうして今度は脱カーボンに向かって

いくのかと、もっともっと地球が汚れて悲惨な状況になっていくということだと思いま

す。 

  もう一つは、同時に指摘があったように、自分たちが行動変容を起こして、身の回り

の中で無駄なく消費活動する。それから、分かりやすいところでは、残飯をなくして、

食べられるだけのものを用意をしながら、そしてロスがなくなる、食品のロスをなくす

るだとか、あるいは料理の過程でできる残飯については、それは資源化をしてもらうだ

とか、こういったことは、片方では必要な大事なことだろうと、そんなふうに考えなが

ら、この脱カーボンというのは、やっぱり改めて、皆さん総意の下で進めていくべきで

あるというふうに思っておりますので、そのための体制でもありますし、そのために今

日このようなお話をさせていただいて、町民にも理解を求めていきたいというふうに思

います。 

○議長（杉山幸昭議長） ８番、江波戸明議員。 
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○８番（江波戸 明議員） 基本的に太陽光を私は否定するわけでなくて、やっぱり一定

程度の町としてルール化といいますか、そういう設置に対してのルール化とか、そうい

うことはやっぱり明確にしながら、隣近所の問題とか美観の、それから取付けの仕方と

かありますし、最終的には処分ということも頭に入れながら、太陽光についての事業と

いうのは完結されるものだというふうに認識しております。 

  そんなことで、僕は大事な、もう一つ、最後に町長のほうからなかったんですけれど

も、やっぱり町内で財政を回していくと、財源を回していくという、これもやっぱりど

こかで常に念頭にしながらしていかないと、町の地域地盤の膨れがないなと思います。

かなりの部分が外へいってしまいますし、もう一つ、新しく町が財政、資金を出した会

社が２つですけれども、これは町長の内部評価という部分については、かなり評価して

いるという部分ありますけれども、やっぱり外部、町民評価ですね、これもやっぱりど

こかで求めておかないと、やはり我々についても、安心した２つの会社が、本当に地域

の観光になっているのか、地域の福祉になっているのか、やっぱりそういうこともしっ

かり確かめていかんならないと。かなりの財政支援しているというのは認識しています

から、そんなことも含めて、今後対応していただければと思います。 

  これで質問を終わっていきます。 

○議長（杉山幸昭議長） 竹中町長。 

○竹中 貢町長 外部にお金をというお話がございました。そもそも脱カーボン、今まで

はエネルギー源というのは、ほとんど町外に出ているということですね。資料として皆

様方にお配りしている中にも入っていると思いますけれども、およそ９割は地域外に出

ているという、そういうデータであります。 

  今、ほとんど購入しているのが北海道の大手の電力会社、さらにその電力会社は、い

わゆるエネルギーとなる化石燃料ですね、これは海外から入れていると。これを地域の

中に戻すというのが、今回の脱カーボンの経済循環というところであります。何回も出

てきますけれども、経済・社会・環境、これを好循環をさせていくということでありま

す。 

  ですから、インフラの段階と、それからその後のずっと続いていくランニングコスト、

なければ、インフラでは、地元の中で太陽光をつくっているところはありませんから、

これはよそから入れなきゃなりません。そういったのは、これはやむを得ないことだと、

そんなふうに思いますけれども、その後の電気が町内で回っていくと、これは域外に出

る話ではない。多分メンテだとか、それはそれなりのことはあるだろうと思いますけれ

ども、そこのところが非常に大切な要素だということです。 
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  これは、ＳＤＧｓの考え方もそこにあるということであります。そういったことにも、

私としては共鳴・共感をして、この仕事というのは大切な仕事だと、最終的には地域の

活力につながっていくという考え方であります。 

  一面的に、インフラで町外から来た、それをもって全て町外にいくということではな

くて、できるだけそれは町内でもやっていただきたいなと、そんなふうに思いますが、

できないものはこれ、どうにもならないといいますか、残念ながら域外にも町外にもと

いうことありますけれども、何らかの関連を含めて、町内でやっていただきたいという

ことであります。 

  その後については、それは今度は、電気を自分たちの中で回していけるということに

なると、そこに大きな経済活動、経済効果が回ってくるだろうと、そんなふうに思って

おりますので、非常に大切な意味のある取組だと、このように思っております。 

○議長（杉山幸昭議長） ほか、質疑ありますか。よろしいですね。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、議案第30号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第30号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第30号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎議案第３１号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第３、議案第31号上士幌町税条例等の一部を改正する条例

の制定についてを議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  青木町民課長。 

○青木弘彦会計管理者兼町民課長 ただいま上程されました議案第31号上士幌町税条例等

の一部を改正する条例の制定について、その提案理由と内容をご説明申し上げます。 

  例規集は、第６編財務、第３章町税となります。 

  資料は、議案第31号関係１、上士幌町税条例等の一部改正の概要及び議案第31号関係
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２の上士幌町税条例等の一部を改正する条例新旧対照表をご参照ください。 

  それでは、一部改正の概要資料を基にご説明させていただきます。 

  １、改正の理由であります。 

  今回の改正は、令和４年度税制改正に基づき、地方税法等の一部を改正する法律が本

年３月31日に公布されたことに伴い、上士幌町税条例等の一部を改正するものでありま

す。 

  ２、改正する条例につきましては、上士幌町税条例（昭和29年条例第１号）及び上士

幌町税条例等の一部を改正する条例（令和３年条例第15号）であります。 

  ３、主な改正の内容についでであります。 

  （１）個人町民税につきましては、住宅ローン控除の特例が延長となります。所得税

の住宅ローン控除の適用者について、所得税額から控除し切れない額を所得税の課税総

所得額の５％の控除限度額の範囲内で個人町民税額から控除するものであります。 

  所得税における住宅ローン控除税制につきましては、2050年カーボンニュートラルの

実現に向けた対策が急務となる中、住宅の省エネ性能の向上や既存住宅ストックの有効

活用等を図ることが重要であるという観点から、適用期限を４年間延長し、令和７年末

までの入居者を対象とするとともに、省エネ性能の高い認定住宅等につき、新築住宅・

既存住宅ともに、借入限度額の上乗せが行われることとなったものであります。これに

伴い、従前同様に、所得税額から控除し切れない額を地方税である個人町民税額から控

除するものであります。 

  この規定は、令和５年度以後の年度分から適用するものであります。 

  次に、（２）固定資産税につきましては、土地に係る固定資産税の特例措置となりま

す。景気回復に万全を期すため、土地に係る固定資産税の負担調整措置について、激変

緩和の観点から令和４年度に限り、商業地等に係る課税標準額の上昇幅を評価額の５％

から2.5％とするものであります。 

  令和３年度税制改正において、新型コロナウイルス感染症により社会経済活動や国民

生活全般を取り巻く環境が大きく変化したことを踏まえ、納税者の負担感に配慮する観

点から、令和３年度は評価替えを行った結果、税額が上昇する全ての土地について、令

和２年度税額に据え置く措置が講じられました。 

  令和４年度は評価替えの結果が反映され、都市部など大きく地価上昇した地点を中心

に固定資産税が増加する見込みとなっておりますが、負担の急増と、新型コロナウイル

ス感染症の影響等による経済社会情勢の悪化とその後の回復状況を踏まえ、特例措置を

講じることとなったものであります。 
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  この規定は、令和４年度以後の年度分から適用するものであります。 

  （３）その他関係規定の整備、文言の整理としまして、法等の改正に伴い、その他所

要の規定の整備並びに引用条項及び文言の整理を行うものであります。 

  ４、施行期日等についてであります。 

  本条例は公布の日から施行し、一部の規定を除いて、令和４年４月１日から適用する

ものであります。 

  なお、改正前及び改正後の条文につきましては、議案第31号関係２の上士幌町税条例

等の一部を改正する条例新旧対照表に記載のとおりであります。説明は省略させていた

だきますが、お読み取りいただければと思います。 

  以上、提案理由と内容をご説明申し上げました。ご審議の上、ご可決くださいますよ

う、よろしくお願いいたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより議案第31号について質

疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、議案第31号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第31号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第31号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎議案第３２号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第４、議案第32号上士幌町国民健康保険税条例の一部を改

正する条例の制定についてを議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  新井保健福祉課長。 

○新井英次郎保健福祉課長 ただいま上程されました議案第32号上士幌町国民健康保険税

条例の一部を改正する条例の制定について、その提案理由と内容についてご説明申し上

げます。 
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  町例規集は、第７編民生、第３章国民健康保険をご参照願います。 

  提案理由でありますが、２点ございます。 

  １点目は、国民健康保険法施行令の一部を改正する政令が令和４年２月18日に公布さ

れ、同年４月１日に施行されたことに伴います所要の改正を行うものでございます。 

  ２点目は、令和元年度から行っている新型コロナウイルス感染症の影響による保険税

の減免について、令和４年度についても財政支援が行われることから、本町においても

引き続き継続するため、所要の改正を行うものであります。 

  次に、改正条文の内容についてご説明いたします。 

  別紙資料の議案第32号関係の上士幌町国民健康保険税条例の一部を改正する条例新旧

対照表をご覧ください。 

  第２条第２項において、国民健康保険税基礎課税額の課税限度額の医療分について、

現行の63万円から65万円に改正し、また、同条第３項につきまして、後期高齢者支援等

賦課金額の後期分につきまして、19万円を20万円に改正するものであります。第21条も

同様に改正いたします。 

  次に、裏面の２ページをご覧ください。 

  附則第14項の新型コロナウイルス感染症の影響による保険税の減免の特例につきまし

て、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて収入の減少が見込まれる世帯において、

対象をこれまでの令和３年度分までを令和４年度分までとし、令和５年３月31日までの

納期減の保険税について、減免を延長するためのものでございます。 

  なお、附則第１項の施行期日におきましては、施行期日を令和４年４月１日からとし、

第２項の適用区分では、令和４年度以降の国民健康保険税について適用し、令和３年度

以前は従前の例によるものとするものであります。 

  なお、この改正内容におきましては、本年４月に上士幌町国民健康保険運営協議会に

諮問し、承認の答申をいただいておりますことを申し添えます。 

  以上、上士幌町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について、その提案

理由と内容についてご説明いたしました。ご審議いただき、ご可決いただきますよう、

よろしくお願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより議案第32号について質

疑を行います。質疑ありますか。 

  ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 委員会の説明のときにも質問させてもらいましたが、今の国民

健康保険の町の基金状況、財政状況はどうなっているのかと。多分1,200万円ほどあっ
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たと思うんですが、それも含めて、今回は限度額だけの引上げなんですが、基礎賦課分、

医療分と後期高齢者分と。今後の財政状況によってはどうなるのかと、引上げもせざる

を得ない状況になってくるのかどうか、その点について質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 新井保健福祉課長。 

○新井英次郎保健福祉課長 まず、基金の状況でございます。こちらのほうは、現在、令

和３年度の仮決算が終わりまして、大体見込みが出てきております。決算後積立ても含

めますと、4,427万9,000円が現在の基金残高でございます。 

  こちらのほうも、金額的にはあるように見えるんですけれども、例えば令和４年度、

今年度は、基金のほうから1,880万円ほど繰り入れて運営をしていく予定になっており

ます。これで考えますと、２年で底をついてしまうということで、かなり財政的には厳

しい状況にあるところでございます。 

  今回、限度額を引き上げさせていただきましたけれども、その影響額というのは、お

よそ250万円程度の収入増になると考えておりますけれども、なかなかこれでも、かな

り厳しい状況でございます。このことから、現在、運営協議会のほうで検討しているん

ですけれども、令和５年度に向けて税率改正を検討してございます。 

  また、令和12年に北海道の税率統一化というのが決まっております。それに向けて、

その前段の第１弾として、令和８年度までに、これまで所得割と資産割ですね、資産割

の部分がちょっとなくなって、今まで４つの徴収の区分があったんですが、これが３つ

になるということで、これまで資産割の部分という収入がかなり大きかったものですか

ら、こちらのほうもなくしていくということが見込まれております。 

  このことによって、総体的にほかの税率が上がってしまうということもありますので、

この辺は、かなり利用者の方々に大きな影響を与えますので、今後議会、また町民も含

めまして、丁寧な説明を行って審議していきたいと思います。 

  また、９月の議会の前段の８月の委員会で、その辺のロードマップのほうを議会のほ

うにお示しさせていただいてご審議いただきたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 平成30年に統一化されましてから、厳しい状況があったと思う

んですが、激変緩和も含めて、上士幌町では限度額だけの引上げで抑えてきました。過

去に遡ったら、財政的に厳しいということで、平成23年にかなり税率引上げを行いまし

た。それ以後、ぐっとこらえて我慢してきたんですが、先ほど説明ありましたように、

令和５年に向けて税率の改正等が出てくるんではないかと。それから、資産割をなくす
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と、令和12年には、もともとの道の目的でありました保険料の統一化もいくと。そうい

うことになると、試算しなきゃ分からないと思うんですが、かなり引上げになってくる

と。 

  そういうことに対して、市町村会とか、そういうことでの動きはないのかどうか。や

はりこれだけ厳しくなるんであれば、多分小さい町、各市町村のほうが打撃があって、

結構大きい市にとっては、どちらかといえば緩和されるのがわかります。その辺の感じ

で、一生懸命頑張っているところへの負担が大きくなると。その辺について、市町村会

になるのか、その辺の関係で、どういう議論されているのか、要望とかしていないのか

とかについて確認したいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 新井保健福祉課長。 

○新井英次郎保健福祉課長 税率につきましては、議員おっしゃるとおり、10年前から税

率は改正しておりません。この点、基金等の利用とかを含めたりとかして、税率をなる

べく上げないようにということで努力してきたんですけれども、なかなかここに来て厳

しい状況になってございます。 

  また本町は、全国統一の税率というふうになるんですけれども、うちの町は全道に比

べると、所得がちょっと高いということになります。となってきますと、12年の税率統

一化になった際には、保険税が引き上げられるというふうな、もちろん考え方がまずあ

ります。それから、現在医療費が、ほかの全道に比べても低いということもありますの

で、こういったことから、総体的に税率の引上げというのはちょっとやむを得ない、う

ちの町は特に引上げというのは、かなり厳しい状況になってくると考えております。 

  こういった部分は、各担当者も説明会とか、そういうのも含めまして、北海道のほう

には要望を、かなり厳しい状況であるということも伝えておりますし、その辺はご理解

いただいているのかなと考えております。 

  今後、税率改正につきましては、先ほども申したように、丁寧な説明、また議論を尽

くして進めていきたいと思いますので、ご理解いただけたらと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） ほかありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、議案第32号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「はい」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありますので、これより討論を行います。 

  先に、本案に対する反対の討論を行います。 
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  ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 上士幌町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、

反対討論を行います。 

  今回の改正は、限度額の引上げが含まれるため、反対いたします。 

  医療分が63万円から65万円に、後期高齢者支援金が19万円から20万円に引き上げる内

容となっています。 

  国民健康保険は、制度的に大変不利な制度だと私は思っています。協会けんぽ、中小

企業共済組合、公務員や私学教職員、後期高齢者75歳以上以外の方が全て国民健康保険

に加入することになります。自営業、退職された方、無職の方が中心で、所得のない方

が３割も占めています。 

  そのため、国の制度として責任を持ち、医療費の負担を国の負担金として納めてきま

したが、この負担金は減らされてきました。このことが国民健康保険税の引上げにつな

がり、とても払えない状況になっています。さらに、平成30年度から広域化になり、町

からの繰入れや町独自の施策も行いづらくなってきています。 

  このような中で、国保税は毎年のように引き上げられてきました。平成20年度からの

状況をずっと資料としてまとめているんですが、平成23年度に、先ほど課長も答弁され

ましたように、税率の引上げがほとんど行われまして、大幅な引上げがありました。医

療分の均等割以外、限度額も全て引き上げられていました。 

  その後は何とか持ちこたえながら、頑張ってきていると思うんですが、限度額だけは

令和３年度以外、昨年以外は全て限度額引上げが行われています。限度額だけ比較して

みたんですが、医療分後期高齢者支援金、介護納付金の合計は、平成20年度は68万円で

したが、今回引き上げた分を合算してみますと、102万円と大幅に引き上がっています。

この方、払う方の町内の自営業の方、農家の方々、それほど収入が大幅に増えているわ

けではありませんが、限度額だけは、このように約２倍と引き上げられています。 

  このような中、毎年のように全国知事会等では、国保会計に国が１兆円投入すれば、

けんぽ並みに保険料を下げるといいますか、持ちこたえることできるんじゃないかと強

く要望しています。その中で、国の補助金もありまして、子供の均等割が今年から軽減

され、さらにこのことも含めて、制度の見直しが国の制度として必要と考えています。 

  今回の改正としましては、軽減措置の拡大もあるんですが、負担の減る世帯もありま

すが、限度額については町民の負担が増えるために反対いたします。 

  以上で反対いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、本案に対する賛成の討論を行います。 
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（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、本案に対する反対の討論を行います。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、本案に対する賛成の討論を行います。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ほかに討論がありませんので、これをもって議案第32号に対す

る討論を終結いたします。 

  これより議案第32号の採決を行います。 

  本案は起立により採決を行います。 

  なお、起立しない議員は反対とみなします。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することに賛成の議員の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○議長（杉山幸昭議長） 起立多数であります。 

  よって、議案第32号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎議案第３３号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第５、議案第33号上士幌町介護保険条例の一部を改正する

条例の制定についてを議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  新井保健福祉課長。 

○新井英次郎保健福祉課長 ただいま上程されました議案第33号上士幌町介護保険条例の

一部を改正する条例の制定について、その提案理由と内容についてご説明申し上げます。 

  町例規集は、第７編民生、第４章介護保険をご参照願います。 

  提案の理由でありますが、別紙議案第33号関係の１、上士幌町介護保険条例の一部を

改正する条例の制定について及び議案第33号関係の２、上士幌町介護保険条例の一部を

改正する条例新旧対照表により改正概要の説明をいたします。 

  １、改正の趣旨ですが、令和元年度から行っている新型コロナウイルス感染症の影響

による減免について、令和４年度も継続するため、上士幌町介護保険条例の一部の改正

を行うものであります。 

  ２、改正の概要の新型コロナウイルス感染症の影響による減免規定の継続についてで

ございます。これまで令和元年度から令和３年度分について対象としていた感染症の影
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響により収入が減少したこと等による第１号保険料の減免について、令和４年４月１日

から令和５年３月31日まで納期限が存在する令和４年度分の保険料についても対象とす

るものであります。 

  次に、議案第33号関係の２、上士幌町介護保険条例の一部を改正する条例新旧対照表

をご覧ください。 

  附則の第６条に、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少したこと等によ

る介護保険の第１号保険料の減免として、対象を令和４年度分までの保険料とし、令和

５年３月31日までの納期減のものについての減免を延長するものであります。 

  なお、施行期日は公布の日からとし、令和４年４月１日から適用するものであります。 

  以上、上士幌町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について、その提案理由と

内容について説明いたしました。ご審議いただき、ご可決くださいますよう、よろしく

お願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより議案第33号について質

疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、議案第33号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第33号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第33号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎議案第３４号から議案第３６号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第６、議案第34号北海道町村議会議員公務災害補償等組合

規約の変更について、日程第７、議案第35号北海道市町村総合事務組合規約の変更につ

いて、日程第８、議案第36号北海道市町村職員退職手当組合規約の変更について、以上

３件を一括して議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  船戸総務課長。 
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○船戸竜一総務課長 ただいま上程されました議案第34号北海道町村議会議員公務災害補

償等組合規約の変更について、議案第35号北海道市町村総合事務組合規約の変更につい

て、議案第36号北海道市町村職員退職手当組合規約の変更について、以上３件について、

一括して、その提案理由と内容をご説明申し上げます。 

  このたび、本町が構成団体となっている一部事務組合において、新規に加入する団体

があるため、地方自治法第286条第１項の規定により組合規約の変更が必要となること

から、議会の議決を求めるものであります。 

  初めに、議案第34号北海道町村議会議員公務災害補償等組合規約の変更について、具

体的な変更内容をご説明いたします。 

  北海道町村議会議員公務災害補償等組合につきましては、町村議会議員の公務災害補

償事務等を行っている一部事務組合であります。 

  議案第34号関係新旧対照表をご参照願います。 

  別表第１中、上川中部福祉事務組合を追加するものです。 

  なお、附則として、この規約は地方自治法第286条第１項の規定による総務大臣の許

可の日から施行するものであります。 

  次に、議案第35号北海道市町村総合事務組合規約の変更について、具体的な変更内容

をご説明いたします。 

  北海道市町村総合事務組合につきましては、市町村等の非常勤職員の公務災害補償事

務等を行っている一部事務組合であります。 

  議案第35号関係新旧対照表をご参照願います。 

  別表第１の組合を組織する地方公共団体について、「上川総合振興局（30）」を「上

川総合振興局（31）に改正し、「上川中部福祉事務組合」を追加するものです。 

  次に、別表第２の９の項中、「上川中部福祉事務組合」を追加するものです。 

  なお、附則として、この規約は地方自治法第286条第１項の規定による北海道知事の

許可の日から施行するものであります。 

  次に、議案第36号北海道市町村職員退職手当組合規約の変更について、具体的な変更

内容をご説明いたします。 

  北海道市町村職員退職手当組合につきましては、市町村職員等の退職手当支給事務を

行っている一部事務組合であります。 

  議案第36号関係新旧対照表をご参照願います。 

  別表（２）一部事務組合及び広域連合の表、上川管内の項中、上川中部福祉事務組合

を追加するものです。 
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  なお、附則として、この規約は地方自治法第286条第１項の規定による総務大臣の許

可の日から施行するものであります。 

  以上、議案第34号から議案第36号について、一括して提案理由と内容についてご説明

させていただきました。ご審議の上、ご可決いただきますよう、よろしくお願い申し上

げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより３件を一括して質疑を

行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、３件に対する質疑を終結いたします。 

  これより議案ごとに討論を行います。 

  初めに、議案第34号に対する討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第34号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第34号は原案のとおり可決されました。 

  次に、議案第35号に対する討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第35号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第35号は原案のとおり可決されました。 

  次に、議案第36号に対する討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第36号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 
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○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第36号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎議案第３７号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第９、議案第37号財産の交換についてを議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  渡部建設課長。 

○渡部 洋建設課長 ただいま上程されました議案第37号財産の交換について、その提案

理由と内容についてご説明申し上げます。 

  町道の除雪につきましては、企業体に業務を委託し、町が所有する除雪車の貸与と企

業体が所有する車両の借り上げにより実施しております。町が所有する車両につきまし

ては、お手元の議案第37号関係、建設機械保有台数一覧をご覧ください。 

  現在、町では11台の除雪車を所有しておりますが、このうち７台は国の補助を受けて

購入してまいりました。今回の財産の交換でありますが、平成14年度に積雪寒冷特別地

域における道路交通の確保に関する特別措置法に基づき、国の補助を受け購入した除雪

ドーザと同機種新車との交換について議決を得ようとするものです。 

  議案第37号をご覧ください。 

  交換に供する物品は、平成14年式古河機械金属株式会社製除雪ドーザ、汎用プラウ

（簡易脱着装置）付で、購入後20年が経過し、走行距離は約８万6,000キロメートル、

運転時間は約8,100時間であります。 

  交換により取得する物品は、除雪ドーザ13トン級、汎用プラウ（簡易脱着装置）付１

台で、交換前の車両と同等の機能を装備する車両であります。見積り合わせは５月20日

に、十勝管内の除雪ドーザ取扱業者の３社を選定し、執行しました。 

  交換の相手方は帯広市西24条北１丁目３番４号、コマツ道東株式会社帯広支店、支店

長、山中重幸氏であります。 

  交換の差額金は2,216万5,000円であり、財源につきましては、社会資本整備総合交付

金と過疎債を活用するものとしております。 

  なお、交換により取得とする物品の納入期限は令和５年２月28日であります。 

  以上、地方自治法第96条第１項第６号の規定により、議案第37号の財産の交換につい

て、その提案理由と内容についてご説明申し上げました。ご審議いただき、ご可決くだ

さいますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより議案第37号について質
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疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって、議案第37号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第37号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第37号は原案のとおり可決されました。 

  続けてやってよろしいですか。 

（「はい」の声） 

 ────────────────────────────────────── 

◎議案第３８号から議案第４０号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第10、議案第38号令和４年度上士幌町一般会計補正予算

（第１号）、日程第11、議案第39号令和４年度上士幌町国民健康保険特別会計補正予算

（第１号）、日程第12、議案第40号令和４年度上士幌町水道事業特別会計補正予算（第

１号）、以上３件を一括して議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  杉原副町長。 

○杉原祐二副町長 ただいま上程されました議案第38号から第40号の令和４年度一般会計

並びに２特別会計補正予算の内容についてご説明申し上げます。 

  補正総額は、１億293万6,000円の増額補正となります。補正後の予算規模は、一般会

計並びに５特別会計の総額で107億9,619万6,000円となります。 

  それでは、各会計の補正予算の内容を申し上げます。 

  議案第38号、一般会計補正予算（第１号）であります。 

  １ページをご覧ください。 

  第１条では、既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ9,951万2,000円を追加し、総額を

87億5,980万7,000円とするものです。 

  補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、２

ページから３ページの第１表のとおりです。 



－123－ 

  第２条では、４ページの第２表にありますとおり、地方債補正といたしまして、過疎

対策事業の限度額を５億6,190万円から５億6,540万円に変更補正するものです。 

  次に、歳出のうち追加補正の主なものといたしましては、８ページの脱炭素先行地域

づくり事業2,300万1,000円、９ページ、庁内テレワーク環境整備事業428万円、同じく

選挙管理委員会経費362万5,000円、11ページ、新型コロナウイルスワクチン接種体制確

保事業463万2,000円、未熟児養育医療費給付事業822万9,000円、12ページ、みどりの食

料システム戦略推進事業735万円、有害鳥獣駆除経費250万円、13ページ、商店街活性化

対策事業500万円、北海道バルーンフェスティバル開催事業867万4,000円、新型コロナ

ウイルス感染症対策宿泊業支援事業934万4,000円、15ページ、生涯学習センター管理運

営経費351万円を追加補正いたします。 

  事項別明細書以下につきましては、説明を省略させていただきます。 

  次に、18ページをご覧ください。 

  議案第39号、国民健康保険特別会計補正予算（第１号）です。 

  第１条では、既定の歳入歳出予算の総額からそれぞれ476万7,000円を減額し、予算の

総額を７億4,728万9,000円とするものです。 

  第２項の歳入歳出予算の金額は、19ページ、第１表のとおりです。 

  主な補正の内容につきましては、22ページ、３款国民健康保険事業費納付金の一般保

険者医療給付分424万8,000円及び後期高齢者支援分59万5,000円を減額補正するものです。 

  事項別明細書以下につきましては、説明を省略させていただきます。 

  次に、24ページをご覧ください。 

  議案第40号、水道事業特別会計補正予算（第１号）です。 

  第１条では、既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ819万1,000円を追加し、予算の総

額を２億4,807万6,000円とするものです。 

  第２項の歳入歳出予算の金額は、25ページ、第１表のとおりです。 

  補正内容につきましては、27ページ、簡易水道施設改良事業819万1,000円を追加補正

するものです。 

  事項別明細書以下につきましては、説明を省略させていただきます。 

  以上、一般会計並びに２特別会計の補正内容についてご提案申し上げました。よろし

くご審議を賜り、ご承認くださりますようお願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより会計ごとに質疑を行い

ます。 

  それでは、議案第38号令和４年度上士幌町一般会計補正予算（第１号）から質疑を行
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います。 

  初めに、事項別明細書の歳出から質疑を行います。 

  事項別明細書の歳出は、８ページから款ごとに一括して質疑を行います。 

  歳出、総務費について質疑を行います。 

  ８ページから９ページまで質疑を行います。質疑ありますか。 

  ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 企画費の脱炭素先行地域づくりの事業なんですが、今回、２事

業を委託として、委託料1,000万円、1,000万円で2,000万円組んでいますが、今年度は委

託の関係なんですが、委託の内容とその後について、多分来年度から具体的に事業が始

まると思うんですが、委託も含めたそういう事業の進め方については、今後、いつのと

きに説明があるのかと。 

  あと、最終日なんですが、新たに３、４、５の事業についても最終日に出ると思うん

ですが、委託料が出るというふうに説明資料の中に、前にもらった資料の中にあるんで

すが、そういうことも含めて、どの時点で、今年度６月議会に出されるのは、前示され

た11事業の中の５までが示されるんですが、具体的な日程というか、その後の11まで含

めて、どんな形で事業を進めていくのか、その辺を、いつどういう形で説明受けるのか

質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 まず、今回の委託２件につきましては、まず一つは、いわゆる

大規模発電設備ということで、メガソーラーの分の関係であります。もう一点は、役場

庁舎を含めた周辺のマイクログリッドを構築するという、この２つの事業になりますが、

いずれにしましても、工事するに当たりましても、設計をきちんとしなければいけない

というところで、今年度、まずその設計をプロポーザルで今想定しておりますが、そう

いった形で委託を今考えております。 

  ただ、今現時点、具体的にどう進めるべきかというところを今検討しておりまして、

取りあえず委託費だけ今回上げさせてもらいますけれども、執行に当たりましては、そ

の辺しっかり中身を詰めて、慎重を期して委託の発注を進めてまいりたいというふうに

考えております。 

  先般の委員会でお示ししました11事業のうちの、まず先行地域の交付金に絡まない、

別の環境省の計画づくりの支援事業がありますが、１番の部分になりますけれども、そ

れについては、今プロポーザルで、委託で動き出そうとしております。それについては、

来週の総務文教厚生常任委員会、公開委員会のほうでご説明を申し上げたいと思います。 
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  あと、このほか、いろいろ事業を立ち上げていかなければいけないんですが、一般向

け住宅、そして事業者向けの太陽光の事業を新たにつくっていかなければいけないんで

すが、これにつきましても、いろいろと環境省に確認をしながら進めないと、実際進め

ては、補助対象外になってしまったといったことも避けなければいけないということで、

中身を相当詰めて発注していこうということで、先般の委員会で、６月の委員会、来週

の常任委員会で要綱等を示すというお話をさせていただきましたが、これについては、

もうちょっと中身、相当詰めていかなければいけないというところで、お時間をいただ

ければというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 今回の予算の中での２つの事業については、プロポーザルで委

託をしたいという説明を受けたんですが、プロポーザルに委託をするとしても、その前

の前段、町の企画ですか、どういうことをするというのがまとまっていないと、プロボ

ーザルにもかけられないと思う、それは多分６月、今予算通りますので、今年度中に委

託、最終日までにその計画ですか、上がればいいと思うので、その辺はどんなスケジュ

ールになっているのか。 

  今回だけでもかなりきついのに、さらに、あと２事業が６月の末の最終日補正と、全

ての事業、すごく目まぐるしいので、ぜひきちんと精査しながら進めていかないと、ち

ょっとでもミスがあったりなんかした場合に、お金は来るはいいけれども、町の負担が

どうのこうのとかになると、結構大変な事業だと思うんで、きちんと詰めながら進めて

ほしいと思っています。その点について質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 まさしく議員ご指摘のとおり、中身をしっかり精査していかな

ければいけないというところと、あと、相当な数の事業を立ち上げて、今後いかなけれ

ばいけないと。企画財政課のみならず、建設課のほうでも進めてもらう事業等もござい

ますので、当然横の連携をしっかり取りながら、なおかつ本当に発注に際しては、本当

に慎重を期して進めていきたいというふうに考えておりますけれども、いずれにしても、

議会ともしっかり協議をしながら進めていくということでご理解をいただきたいと思い

ます。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） もう一回ありますので、講師の謝礼の関係ですが、二、三回ほ

どある、これは町民向けも含めてなんですが、町民向け、それからプロジェクトチーム
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も含めてなんですが、どういう形で講師を呼んで説明会等、一応ざっくりとした説明は

もらってはいるので、その辺について質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 今後プロジェクトチームを立ち上げていきますが、先般も申し

上げましたとおり、今回については、脱炭素に重きを置いてプロジェクトチームを立ち

上げていくと。なおかつ、町民理解を当然求めていかなければならないというところで、

町民説明会であったり勉強会を開催というところで、そういったところに専門的な知識

を有した方を講師でお呼びして、対応していきたいということで考えておりますが、こ

れについては、先行地域づくりの交付金を活用できるというところで、その辺をうまく

財源を確保しながらということで進めていきたいというふうに考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸 明議員） 今の同じく企画費の脱炭素先行地域づくりの旅費の関係で、

ちょっと確認させてください。 

  今回、かなりの旅費を対応しながら、先に頂いた資料を見ますと、セミナー及びフォ

ーラムの出席という形で185万円何がしという部分で、かなり大きなお金が旅費で対応

しています。きっとこれは、これから町民説明なり、それから、この対応を含めていく

と思うんですけれども、ぜひ町民への研修の結果とか、そういう部分についての還元を

しっかりしていただきたいと思いますが、そこら辺についての考え方あるかどうか確認

させてください。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 この職員旅費の関係でございますけれども、提案書のほうにも

記載をしておりますが、全国的に普及、横展開をしなければいけないというところで、

この旅費を計上しております。もちろん交付金事業の交付金対象といったところで、今、

江波戸議員おっしゃったところは、横展開を全国的にするんですけれども、それをきち

んと町民にも還元するといったところかと思いますが、当然そういう点も含めて、この

予算を生かして活用していきたいというふうに考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） 10番、馬場敏美議員。 

○１０番（馬場敏美議員） ８ページの同じく脱炭素先行地域づくりについてなんですけ

れども、いろいろ報道等を見ますと、脱炭素先行地域選考に当たって採択される中で、

いわゆる2030年にＣＯ２排出ゼロを目指す地域を選定したというようなことで報道され

ている部分なんですけれども、そこの認識でいいかどうか、まず、それちょっと確認さ

せてください。 
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○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 目標としましては、2030年における民生部門、家庭業務の部門

になりますが、そこにおける電力消費に伴う二酸化炭素の量を実質ゼロにするというこ

とでございます。 

○議長（杉山幸昭議長） 10番、馬場敏美議員。 

○１０番（馬場敏美議員） ちょっとその辺、私、認識不足だったんですけれども、民生

部門という範囲、町の計画書を見ますと、一般住宅のパネルとか、あと設置住宅の新し

い新築ですとか、既存で設置されている部分ですとか、そういうところを書かれている

んですけれども、民生部門というのは基本的に、ここに書かれている範囲ということの

認識でよろしいんですか。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 今国が進めようとしているのが、まさしくこの民生部門であり

まして、いわゆる民生部門というのは、一般住宅、あと公共施設等の施設、あとは事業

所においても、例えば事務所とか、そういったところです。工場とかは、ちょっと別の

部門になります。 

  今、民生部門のほかには、あと産業とか運輸とかありますけれども、とにかく国が今

進めようとしているのは、この民生部門のところの2030年の実質ゼロを目指すといった

内容になっております。 

○議長（杉山幸昭議長） ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸 明議員） 今、委託の関係も先ほどありましたので、ここの質問につい

ては割愛していきたいと思いますけれども、プロポーザルという形であるということで

すけれども、基本的にプロポーザルについての段階では公開するのかどうか、これだけ

を確認させてください。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 本町は、いろいろプロポーザル、いろいろやってきております

けれども、ケース・バイ・ケースで公開だったり非公開でやっておりますけれども、や

はり脱炭素については、町民も関心が高いかなというところはありますので、公開を前

提に考えていきたいというふうに考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） 次に進んでいいですか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、民生費から衛生費に入ります。 

  10ページから11ページまで、質疑ありますか。 
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  ４番、野村恵子議員。 

○４番（野村恵子議員） 11ページの未熟児養育医療費給付金のことについてお聞きいた

します。 

  822万9,000円、この中身というか、お聞かせください。 

○議長（杉山幸昭議長） 新井保健福祉課長。 

○新井英次郎保健福祉課長 この事業につきましては、未熟児に生まれた乳幼児が受けら

れる医療給付制度になっております。 

  例年ですと、実績としてはゼロとか１件ということで、当初120万円の予算を組んで

おりました。ここに来て、双子以上のお子様が生まれるということで、それが大体、今

の見込みで９名おります。それで、大幅に今回増額させていただくということになって

ございます。 

○議長（杉山幸昭議長） ４番、野村恵子議員。 

○４番（野村恵子議員） ９名というのは、すごく今年は多いと思います。 

  それで、未熟児というか、リトルベビーハンドブックというのがあるのは知っていま

すか。知らないかな。道内では苫小牧で１件だけなんですけれども、普通、母子手帳を

発行するに当たっては、普通、健常児というか、普通体重で生まれた子たちが基本で、

母子手帳の中身になっているんですけれども、リトルベビーハンドブックというのは、

低体重の子たちに向けた成長の過程とか、いろんなことを書いているんですけれども、

上士幌町でもこれを導入して、子育てにいろいろな支援があるんですけれども、未熟児

に対する生まれた後の支援とかケアなんかは必要だと思うんですが、その考えがあるか

どうかお聞きいたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 新井保健福祉課長。 

○新井英次郎保健福祉課長 ちょっと申し訳なくて、リトルベビーハンドブック、ちょっ

と私も理解不足で申し訳ありませんでした。 

  ただ、もちろん生まれてからの後のケアというのも、とても大事なものでありますの

で、保健福祉課としても、その辺はきちっとケアをして、今後も対応していきたいと考

えておりますし、今後も必要な支援策というのがもしあったら、そういうのも検討して

いきたいと考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ほか、よろしいですか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、農林水産業費から土木費に入ります。 

  12ページから14ページまで質疑を行います。質疑ありますか。 
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  １番、渡部信一議員。 

○１番（渡部信一議員） 林業振興費のところで、有害鳥獣駆除経費、この中身について

は、先般の産業経済建設委員会において説明されたと思います。私も、委員外議員です

けれども傍聴していたので、その中身は聞いたわけですけれども、特に鹿対策だと思う

んですけれども、かなり鹿が増えているわけなのでね。そして、現在までも様々な、電

気柵だとか、あるいは音だとか、そういったものを個人的あるいは補助事業等で設置は

しているんですけれども、今回また新たに、こういった道具といいますか、こういった

ものを農協が事業主体になって補助事業をすると。 

  それはそれで、私は結構だと思うんですけれども、非常に鹿等が増えています。日々、

そういう生産現場というか、そういうところに私も住んでいるわけでして、そういった

装置をそこに置いたとしても、そこが１か所の入り口でないわけですね。そこの周辺の

エリアは確かに入ってこないですけれども、それを装置の利かないエリアというのは、

そこにまた集中的に、鹿も学習能力があって、そういうところに集中的に、また被害を

被ると。 

  そして、そういったことについて、これは単なる林業振興費というよりも、年間二千

四、五百万円ぐらいの被害というか、そういったことも示されたわけですけれども、そ

ういったことで、抜本的な駆除というか、そういったことに力を入れていくような、そ

ういうことは考えられないのか。猟友会等は、それぞれ出動したり、そういった活動は

しているんですけれども。 

  そういう中で、先般、北海道新聞において、同じ先端技術を活用しながら農業を進め

ている更別村ですね。ちょうど委員会の説明があった時期だと思うんですけれども、道

新に同じようにドローンと、空飛ぶ自動車というか、そういうことを開発しているキャ

リオ技研というか、そういう企業が、ドローンの企業ですね。それが更別村と協定した

と。既に広尾、大樹、幕別等々と、そういった鹿の駆除というか、そういったことを進

めたわけです。新たに更別村と連携協定して、更別村は、ちなみに農業被害額は上士幌

の半分ぐらい、1,200万円ぐらいというふうなことで書いてあるんですけれども、そう

いったことで、ドローンで追い払って、ハンターが待ち伏せしているところへ追い込む

と。そこで駆除したものを、この会社が缶詰に加工して製品にしているという。 

  その写真まで出ていたわけですけれども、上士幌もドローン等で、農林課の予算でい

えば、空飛ぶ受精卵みたいな、そういったことも当初予算に出ていたわけですけれども、

まさにこういったところに、本当に困っている、あるいは１か所追っても、また別なと

ころからどんどん入ってくる。そして、そっちのほうが逆に集中的にひどくなっていく
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ような、そういうことであるからして、それはそれとしてもいいんですけれども、こう

いったことも総合的に、せっかく町長等も、ドローン、ドローンとドローンに力を入れ

ているわけですから、こういったことも総合的に、町としてぜひ研究していく必要があ

るんでないかなというふうに思うところであります。 

  委員会の最終局面で、委員長のほうから、ドローンによるそういった駆除の方法はな

いのかといったら、それは課長のほうから、それはデジタル課の話だというような、そ

んなことで振っていたわけですけれども、まさに先ほどの、それぞれの課の、こういっ

たことになると、課が横断的に、有機的に調整を取りながら進めていかないと、デジタ

ル課、あるいは農林課、あるいは鹿の食肉加工となれば、商工観光課にもなるだろうし、

まさにそういったことを複合的に、有機的に、これからのこういった課題については、

ただ鹿をその場所から追い払うだけではなく、未来を見据えて、やっぱり駆除していく

ような、頭数を減らしていかないと、どんどん、年々見ているけれども、集団が増えて

いっています。 

  そんなことを含めて、ぜひ検討する必要が、あるいは先進地のそういったところの取

組等も十分考慮というか、検討を深めながら進めるべきだと思うんですけれども、そこ

ら辺の考えについて、この際要請と、あとお尋ねしておきたいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 林農林課長。 

○林 峰之農林課長 エゾシカの被害、こちらにつきましては、それこそ平成30年11月頃

から国有林のほう、立入りがちょっと厳しいという状況になってございまして、全道的

に、特に道東では、鹿の被害が増えてきたという状況でございます。 

  そのような中、先端技術という部分も、実は農林課も検討してございまして、令和３

年度におきましても、北海道内の公共牧場で、ドローンを使って牛を移牧させるだとか、

追っていくだとか、そういう取組している業者さんがございましたので、その関係の方

にも、鹿対策だとか熊対策だとか、ドローンを使ってできないのかというお話を何回か

打合せさせていただいたというところではございますが、その時点では、なかなか技術

的には、今難しいというお話をされたところでございます。 

  ただ、ドローンは日々進化しているという部分もございますし、それこそ新聞報道で

も、正直ここまでできているんだという部分も驚いたところではあるんですが、技術的

に本当に進歩してきているというところで、農林課としましても、先日の委員会では、

デジタル課と連携しながら、デジタル課に投げるわけじゃなく、もちろん農林課もしっ

かり主体になりながら、ドローンの技術、検討していくというところで、今打合せをし

ているという状況になってございます。 
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  いずれにしましても、鹿対策、特にドローンで全てができるというわけでもないです

し、それこそ今回補正させていただきます鹿よけの設備、これをつけたからといって、

またいなくなるわけではないというところで、農林課としましては、駆除と装置だとか、

例えば先端技術だとか、この辺、総合的にうまく使いながら、少しでも被害を減らして

いかないと駄目かなというところで、駆除につきましても、有害駆除のほうですね、猟

友会さんのほうにお願いしながら、しっかりと対応もしていきますし、鹿を追い払うと

いう部分でも、今回農協さんと協力してやっていくと。 

  あと、ドローンにつきましては、新聞報道ありましたので、積極的に情報収集しなが

ら、少しでも農業被害を減らせるように、次年度に向けて検討させていただきたいと思

います。 

○議長（杉山幸昭議長） 梶デジタル推進課長。 

○梶  達デジタル推進課長 ただいまの、本町で、デジタル推進課のほうで、いろんな

ドローンの取組をしているところで、そういったところに活用ができないのかというと

ころですが、実は農林課のほうから、そういった機材の提案もいただいて、実は我々の

ほうで、今ドローンもいろいろ進化しておりまして、物流専用の物が運べるドローンで

すとか、捜索支援に本町のサービスで活用しているドローンですとか、もしくはドロー

ンショーのようにエンタメの分野で使うドローンですとか、いろいろ進化されている部

分がありまして、捜索支援サービスのドローンのところは、発見するというところでい

うと、鹿の発見にも近いんではないかということで、実は相談をしてみました。 

  物理的には、そういったドローンを使って、例えばドローンで大きな音を出して鹿を

逃げさせるだとか、実際にできるかどうかはあれなんですが、駆除することはできない

ですけれども、ＢＢ弾のような空気銃のようなものを発射して鹿を逃げさせるだとか、

そういったことはできるかもしれないというような話でした。 

  ただ、そもそも鹿をどう駆除するかといったところでいったら、ハンターの方とどう

連携をするかだとか、あとそもそも、鹿が来たというところで、ドローンを行かせるこ

とはできるんですけれども、そもそも鹿が入ってきたところを感知するための、例えば

スマートフォンであったりカメラを設置して、それが感知したらドローンを飛ばすだと

かというところでいうと、なかなかお金が結構かかってしまうんじゃないかというとこ

ろでいうと、これまでの駆除の方法との費用対効果の部分の比較も必要ではないかとい

うことで、我々もせっかくドローンの費用が関わっていますので、いろんな提案をしな

がら、今後ともそういった企業からの情報収集も図ってまいりたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 
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○議長（杉山幸昭議長） 渡部議員、今回の予算はひとつあれして、将来的な話について

はまた、いろいろ委員会とか別の機会の中で質問いただくということで、よろしいです

ね。 

  皆さんにお諮りいたしますけれども、あと教育費とか特別会計、それから理事者に対

する総括質疑、採決というふうに残っておりますので、休憩取らないで、今２時間もや

ってしまったわけですけれども、休憩取りますか、昼。多分、昼の延長かけても、まだ

15分や20分、内容によっては、もっとかかるのかなという気はするんですけれども。 

  あと、理事者への総括質疑を予定している方はいますか。いないですか。 

  理事者以下、課長の皆さん、昼遅れますけれども、時間延長かけてもいいですか。町

長もいいですか、そういう面で、時間延長かけて。 

（「はい」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） それでは、この際、昼12時になりますけれども、休憩取らない

で、このまま進行したいと思いますので、よろしくお願いします、時間延長して。時間

延長というよりも、昼休みを少し審議のほうに使わせていただくことにしたいと思いま

す。 

  12ページから14ページまで、ほかありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、教育費に入ります。 

  14ページから16ページまで。 

  ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸 明議員） 15ページの生涯学習センター管理運営の関係について確認し

たいと思います。 

  17番の備品購入費、リモート会議等対応機器77万5,000円についてです。 

  これから、コロナばかりでなくて、リモート会議がかなり活用されるというふうにな

る時代だというふうに思っています。今回、教育委員会から、リモート会議等の対応機

器という形で上がってきていますけれども、これはやっぱりデジタルの中で、デジタル

課、庁舎総体、また議会も含めて、こういうリモートの在り方といいますか、そういう

部分について整理したほうがいいんじゃないかなと思いますし、また、できれば専用の

部屋といいますか、共有できるような場所とか、そういうことも考えるということも必

要な時代だと認識しますし、やっぱり効率的なリモートの会議の運営に対応するための

設備ということも考える時代だというふうに認識していますので、この点について考え

方、デジタル課のほうから、よろしくお願いしたいと思います。 
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○議長（杉山幸昭議長） 梶デジタル推進課長。 

○梶  達デジタル推進課長 今回、別途教育委員会のほうから生涯学習センター、上が

っておりますが、歳出の８ページをご覧になっていただきたいんですが、こちらの２－

１－16の電子計算組織管理経費のところで、備品の購入を今回予算を上げさせていただ

いております。これも新型コロナウイルス対策の交付金を活用させていただきますけれ

ども、こちらで計上している予算でございますが、こういった役場庁舎内においても、

非常にオンラインのウェブ会議の頻度が増えているというところで、それに対応するた

めのオンライン専用のパソコンを３台と、またウェブスピーカー、ウェブ会議に対応す

るためのスピーカーとカメラのセットを３台、また大型のディスプレーを２台というの

を購入させていただきたいと思っております。 

  大型ディスプレーの設置場所については、３階委員会室と２階のＡ会議室ということ

で、この装備を持って、今各課のほうで増えているウェブ会議等々に対応していきたい

と、そのように考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸 明議員） 先般も議会のほうも議運等で、これからはリモートの部分だ

なという部分がありまして、議会は議会でという予算のつけ方という部分認識はしてい

たんですけれども、やはり共有して使えるとしたら、今あったように、きちっと内容を

説明しながら、今初めて聞いたといったら問題かもしれませんけれども、やっぱりそう

いうことをやりますよという部分は周知しながら対応していただきたいと思います。 

  そういう形で、これからリモートばかりでなくて、デジタルに関わる機器とか設備と

いうのは、やっぱり日進月歩で進んでくると思いますし、また我々についても、行政の

中でもかなり使うような形になるかと思いますので、その点、ある程度の概要計画があ

ってもいいのかなと思いますので、その点確認させてください。 

○議長（杉山幸昭議長） 梶デジタル推進課長。 

○梶  達デジタル推進課長 なかなか、今おっしゃられたようなところで、専用のオン

ライン会議、例えばシェアオフィスに行けば、オンライン専用のブースなんかもあるん

ですが、役場内でそういったものを今設置していくとなると、かなりの経費がかかって

いくというところと、庁舎のほうも今後、改築に向けて検討が始まるというところもご

ざいますので、一旦は現状の会議室の中で、ある程度の数を備えて、各課のオンライン

会議に対応していきたいと、そのように考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ほかありますか。 

（「なし」の声） 
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○議長（杉山幸昭議長） 次に、地方債に関する調書は、17ページを一括して質疑を行い

ます。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、事項別明細書の歳入は、６ページから７ページまで一括

して質疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、事項別明細書の総括表は、５ページを一括して質疑を行

います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 次に、一般会計補正予算書の１ページから４ページまでを一括

して質疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 以上で、議案第38号令和４年度上士幌町一般会計補正予算（第

１号）の質疑を終わります。 

  次に、特別会計補正予算の質疑を行います。 

  特別会計の質疑は、歳入歳出を一括して質疑を行います。 

  議案第39号令和４年度上士幌町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、18ペー

ジから23ページまで一括して質疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 以上で、議案第39号令和４年度上士幌町国民健康保険特別会計

補正予算（第１号）の質疑を終わります。 

  次に、議案第40号令和４年度上士幌町水道事業特別会計補正予算（第１号）は、24ペ

ージから27ページまで一括して質疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 以上で、議案第40号令和４年度上士幌町水道事業特別会計補正

予算（第１号）の質疑を終わります。 

  次に、各会計補正予算に対する質疑が終了いたしましたので、これより町理事者に対

する総括質疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 質疑がございませんので、町理事者に対する総括質疑を終了し

たいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 
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○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、町理事者に対する総括質疑を終わります。 

  以上をもって、議案第38号から議案第40号までの令和４年度各会計補正予算に対する

質疑を終結いたします。 

  これより、議案ごとに討論、採決を行います。 

  初めに、議案第38号令和４年度上士幌町一般会計補正予算（第１号）の討論を行いま

す。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第38号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第38号は原案のとおり可決されました。 

  次に、議案第39号令和４年度上士幌町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）の討

論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第39号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第39号は原案のとおり可決されました。 

  次に、議案第40号令和４年度上士幌町水道事業特別会計補正予算（第１号）の討論を

行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第40号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第40号は原案のとおり可決されました。 
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 ────────────────────────────────────── 

◎散会の宣告 

○議長（杉山幸昭議長） 以上で本日の議事日程は全て終了いたしましたので、本日の会

議を終わります。 

  明日からは休会とし、本会議の再開は６月24日金曜日午前10時でありますので、ご承

知願います。議事運営にご協力いただきまして、大変ありがとうございました。 

  本日はこれにて散会といたします。 

（午後 ０時０８分） 
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 ────────────────────────────────────── 

◎開議の宣告 

○議長（杉山幸昭議長） 定刻となりましたので、ただいまより本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

（午前１０時００分） 

 ────────────────────────────────────── 

◎議会運営委員会の報告 

○議長（杉山幸昭議長） 議会運営委員会より、本日の議事運営について発言を求めます。 

  議会運営委員長、２番、山本和子議員。 

○議会運営委員長（山本和子議員） 議会運営委員会よりご報告を申し上げます。 

  議会運営委員会は、６月20日午前９時より委員会室において、議会運営委員全員の出

席をいただき、説明員に副町長の出席を求めて委員会を開催し、本日の議事運営及び議

案の審議方法等について審議いたしました。 

  議会運営委員会の審議の結果、本日の議事日程及び議案の審議方法については、既に

お手元に配付のとおり決定いたしましたので、ご報告申し上げます。 

  この際、議会運営委員会において協議されましたことについてご報告申し上げます。 

  １点目は、日程第４、同意第１号は人事案件でありますので、議案の上程の前に本会

議を休憩とし、休憩中に全員協議会を開催いたしたいと思いますので、ご承知おきお願

いいたします。 

  以上で議会運営委員会の議事運営報告を終わります。 

 ────────────────────────────────────── 

◎会議案第９号の上程、説明、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第１、会議案第９号議員の派遣についてを議題といたしま

す。 

  会議案の朗読を省略し、直ちに提案者である２番、山本和子議員から提案理由の説明

を求めます。 

  ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） ただいま提案されました会議案第９号の提案説明を申し上げ、

議員各位のご理解と賛同を賜りたいと思うものであります。 

  この会議案については、さきの議会運営委員会におきまして、議会運営委員全員の賛

同を得まして、委員長であります私が提案者となった次第であります。 

  会議案第９号は、北海道町村議会議長会が主催する北海道町村議員研修会に議員全員



－141－ 

が参加すべく、ご提案を申し上げるものであります。 

  本年度の研修会は、７月６日に札幌市札幌コンベンションセンターにおいて、講師に

政治ジャーナリストの泉宏さんをお招きし、講演が実施される予定であります。翌７日

には、北海道自治会館において、北海道町村議長会参与の勢籏了三さんを講師としてお

招きいたしまして、議会改革に関する研修を行う予定であります。 

  議員各位の満場の賛同を得まして会議案をご可決いただきまして、議員全員が参加を

し、研修を深めていただきたいと思うものであります。 

  以上をもって、会議案第９号の提案説明といたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 本件については、質疑及び討論を省略いたします。 

  これより直ちに採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、会議案第９号は原案のとおり可決されました。 

  なお、この際、お諮りいたします。 

  ただいま議決した議決事項について、諸般の事情により変更する場合は、議長に一任

願いたいと思いますが、ご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、諸般の事情により変更する場合は、議長に一任することで決定されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎報告第２号の上程、説明、質疑 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第２、報告第２号株式会社生涯活躍のまちかみしほろの経

営状況の報告についてを議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 報告第２号株式会社生涯活躍のまちかみしほろの経営状況の報

告につきまして、地方自治法第243条の３第２項の規定により、ご報告申し上げます。 

  別紙事業報告書の２ページ及び３ページをご覧ください。 

  令和３年度第５期事業の概要ですが、９つの受託事業及び独自事業が実施されており

ます。 
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  受託事業につきましては、１、起業家支援センターの活用事業、２、生涯活躍機会の

創出に向けた人材マッチング事業、３、生涯活躍に向けた人材育成事業、４、まちの生

業づくり支援事業、５、健康づくり促進事業、６、上士幌町独自の関係人口づくり事業、

７、無料職業紹介事業、８、生活支援コーディネーター業務、９、ふるさと納税推進業

務、以上９つの事業であります。 

  さらに、チャレンジショップ運営や町内団体のイベント企画運営事業、施設リノベー

ションデザイン事業など、独自事業にも積極的に取り組まれております。 

  第６期となります今年度、令和４年度においては、第５期に引き続き、生涯活躍のま

ちかみしほろ創生包括加速プロジェクト業務、無料職業紹介業務をはじめとした受託事

業、さらに独自事業を積極的に行うこととしており、事業計画や売上げ目標などが示さ

れております。 

  次に、４ページ、株式の状況でありますが、前期と変更がなく、資本金、株主の内訳

など、記載のとおりでございます。 

  今期の事業収益・資産につきましては、売上高が前期より約4,260万円減少しつつも、

販売費及び一般管理費の縮減により、当期純利益は1,394万7,723円となっております。 

  続きまして、５ページ、取締役及び監査役の状況、従業員の状況につきましては記載

のとおりでございます。 

  次に、今期の実績報告につきましては、６ページから９ページに記載のとおり、各種

事業が実施されております。後半にありますとおり、独自事業も積極的に展開してきて

いるところでございます。 

  ９ページ下段の今期会議体等報告でありますが、株主総会をはじめ、６回の取締役会

が記載のとおり開催されております。 

  なお、事業の打合せのため、定例会議が毎月１回開催されておりますが、この場にお

きましては、町企画財政課担当職員も出席し、情報共有を図ってきております。 

  続きまして、14ページ、第５期決算報告書につきましてご報告いたします。 

  15ページ、16ページの貸借対照表をご覧ください。 

  記載のとおり、左側の資産の部合計、右側の負債、純資産の部、決算額合計がそれぞ

れ7,222万9,695円となっております。 

  次に、17ページをご覧ください。 

  損益計算書ですが、売上高は町受託金の5,736万4,178円と人材センター事業、ふるさ

と納税事業や独自事業などの売上げ4,939万5,062円などを合わせて１億675万9,240円と

なっております。売上げ原価は2,904万8,093円で、売上高から売上げ原価を差し引いた
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売上げ総利益は7,771万1,147円となっております。この金額から販売費、一般管理費を

差し引いた経常利益は2,066万722円となっており、特別利益、特別損失がゼロで、税引

き前当期純利益が2,066万722円となります。法人税、住民税及び事業税を差し引きまし

て、当期純利益は1,394万7,723円となっております。 

  18ページの販売費及び一般管理費の内訳、棚卸資産の計算内訳、19ページの株主資本

等変動計算書、20ページの個別注記表はそれぞれ記載のとおりでございます。 

  ここで、１ページにお戻りいただきたいと思います。 

  最後、本町としましての点検評価についてご報告申し上げます。 

  経営状況についての予備的診断における評価としましては、Ａの経営努力は行いつつ

事業は継続としております。 

  次の、詳細の点検項目では、①事業の適切性につきましては、Ｂの改善が必要として

おります。理由としましては、人材マッチングシステムの本格運用までに時間を要した

ことから成果の遅れが生じた点にあります。今後の会員数拡大に向けた努力が必要との

コメントを付しております。 

  ②赤字を圧縮するために効率経営の自助努力を十分行っているかどうか。③事業を継

続するための必要最低限の収支、財務状況を維持しているか。この２点につきましては、

Ａの適正という評価を行っております。 

  ④今後の方向性に関するコメント、克服すべき課題につきましては、令和４年度をも

って国からの交付金が終了することから、公益性や地域課題を考慮しつつ、今後の当該

会社における事業の在り方について行政としっかり協議しながら進める必要がある旨の

コメントを付しております。 

  ３、その他特記事項につきましては、記載のとおりでございます。 

  以上をもちまして、令和３年度株式会社生涯活躍のまちかみしほろの経営状況の報告

とさせていただきます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより報告第２号に対する質

疑を行います。質疑ありますか。 

  ２番、山本和子委員。 

○２番（山本和子議員） 委員会でも報告がありまして、質疑していますので、それは大

枠、ここではまたではなくて、全体的なことについて質問いたします。 

  町の報告書に対する適正かどうかのＡ、Ｂ、Ｃの段階の中で、最後のほうに、今年度

でもって、令和４年度でもって交付金がなくなると。来年からどうなるかと。そのこと

については、委員会でもお話ししたんですが、委託事業をどうするかの整理と、それか
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ら委託をするのか、町が独自でやるのかを整理すべきと。これは、検討を要するという

のは町のほうの検討だと思うんですが、それをどんなふうに検討していくのか、令和４

年度中に検討しなければいけないというふうに思っています。 

  それから、まちづくり会社の独自の活動を含めた、結果的に自立して株式会社と行く

方向に進むんだと思うので、どのように援助していくのか、２点、質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 まず１点目の、国からの交付金が切れるということで、今後の

事業の在り方という点になろうかと思いますが、今期については、今２クール目の３年

目ということで、これまで６年にかけて国からの補助金を頂いているわけですが、今後

の事業の在り方としましては、次の交付金が当てにならないとなれば、当然町の持ち出

しということになろうかなと思いますが、これまでのような事業を、同じ水準でという

難しさはあるのかなというふうに思っております。 

  このまちづくり会社の在り方としましては、やはりまちづくり、福祉、地域活性化な

ど、民間企業と同様に機動的に効率的な手法等で行政の補完あるいは代行機関を果たす

といったところで、行政が直接実施するよりも効率的に行うことができるということで

の、このまちづくり会社の位置づけなのかなというふうには考えておりますけれども、

やはり町民の困り事を解決するといった使命を持っている会社でもありますので、町民

のニーズのある事業は当然やっていく必要があるというように考えております。 

  そこでの財源についてですが、国の交付金がなければ一般財源の持ち出しあるいは生

涯活躍の基金を持っておりますので、そういった財源を活用しながら進めていくべきと

いうふうに考えております。ただ、町民のニーズがないものは、当然もう切り捨ててい

くというか、その辺の取捨選択があるのかなというふうに考えておりますが、いずれに

しましても、まちづくり会社と十分協議をしながら、次年度以降の事業の在り方という

ものを共有をしていき、一定程度議会のほうにも本年度中にはお示しする必要があるの

かなというように考えております。 

  あと、独自事業についてですが、今、まちづくり会社でも積極的に取り組んできてお

りますが、売上げの主は町からの委託事業となっているという点もございますけれども、

まちづくり会社もその辺については自走というところでも意識をしつつ、独自事業を展

開しているというところで、その辺は、今後も積極的にまちづくり会社のほうには取り

組んでいってもらいたいなというふうに考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 交付金の兼ねた委託事業の関係なんですが、本来だったら町が
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やってきた事業を委託をして、効率的にスムーズにできるようにしたものが委託事業で、

全てとはいいませんが、ほとんど町がやるべき事業、福祉関係、教育関係だと思うんで

すよ。そのときには、やっぱり本来の町民、町側から見た形の事業を整理しないと、そ

の中で、それからまちづくりというのはまちづくり会社だけがするわけではないので、

町民との関係、サークルやいろんな団体の関係をきちんと整理して、きちんと委託しな

いと、なかなかｈａｒｅｔａに足を運ぶ方があまり少ないと、あそこは何なんだろうと

見られていることが多いと思いますが、その辺について、きちんと事業の整理をすべき

と。そのときに、やっぱり町の視点で町民との関わりを大事にしないといけないと私は

思っています。 

  例えば、万歩計だったら、１万歩いてくださいとか、そうじゃなくて、教育委員会の

方の関係、どうやったら健康にすごくいいのかということは、やっぱり町の事業ですの

で、そういう辺もきちんと整理をしながら、委託すべきところは委託をするというふう

に整理すべきと思っています。 

  それから、まちづくり会社の独自の関係なんだけれども、物すごくいろんな事業をや

っていて、それはそれで物すごく町民巻き込んだ事業をやっていますので、それは独自

の事業としてさらに発展させてもらえたらなと思っています。それについても、必要な

ことがあれば、それはもちろん町もそれに特別な補助金をつけるとか何か、それはまた

あり得るかなと思っていますが、それについて再度確認して終わります。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 町の事業を委託をしているというところで、本来町がすべきと

いうところもあろうかと思いますが、今おっしゃったとおり、町民との関係あるいは町

民の視点といったところで、やはり町民が必要としている事業の在り方というものをし

っかり検討していく必要があるのかなというように考えております。 

  その中で、やはりどう効率的に進めていったほうがいいのかといったところで、必要

に応じてまちづくり会社への委託ということになっていくかと思いますが、その辺、し

っかり事業の整理、町民の視点に立って行っていきたいというように考えております。 

  独自事業については、議員おっしゃるとおり、今後とも発展的に事業が展開されるよ

う、町としても支援なり、サポートがしていければというふうに考えます。 

○議長（杉山幸昭議長） ほか、ありますか。 

  ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸明議員） 今、山本議員からの質問にかなりかぶる部分もあるかと思いま

すけれども、この５年間の中で、やはり町の支援が、まず一つあったなという認識は変
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わっていないと思います。その中で、当初コミュニティネット等含めて、サ高住のなれ

合いから始まった部分ですけれども、そういう部分を大きくまた変化しながら、町がで

きない事業、これを迅速にやってもらいたいという部分が、一つのこの設立の大きな課

題だったというふうに認識しております。 

  そんな中で、やっぱり経営ですから、どう経営を持っていくかという部分について、

この報告書等に足りない部分について一つ確認したいという部分については、やはりこ

の決算の収支等、あらゆる部分について、数字的には1,300万何がしの残が残っていた

という部分で、黒字という先ほどの表現等含めてあったというふうに認識していますが、

やはりシビアにものを見ていかなければならないのではないかなと思っています。 

  ということは、もうかなり委託の率が高いという部分と、その成果をもう少しきちっ

と見ていくという部分と、先ほどありました会社としての自立性の問題、それからやっ

ぱり緊急に町として、この業務の内容を選択していく、このこれからの課題、こんなこ

とを含めて、やはり評価としてあったほうがよかったんじゃないかと思いますし、特に

人件費の部分、町から対応している人件費の問題でいくと、先の委員会でも、どちらか

といったら、2,400万でしたかね、ぐらいの人件費が出ているという話もありましたか

ら、中身的に見えない決算上ではちょっと厳しいなという認識もしながら対応している

ところです。 

  一生懸命頑張っているという姿も一部見えますけれども、相対的に、やっぱりこれを

持続的に継続していくとしたら、大きな、どこかで視点を変えていかなければならない

と。今ありましたように、国の交付金等についても２サイクルで、６年間を経過する中

で、今年度最後の年になると思いますけれども、非常に大きな検討をしていかなければ

ならないというふうに認識していますので、この点について、相対的に考え方を確認さ

せてください。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 今、人件費の関係、さらには黒字に今、なっているんですけれ

ども、人件費を考えると、先般の委員会でもご指摘を受けていますが、赤字の部分でも

あるだろうといったことかと思います。補助金については、これまで話しているとおり

ラストの年といったところで、いよいよ本当に来年以降、この会社の持続性をどうして

いくかといった議論が、今年度しっかり必要かなというように思ってございます。 

  この会社が自立していくには、まだ、やはり行政の支援も必要かなというところもあ

りますが、その辺、一定程度この先の見通しを持って今後の在り方を示していく必要が

あるのかなというふうに考えております。先ほども申し上げましたが、やはり今年度し
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っかりその辺を議論して、議員の皆さんとも協議していければというふうに考えており

ますので、どうぞご理解のほどよろしくお願いします。 

○議長（杉山幸昭議長） ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸明議員） 今年度が、一つのこの会社の在り方についての正念場という意

味合いありますけれども、やはり町のほうともきちっとこういうふうにしていきたいと

いう部分を再度、設立当初とは考え方が大きく変わっているという認識を僕はしていま

すんで、そこら辺については、早期に点検しながら、何らかの形で、議会なり、また広

く町民に方向性を対応していくことが必要じゃないかと思います。 

  町民の中には、ｈａｒｅｔａという部分の施設がありますけれども、このまちづくり

会社の部分については、かなりまだどういう会社だろうかと、そういう部分は、ちょっ

とまだ十分に認識していないという部分がありますので、ここら辺のＰＲも含めて、Ｐ

Ｒまでということは別にしましても、何らかの形で町との関係、今回この地方自治法の

243条に基づいた対応で公表するとなっていますけれども、より具体的な部分で、課題

も含めて公表、ぜひ付記しながら対応していただきたいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 この会社の存在というところで、まだまだ町民からも認知され

ていないというところの意見かと思いますが、その辺はしっかりまちづくり会社と町民

に分かる事業展開が必要かなというふうに考えております。今、公表の在り方について

も、持ち帰って検討させていただければと思います。 

  以上です。 

○議長（杉山幸昭議長） ほか、質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって報告第２号に対する質疑を終結いたします。 

  これをもって報告第２号については報告済みといたします。 

 ────────────────────────────────────── 

◎報告第３号の上程、説明、質疑 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第３、報告第３号株式会社ｋａｒｃｈの経営状況の報告に

ついてを議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  名波商工観光課長。 

○名波 透商工観光課長 株式会社ｋａｒｃｈの経営状況の報告について。 

  報告第３号株式会社ｋａｒｃｈの経営状況の報告につきまして、地方自治法第243条
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の３第２項の規定によりましてご報告申し上げます。 

  別紙株式会社ｋａｒｃｈ第４期定時株主総会資料をご覧ください。 

  資料４ページから、事業報告につきまして、2021年度もコロナウイルス感染症拡大の

影響によりまして、観光業は厳しい年となりました。緊急事態宣言やまん延防止等重点

措置も長引くなど、旅行には行きにくい雰囲気の中、どうみん割等が実施されるなど、

明るい兆しも見えてきました。 

  ナイタイテラスの運営が３年目を迎え、１年目、初年度に比べ入り込み客数、売上げ

ともに大きく落ち込んでおりますが、2021年度の営業利益は前年度とほぼ変わらない数

字を維持しており、ナイタイテラスに対する一定の営業力を見ることができております。 

  道の駅かみしほろは、コロナ禍の運営ではありましたが、北海道じゃらん道の駅ラン

キング2022年では３位を獲得するなど、アフターコロナを見据えた堅実な営業を行って

おります。 

  電力小売業におきましては、町が目指すＳＤＧｓのまちづくり、エネルギー地産地消

の一翼を担いつつ、契約者数を増やす営業活動を行っております。 

  事業収益、資産の状況でございますが、2021年度の売上高は４億9,045万7,391円、営

業利益は859万6,794円、経常利益は1,374万7,628円、当期純利益は1,000万1,228円、純資

産は5,940万1,477円となっております。 

  株式の状況につきましては、昨年度と同様、資本金は840万円で、上士幌町をはじめ、

３つの企業、２つの金融機関で記載の株式となっております。 

  続きまして、事業計画でございます。 

  2022年度の売上げにつきましては、３年目の営業となります道の駅かみしほろの運営

について、年間入り込みを42万人と想定しまして、道の駅売上高３億1,780万円を目標

としております。 

  ナイタイテラスについては、12万人想定の売上高6,000万円、電力小売事業につきま

しては、新規契約者数100件を目標に売上高２億円とされております。 

  続きまして、決算報告書の説明となります。 

  第４期決算報告書の貸借対照表をご覧ください。 

  記載のとおり、資産の部合計、次ページの負債、純資産の部合計の決算額、それぞれ

１億5,237万9,644円で貸借が一致しております。 

  次に、次ページ、損益計算書につきましては、先ほどの事業収益、資産の状況につい

てご説明いたしましたが、その内訳がこちらとなってございます。 

  次のページ、販売費及び一般管理費の計算内訳、棚卸資産の計算内訳はそれぞれ記載
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のとおりでございます。 

  それでは、資料１ページにお戻りいただきまして、上士幌町出資法人等経営状況報告

につきましてご報告をさせていただきます。 

  １の出資法人の概要については記載のとおりでございます。 

  ２の上士幌町による点検評価、経営状況についての予備的診断における評価につきま

してはＡといたしまして、経営努力は行いつつ事業は継続されているという評価とさせ

ていただいております。 

  ①の事業が適切であるかについては、新型コロナウイルス感染症の影響により、ＤＭ

Ｏ事業の進捗に遅れが生じている。地域の合意形成の下、目に見える形の事業展開に向

けた努力が必要であるとして、Ｂ評価としております。 

  ②の経営を効率化するための自助努力及び③の事業継続のための財務状況の維持につ

いてはＡ評価としております。 

  ④の今後の課題については、今年度をもって交付金事業は終了しますが、観光地域づ

くり法人としての役割は継続していくというところから、その役割を果たすための人員

を確保し、地域に活力をもたらす取組内容の充実に向けた検討を行政と連携して進める

必要があるとしております。 

  ３のその他特記事項といたしまして、新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事

態宣言の影響などにより、飲食スペースの席数の制限、それからイベントの実施や積極

的な宣伝などの誘客事業が制約を受けたことで、来場者数や売上げなど、設立当初の計

画を下回っておりますが、このような状況においても経営努力により４期連続で単年度

黒字を計上しており、経営状況に問題ないという評価とさせていただいております。 

  以上をもちまして、株式会社ｋａｒｃｈの経営状況の報告とさせていただきます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより報告第３号に対する質

疑を行います。質疑ありますか。 

  ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） すみません。委員会のときに質問すればよかったんですけれど

も、この道の駅の、ここで売上げ結構高いふるさと納税に関する事務売上高なんですけ

れども、この事業については、３社が関わっている、３か所が関わっているかと思うん

ですけれども、この３か所の配分の仕方というのは、ルールというのはあるんでしょう

か。それ、ちょっと教えてください。 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 暫時休憩いたします。 
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（午前１０時３３分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 再開いたします。 

（午前１０時３３分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 名波商工観光課長。 

○名波 透商工観光課長 申し訳ございません。ふるさと納税の、いわゆる３社という考

え方というのは、いわゆるポータルサイトが３つとかあるんですけれども、そういう分

けでいいということでしょうか。 

○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） すみません。道の駅とまちづくり会社とコンシェルジュ、この

３か所ということです。この３か所への配分の仕方です。 

○議長（杉山幸昭議長） 佐藤企画財政課長。 

○佐藤泰将企画財政課長 ふるさと納税の関係ですので、企画財政課のほうからお答えを

したいと思いますが、今、中村議員おっしゃっています３社というところで、中間事業

者としては、実は２社でございます。その２社はＮＰОの上士幌コンシェルジュ、もう

１社は生涯活躍のかみしほろというところで、あくまでも中間業者は２社と。ｋａｒｃ

ｈについては、実は直接町と契約をしている部分がございます。それについては、乳業

メーカーの乳製品の取扱いにつきまして、それはもともと乳業メーカーとｋａｒｃｈと

の取引がございまして、その部分については直接町と契約をしてというところで、ちょ

っと中間事業者とは別の枠組みの形で動いているという形になります。 

○議長（杉山幸昭議長） ７番、中村哲郎議員。 

○７番（中村哲郎議員） 前のいただいた資料のところで、道の駅の事務のふるさと納税

業務が飲食部門のマイナスをカバーしているという表現があったので、もし、意図的に

というんですかね、かみしほろの道の駅でマイナスが出ている部分だけ、町でわざとこ

う委託を増やしているような、そんなような配慮があるんだったらちょっと問題かなと

思って、多分ないだろうなとは思うんですけれども、それでちょっと質問させていただ

きました。 

○議長（杉山幸昭議長） 答弁よろしいですか。 

  名波商工観光課長。 

○名波 透商工観光課長 先ほど企画課長が回答させていただいたように、そういう形の

契約でございまして、中村議員おっしゃるような意図的な町としての契約というのはな



－151－ 

いというふうにご報告させていただきます。 

○議長（杉山幸昭議長） ほか、質疑ありますか。 

  ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 委員会のときにちょっと質問していなかったんですが、指定管

理料の関係でちょっと質問したいと思います。 

  道の駅の指定管理について、オープン、２、３、４だったと思うんですが、３年計画

で委託していると思うんで、その辺の関係について、今後どのようになっていくのか、

質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 名波商工観光課長。 

○名波 透商工観光課長 指定管理料に係るものでございますけれども、今までもご説明

させていただいておりますけれども、いわゆるパブリックスペース、公共的な施設の分

ということで、道の駅の場合は30％の部分については、いわゆる指定管理費の中で永続

的に残っていくという形でございまして、基本的には、今年度についてはその部分が、

全部で５年度でゼロにしていくというところでございまして、今年度については50％、

50％という形でなっておりますので、順次ここはゼロに、パブリックスペースの部分以

外の分はゼロにしていくというところで、予定どおり進めております。 

○議長（杉山幸昭議長） ２番、山本和子議員。 

○２番（山本和子議員） 指定管理は決まり事ですので、５年ではゼロに持っていくとい

うことで、それは変わらないと思うんですが、道の駅の営業だけでいうと、結構この間、

オープン２年ですか。結構厳しいと、赤字だと思うんです。全体的には、ｋａｒｃｈの

事業の収支でいえば、電気料金もありまして、黒字ではあるんで、その辺が、ちょっと

何とか黒字に持っていくような形にしないと。この道の駅があったことにより、ｋａｒ

ｃｈの事業自体がどんどん足を引っ張るような形では駄目だというふうに、私、思って

います。 

  それと、町民の方の理解がなかなか不十分な点があって、道の駅が今回もちょっと赤

字だと思うんですが、そうすると町が負担するのかというような誤解があるんですよね。

そうではなくて、町は指定管理費としてきちんと払っていると。ｋａｒｃｈ全体が黒字

になれば全然問題ないんですが、道の駅だけで赤字だからどうのこうのではなくて、ｋ

ａｒｃｈ全体の中で経営をしっかりやってもらうということも含めて、町民の方がやっ

ぱり誤解しているんですよ。赤字だと町が負担するのか、補助するのかと。そうじゃな

くて、やっぱり株式会社のきちんとした約束事ですので、それはきちんと守っていくと。

そのことをやっぱり町民とも確認していけば、町民もそれほど人が入らないから損する
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んじゃないかとか、そういうことじゃなくて、株式会社としてきちんと約束事を守って

いくと。指定管理については、今後ゼロにしていくということは、やっぱりきちんと頭

に入れながら経営をきちんと約束すべきと。その辺について質問いたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 名波商工観光課長。 

○名波 透商工観光課長 ただいまの営業の部分でございますけれども、道の駅に関して

はかなり悪い状況であるということでございますけれども、これについても、先般委員

会で社長も説明しておりますけれども、いわゆるメニューの改善ですとか、そういった

経営努力を常時していくということでこれからも行っていくというところでご理解いた

だければというふうに思います。 

  それから、いわゆる赤字の補塡はしないというところでございますけれども、これは、

一貫して変わらず、赤字のための補塡はしないということで、基本的な事項として押さ

えております。 

  以上です。 

○議長（杉山幸昭議長） ほか、ありますか。 

  ８番、江波戸明議員。 

○８番（江波戸明議員） 今回報告を受けた中で非常に大事だというのは、今まで観光ビ

ジネス創出事業という形で、交付金等を含めてかなり、どうあるべきか、ｋａｒｃｈな

り、それから地域商社がどうあるべきか、どういうふうにＰＲしていくかとか、いろん

な意味でかなり出資してきているのではないかと思いますし、今年度、令和４年度をも

って交付金等、先ほどのまちづくり会社と同じように、交付金が非常に厳しくなってく

ると。その部分も含めて、今まで５年間で１億7,500万ぐらい、この観光ビジネス創出

事業に費やしております。うち、立ち上げ段階で宝島旅行社という会社が関わった部分

もあって、そこでも6,700万ぐらいの事業費が出されております。 

  僕が何を言いたいかといいますと、このいろんな毎年かなりの多額の調査をした部分

の成果とその活用という部分が、ちょっと今回の町のチェックの中に、大枚の支出をし

ながらでもチェックの中にないのかなと。どういう事業成果、報告をきちっと表現して

いないのかなという部分がないと、やはりこの会社の自立の問題とか、それからまたこ

こに関わる人の問題、どういうふうに、財政的なやっぱり基盤がないと、人材の給与の

問題、それからやっぱり意欲の問題とか、それから労働規約の問題とか、やっぱり充実

していかないとなかなか一つは大変だという部分と、当然運営費という部分ですけれど

も、この中で、今まで調査した中の部分が活用されているとしたら、やはり一定程度そ

れをきちっと明確に対応するような方向性もあってもいいんではないかと思いますけれ
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ども、そこら辺が見えないという部分を含めて。 

  それから、将来やはり人材確保のためには、先般の委員会で質問した、町職員との比

較でいいかどうかは別にしましても、かなり格差があるという報告も受けております。

そういうことで、そういう充実も含めて、今後そういう調査と、それから今回の決算の

報告を受けて、もう少しシビアに判断し、それから全くまちづくり会社とそれからこの

株式会社ｋａｒｃｈ、ＤＭＯという一つの地域の観光商社という部分も含めて、この考

え方の中の表現の仕方も、それから評価の仕方ももう少し違う形であってもいいんじゃ

ないかというふうに認識していますんで、この点について確認したいと思いますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（杉山幸昭議長） 名波商工観光課長。 

○名波 透商工観光課長 今まで行ってきた事業の活用調査につきまして、ｋａｒｃｈと

いう会社がビジネスの下に稼ぐということを基盤に事業展開していくというそういった

意味を含めますと、この事業の調査活用というのは必須というところでございます。そ

の活用が、まだ目に見えていないというところでございますけれども、先ほど、先般千

葉社長の委員会での答弁もございましたけれども、ＤＭＯが立ち上がって、これから動

き出すと、そういったＤＭＯの組織、ＫＡＭＩＳＨＩＨＯＲＯ．ｎｅｔという組織の中

で、今まで調査してきた調査内容であるとか、そういったものを活用しながら地域の事

業者に展開していくというところがこれからの重要な課題だというふうに思ってござい

ます。 

  そういったところも、議員おっしゃるようにいわゆる評価の対象としてちゃんとチェ

ックすべきではないかというところで、先ほどの評価基準の報告書に付記するかどうか

という話は、今後いろんなところの部分が見えてくると思いますので、まちづくり会社

とまたちょっと違った性質の会社であるということも含めまして、評価の基準に加味し

ていくというところを検討していきたいというふうに思っております。 

  それから、人材の部分につきましては、給料の部分もありますけれども、いわゆるモ

チベーションを上げるというような形で、今、ｋａｒｃｈの中でもいろいろな部分で社

長の聞き取りであるとか、意見の交換であるとか、そういったところも内部で話されて

いるというところでお聞きしておりますので、そういったところから始めていこうとい

うところで社長とも話をしているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（杉山幸昭議長） ほか、質疑ありますか。 

  ７番、中村哲郎議員。 
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○７番（中村哲郎議員） 今回、ｋａｒｃｈさんも先ほどのまちづくり会社さんも、理由

はどうあれ黒字だったわけなので、町としては、やはり資本の半分以上出しているので、

ほんの少しでもいいから配当を要求するという考えはなかったんでしょうか。やはり株

式会社で町も投資している。それを町に繰り入れるというのは、町民に対してもすごい

インパクトがあるし、成功かどうかはあれですけれども、そういった金の流れというの

ができているということを示すためにも配当を要求したほうがいいんじゃないかなと私

は思うんですけれども、そこら辺の考え方についてお願いします。 

○議長（杉山幸昭議長） 杉原副町長。 

○杉原祐二副町長 ２つの会社に対する配当というお話でございました。 

  まちづくり会社のほうにつきましては、常々、これまでもお話しさせていただいてお

りますけれども、いわゆるソーシャルビジネスという形で、町民の困り事を対応すると

いうような形で、広い方々から出資をいただいているというそういう性質なところから、

こちらのほうについては、事業を展開していただくというところで考えております。 

  それと、株式会社ｋａｒｃｈのほうでございますけれども、こちらのほうにつきまし

ては、稼ぐという使命を持って自走していくというのが最終的な形になうろかという形

で考えております。したがいまして、その配当という話も株主総会の中では出ていると

ころでございます。ただ、このコロナ禍において、まだ完全に健全な状況で経営といい

ますか、社会の情勢がそういうような状況でございますので、いましばらく、もうちょ

っとそこの基礎を固めていきたいというようなことで、今、考えておりますので、議員

おっしゃるとおり、そういう配当ということも当然視野に入れながら考えて、町として

は意見を述べていきたいというふうに考えております。 

○議長（杉山幸昭議長） ほか、よろしいですか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって報告第３号に対する質疑を終結いたします。 

  これをもって報告第３号については報告済みといたします。 

  ここで暫時休憩といたします。 

  休憩中に議会全員協議会を開催いたしますので、理事者及び議員の皆さんは委員会室

にお集まり願います。 

  なお、再開は、５分前の予鈴をもってお知らせいたします。 

（午前１０時５０分） 

 ────────────────────────────────────── 

○議長（杉山幸昭議長） 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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（午前１０時５９分） 

 ────────────────────────────────────── 

◎同意第１号の上程、説明、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第４、同意第１号農業委員会委員の任命についてを議題と

いたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに町長から提案理由の説明を求めます。 

  竹中町長。 

○竹中 貢町長 ただいま上程されました同意第１号農業委員会委員の任命について、提

案理由と内容をご説明申し上げます。 

  本案は、農業委員会委員のうち、１名が令和４年６月８日をもって辞任したため、新

たに次の者を後任の委員として任命したいので、農業委員会等に関する法律第８条第１

項の規定により議会の同意を求めるものであります。 

  それではご説明申し上げます。 

  氏名、大道欣実氏、住所及び生年月日については記載のとおりであります。 

  以上、同意第１号農業委員会委員の任命について、提案理由と内容についてご説明申

し上げました。ご審議の上、ご同意くださいますようよろしくお願いいたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたが、本件は人事案件でありますので、

質疑及び討論については、議会運用例第105条の２の規定により、これを省略いたしま

す。 

  これより直ちに同意第１号を採決いたします。 

  お諮りいたします。 

  本件は原案に同意することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、同意第１号は原案に同意することに決定いたしました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎議案第４１号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第５、議案第41号過疎地域の持続的発展の支援に関する特

別措置法の適用に伴う固定資産税の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いてを議題とします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  青木町民課長。 
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○青木弘彦町民課長 ただいま上程されました議案第41号過疎地域の持続的発展の支援に

関する特別措置法の適用に伴う固定資産税の特例に関する条例の一部を改正する条例の

制定について、その提案理由と内容をご説明申し上げます。 

  町例規集は、第６編財務、第３章町税をご参照願います。 

  提案理由につきましては、本条例で引用している租税特別措置法の一部改正に伴い、

所要の規定を整備するため、改正しようとするものであります。 

  改正内容につきましては、別紙資料議案第41号関係、過疎地域の持続的発展の支援に

関する特別措置法の適用に伴う固定資産税の特例に関する条例の一部を改正する条例新

旧対照表をご参照ください。 

  下線部分が改正箇所であります。 

  第２条第１項中、第12条第３項の表の第１号を第12条第４項の表の第１号に、第45条

第２項の表の第１号を第45条第３項の表の第１号に、第28条の９第10項を第28条の９第

10項第１号に改めるものであります。 

  いずれも租税特別措置法の改正に伴う項ずれなどに対応するための改正であります。 

  附則といたしまして、この条例は公布の日から施行するものであります。 

  以上、提案理由と内容をご説明申し上げました。ご審議の上、ご可決くださいますよ

うよろしくお願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより議案第41号について質

疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって議案第41号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第41号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、議案第41号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎議案第４２号の上程、説明、質疑、討論、採決 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第６、議案第42号令和４年度上士幌町一般会計補正予算
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（第２号）を議題といたします。 

  議案の朗読を省略し、直ちに提案理由の説明を求めます。 

  杉原副町長。 

○杉原祐二副町長 ただいま上程されました議案第42号令和４年度一般会計補正予算の内

容についてご説明申し上げます。 

  補正総額は6,440万5,000円の追加補正となります。補正後の予算規模は一般会計並び

に５特別会計の総額で、108億6,060万1,000円となります。 

  それでは、補正内容を申し上げます。 

  議案第42号一般会計補正予算（第２号）であります。 

  １ページをご覧ください。 

  第１条では、規定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ6,440万5,000円を追加し、総額を

88億2,421万2,000円とするものです。 

  補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は２ペ

ージから３ページ第１表のとおりです。 

  次に、歳出のうち追加補正の主なものといたしましては、７ページ、款、民生費、物

価高騰対応高齢者等生活支援事業494万1,000円。９ページ、款、農林水産業費、肥料高

騰緊急対策事業1,870万円。款、商工費、商工事業者燃料高騰緊急支援事業1,099万円。

11ページ、款、教育費、生涯学習センター管理運営経費1,993万2,000円を追加補正いた

します。 

  以上、一般会計の補正内容についてご提案申し上げました。よろしくご審議賜り、ご

承認くださいますようお願い申し上げます。 

○議長（杉山幸昭議長） 提案説明が終わりましたので、これより議案第42号について質

疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） これをもって議案第42号に対する質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。討論ありますか。 

（「なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） 討論がありませんので、これより議案第42号の採決を行います。 

  お諮りいたします。 

  本案は原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 
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  よって、議案第42号は原案のとおり可決されました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎監報告第２号の上程、報告 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第７、監報告第２号例月出納検査報告についてを議題とい

たします。 

  報告書の朗読を省略し、直ちに代表監査委員より報告の説明を求めます。 

  根本広実代表監査委員。 

○根本広実代表監査委員 監報告第２号例月出納検査報告について、その結果をご報告申

し上げます。 

  現金出納の検査につきましては、地方自治法第235条の２第１項の規定に基づき実施

しているものでございます。 

  今回の報告は、令和４年２月分から５月分の例月出納検査結果を報告するものでござ

います。 

  検査の対象につきましては、一般会計及び５特別会計の現金の出納状況でございます。 

  提出された各会計、各月ごとの収支状況などの資料を参考としながら、収入・支出伝

票、預貯金通帳等の検査を実施いたしました。 

  検査の結果、計数などは正確であり、諸帳簿などと相違ないことを確認いたしました

ので、ご報告を申し上げます。 

  以上、監報告第２号の監査結果報告といたします。 

○議長（杉山幸昭議長） 代表監査委員より提出された例月出納検査報告書の収支状況等

は添付を省略しておりますので、必要の場合は事務局で閲覧願います。 

  以上で監報告第２号を報告済みとし、監査委員からの報告を終わります。 

 ────────────────────────────────────── 

◎閉会中の継続調査の申出について 

○議長（杉山幸昭議長） 日程第８、閉会中の継続調査の申出についてを議題といたしま

す。 

  各委員会の委員長から、会議規則第75条の規定により、お手元に配付の申出書のとお

り、閉会中の所管事務調査の申出がございます。 

  お諮りいたします。 

  各委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調査はこれを承認することにご異議あり

ませんか。 

（「異議なし」の声） 
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○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、各委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調査は、これを承認することに

決定いたしました。 

 ────────────────────────────────────── 

◎閉会の宣告 

○議長（杉山幸昭議長） 以上をもって、本定例会の会議に付された案件の審議は全て終

了いたしました。 

  お諮りいたします。 

  令和４年第４回上士幌町議会定例会を閉会したいと思いますが、これにご異議ありま

せんか。 

（「異議なし」の声） 

○議長（杉山幸昭議長） ご異議なしと認めます。 

  よって、本定例会は本日で閉会することに決定いたしました。 

  これで、本日の会議を閉じます。 

  今定例会が６月７日から18日間の会期にわたり、本会議及び委員会の議事運営に特段

のご協力を賜り、厚くお礼を申し上げます。 

  以上をもって、令和４年第４回上士幌町議会定例会を閉会いたします。 

（午前１１時１２分） 
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